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序     文 

 

独立行政法人国際協力機構は、コロンビア共和国政府から日本政府に対して提出された要請に

基づき、同国の地域開発政策の施策である「一村一品コロンビア推進プロジェクト」に係る情報

を収集し、同国政府と協議を行うため、2012 年 7 月 22 日から 8 月 11 日まで、調査団を現地に派

遣しました。 

調査団は、同国政府関係者などと協議を行い、また「一村一品コロンビア推進プロジェクト」

の現状調査を行いました。帰国後に資料を取りまとめ、ここに本報告書完成の運びとなりました。

この報告書が今後の本プロジェクトの立ち上げ推進にあたり、関係者の参考資料として活用され

れば幸いです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 24 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
産業開発・公共政策部長 入柿 秀俊 
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第１章 要請の背景・調査目的 
 

１－１ 調査の背景 

コロンビア共和国（以下、「コロンビア国」と記す）における一村一品（One Village One Product：

OVOP）運動は、平和構築と地域の復興に向け、住民の関係性の回復と共同・協働・団結を通じ

た地域共同体の強化をめざして推進されている。2009 年に副大統領主催で OVOP セミナーを開催

したことから始まり、2009 年 6 月には、国家企画庁（Departamento Nacional de Planeación：DNP）

のリーダーシップの下、OVOP 中央実行委員会が結成され、OVOP の推進メカニズムの構築を図

ってきている。 

これまでに、JICA は短期専門家 2 名（一村一品運動推進、地域振興）の派遣と、地域別・国別

研修（OVOP 運動推進：29 名参加済み）を行いこれを支援してきており、国家職業訓練庁の全国

TV 会議システムを活用した OVOP 概念の普及、OVOP に係るコンセプトペーパーの策定、OVOP

中央実行委員会による OVOP イニシアティブ評価指標の設定、29 県（国内の県の 90％）から 213

件の応募があった OVOP イニシアティブ（地域資源を生かした付加価値活動）の評価と選定（12

イニシアティブ）、そして、OVOP 全国大会等が実施されてきている。 

これらの活動を通じ、コロンビア国政府は OVOP の意義を認め、これを国家レベルで推進して

いくこととして国家開発計画（2010～2014 年）に位置づけた。さらに同政府は、OVOP の概念や

経験を踏まえて、地域開発国家政策を策定することとしており、今後は OVOP12 イニシアティブ

のフォローを中心に、OVOP 運動の全国普及を図ることとしている。 

このような背景の下、コロンビア国における OVOP 運動を拡大し、そのメカニズムを開発・強

化して広く人々が裨益する包括的（インクルーシブ）な地域開発の全国モデルを構築していくに

あたり、DNP より日本政府に対して技術協力プロジェクトの要望が提出された。 

 

１－２ 調査の目的 

本調査では、現地調査を行って要請案件内容に関する情報収集や「一村一品コロンビア推進プ

ロジェクト」をとりまく現状と課題を整理するとともに、本件協力にあたって評価 5 項目（妥当

性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に沿って評価する。加えて、コロンビア国政府とと

もにプロジェクトの詳細活動計画について協議・合意し、その内容を協議議事録（Minutes of 

Meeting：M/M）として取りまとめ、署名する。 
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１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 出張期間 

団長 宗像 朗 JICA 国際協力専門員 2012 年 7 月 29 日

～8 月 11 日

内発的地域開発 安東 忠 大分県一村一品国際交流推進協会 2012 年 7 月 29 日

～8 月 11 日

貧困削減/ 

ジェンダー1 

岩瀬 誠 JICA 経済基盤開発部ジェンダー平等・ 

貧困削減推進室 

2012 年 7 月 29 日

～8 月 11 日

貧困削減/ 

ジェンダー2 

合田 佳世 JICA 経済基盤開発部ジェンダー平等・ 

貧困削減推進室 

2012 年 7 月 29 日

～8 月 11 日

協力企画 奥本 恵世 JICA 産業開発・公共政策部産業・貿易課 2012 年 7 月 29 日

～8 月 11 日

評価分析 田中 恵理香 グローバルリンクマネージメント 2012 年 7 月 22 日

～8 月 11 日

西語通訳 樋口 安紀 財団法人日本国際協力センター（JICE） 2012 年 7 月 22 日

～8 月 11 日

 

１－４ 調査日程 

現地調査は、2012 年 7 月 22 日から 8 月 11 日までの期間で実施された。調査日程の概要は以下

のとおりである。 

  宗像、安東、岩瀬、 

合田、奥本 

田中、樋口 滞在 

1 7 月 22 日  

 

 

 

 

 

ボゴタ着 ボゴタ 

2 7 月 23 日 JICA コロンビア支所 

国家企画庁（DNP） 

ボゴタ 

3 7 月 24 日 商工業観光省 

国家職業訓練庁（SENA） 

ボゴタ 

4 7 月 25 日 文化省 

農業農村開発省 

ボゴタ 

5 7 月 26 日 コロンビア民芸品公社 

コロンビア地域開発機構 

労働省 

ボゴタ 

6 7 月 27 日 EU 

JICA コロンビア支所 

ボゴタ 

7 7 月 28 日 書類整理 ボゴタ 

8 7 月 29 日 書類整理 ボゴタ 

9 7 月 30 日 ボゴタ着（宗像、安東、岩瀬、合田、奥本） 

JICA コロンビア支所 

大統領府国際協力庁（APC） 

ボゴタ 
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農業農村開発省（岩瀬、合田） 

DNP 

10 7 月 31 日 関係機関（ハイレベル）との朝食会 

社会繁栄庁（DPS） 

ボゴタ→ヒラルド市 

PDM 内部協議 

ヒラルド

11 8 月 1 日 ヒラルド市→トリマ県グアモ市 

グアモ市役所 

グアモ→ラ・チャンバ 

現地視察（ラ・チャンバイニシアティブ） 

ラ・チャンバ→ボゴタ 

DNP との協議 

ボゴタ 

12 8 月 2 日 社会財団（岩瀬、合田） 

コロンビア女性世界銀行（岩瀬、合田） 

クンディナマルカ県 OVOP 地域委員会（宗像、安東、田中、 

樋口、奥本） 

OVOP 中央委員会とのワークショップ 

DNP 長官表敬 

DNP との協議 

ボゴタ 

13 8 月 3 日 OVOP 地域アクターとのセミナー 

DNP との協議 

ボゴタ 

14 8 月 4 日 団内打合せ、ミニッツ案作成 ボゴタ 

15 8 月 5 日 団内打合せ、ミニッツ案作成 ボゴタ 

16 8 月 6 日 DNP とのミニッツ協議 

DPS 表敬、協議 

ヘルム銀行（岩瀬、合田） 

旅行代理店エキゾチック（岩瀬、合田） 

DNP との協議 

ボゴタ 

17 8 月 7 日 団内打合せ、ミニッツ案作成 ボゴタ 

18 8 月 8 日 OVOP 中央委員会メンバーとのミニッツ協議 

DNP との協議 

ボゴタ 

19 8 月 9 日 OVOP 中央実行委員会へのミニッツ案（最終版）の発表 

ミニッツ署名式・昼食会 

在コロンビア日本大使館表敬 

ボゴタ 

20 8 月 10 日 ボゴタ発 機内 

21 8 月 11 日 成田着  
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第２章 コロンビア国における地域開発の現状と課題 
 

２－１ 地域開発の現状と一村一品運動の位置づけ 

コロンビア国では、国内紛争が長年にわたり続き、近年、紛争は終結しつつあり、政治・社会

が復興・安定に向かってきているものの、紛争の結果生じる社会的・経済的再統合が課題となっ

ている。国家開発計画（Plan Nacional de Desarrollo 2010-2014）では、同国は、地理的に多様性に

富み地域の発展の度合いが異なり地域間の関係が複雑なことが問題であるとしている。例えば、

基本的ニーズが充足されていないことを示す基礎的貧困指数（Necesidades Básicos Insatisfechas：

NBI）の分布を見ると、ボゴタ首都圏周辺には、27％未満の地域が多いが、東部、南部のビチャ

ダ県、アマゾナス県等では 76％以上の地域が多くなっている。また、県内での都市・農村格差も

大きく、ボヤカ県、サンタンデル県などでは、農村部の貧困度は都市部の 3 倍深刻となっている1。

地域の社会経済的発展及び貧富の格差の解消には、地域の多様性を認め地域に焦点を当てた地域

開発政策を実施し、民主的な繁栄と持続的な社会経済の発展を実現することが課題であるとされ

ている。こうした背景の下、コロンビア国で策定中の地域開発政策では、地域の組織を振興する

こと、地域の住民が自発的に事業を実施すること、開発ツールを通じて経済社会に寄与し社会経

済の質を向上すること、地域格差・社会格差を是正すること等が課題として挙げられている2。 

日本の大分県で始まった一村一品（OVOP）運動では、住民の自発的な創意工夫や地域の文化

の尊重を重視しており、このような地域開発のニーズに合致した戦略として一村一品の取り組み

が注目されている。 

 

２－２ 一村一品運動の導入経緯とわが国の協力実績 

コロンビア国における一村一品（OVOP）運動は、平和構築と地域の復興に向け、住民の関係

性の回復と共同・協働・団結を通じた地域共同体の強化をめざして現在推進されている。2009 年

に副大統領主催で OVOPセミナーを開催したことから始まり、2009年 6月には、国家企画庁（DNP）

のリーダーシップの下、OVOP 中央実行委員会が結成され、OVOP の推進メカニズムの構築を図

ってきている。 

本調査実施時点まで、わが国は、短期専門家 2 名（一村一品運動推進、地域振興）の派遣と、

地域別研修・国別研修（OVOP 運動推進）の計 3 回の実施を行ってきた。これらの協力を通じ、

OVOP 概念の普及、OVOP に係るコンセプトペーパーの策定、OVOP 中央実行委員会による OVOP

イニシアティブ評価指標の設定、29 県（国内の県の 90％）から 213 件の応募があった OVOP イ

ニシアティブの評価と選定（12 イニシアティブ）、そして OVOP 全国大会の定期開催等が行われ

てきた。 

選ばれた 12 イニシアティブ（表－１参照）のなかには、チーズや銀細工、陶器などの地域の特

産品を中心とするもの、地域の環境を生かしたエコツーリズムや天体観光など観光を主体とする

もの、「太陽の祭り」など地域の伝統的な行事を主体とするもの等テーマはさまざまである。例

えばパイパ市のチーズの場合、パイパチーズのブランド化、消費拡大、関連商品・レシピ開発、

イベント、生産者の組織化支援などに取り組んでおり、スサ市のコミュニティツーリズムでは、

ファームステイ、地元料理の提供、植樹・農業体験、羊毛刈り、民芸品制作体験等の導入に向け

                                                        
1 「国家開発計画」 
2 国家企画庁での聞き取りによる。 
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た技術支援、インフラの整備等に向け取り組んでいる。 

 

表－１ 選定された 12 イニシアティブ 

 イニシアティブ名 県 自治体 

1 フィケ手工芸（草カゴ等） アンティオキア県 サンビセンテ 

2 フィリグラナの銀細工（アクセサリ

ー等） 

ボリバル県 モンポックス 

3 パイパのチーズ ボヤカ県 パイパ 

4 ティエラデントロの自然、文化と観

光 

カウカ県 インサ 

5 トゥチンの帽子 コルドバ県 トゥチン 

6 インタラクティブな農業公園― 

ローカルコミュニティ観光－ 

クンディナマルカ県 スサ 

7 天体観光 ウイラ県 ビジャビエハ 

8 太陽の祭りインティライミ ナリーニョ県 プエブロ・デ・ロス・パストス

9 シブンドイ谷の環境観光 プトゥマヨ県 シブンドイ 

10 キンディオの道観光 キンディオ県 フィランディア 

11 ナチュラルな粉末赤砂糖食品 サンタンデル県 ソコッロ 

12 ラ・チャンバの陶器 トリマ県 グアモ 

 

これらの活動を通じてコロンビア国政府はOVOPの推進を国家レベルで推進していくことを確

認し、国家開発計画（2010～2014 年）に位置づけている。さらに同政府は、OVOP の概念や経験

を踏まえて、地域開発国家政策を策定することとしており、DNP では、独自の予算で、コンサル

タント 2 名（地域開発政策、OVOP）と長期契約している。今後は、OVOP12 イニシアティブの

フォローを中心に、OVOP 運動の全国普及を図ることとしている。 

 

２－３ 一村一品運動推進のための政策・施策 

コロンビア国における国家開発計画では、「全ての人に繁栄を（Prosperidad para Todos）」と

題し、「グッド・ガバナンス－国際的適切性－環境の持続性－イノベーション」というサイクル

を通じ、地域の統合と開発を行うことで民主的な繁栄を実現することを、全体的なビジョンとし

て挙げており、その実現のために、総合的・横断的な地域開発を推進している。そのための重点

項目として、持続性と競争力ある成長、社会的繁栄のための機会の均等、平和の再構築、環境の

持続性とリスク防止、民主的繁栄のための横断的支援を挙げている。特に、地域開発に関しては、

「地域開発アプローチ」として、それぞれの地域の特徴や能力に応じた公共政策、プログラムを

策定すること、としており、同アプローチは、社会の不均衡を低減し、住民の生活の質を向上さ

せ、内発的発展能力を醸成し、地域の成長と競争力を強化するものとしている。また、横断的な

アプローチによる地域経済開発のツールとして、地域経済開発エージェンシー（Agencia de 

Desarrollo Económico Local：ADEL）事業（詳細後述）、地域競争力計画等のプログラムと並び、

OVOP についても言及し、OVOP 運動等を促進するとしている。OVOP 運動により、戦略・スペ
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ース・手段などの推進を通じて地域の組織がその役割を変え、独自の開発の推進役となるような

地域開発政策を策定することとしている。 

地域開発政策は、上記国家開発計画に基づき本調査時点で策定中である。これは、地域開発の

ために中央政府・地方政府が果たすべき役割・戦略、コミュニティが受けられるサービス等を定

めたものである。調査時点でドラフトが完成し、国家企画庁（DNP）で修正作業を行っている段

階であった。同政策は、2013 年 1 月に国家経済社会政策審議会（Consejo Nacional de Política 

Económica y Social：CONPES）3の承認を得る予定で、これをもって成立となる。この地域開発政

策は、各県で地域開発計画を策定するにあたってのガイドラインとなるもので、これに基づき、

32 県4で次期地域開発計画を策定することになっている。 

地方レベルにおいては、県、自治体レベルごとに開発計画を策定している。12 イニシアティブ

を実施している県、自治体の現行の開発計画には、農村開発に関する戦略の一部で OVOP が言及

されているものがある。例えば、農業公園と観光の取り組みを行っているクンディナマルカ県で

は、県の開発計画、ボヤカ県パイパのチーズのイニシアティブに関しては、県と自治体の開発計

画、天体観測観光ツアーを行っているウイラ県ビジャビエハ自治体のイニシアティブでは、県と

自治体の開発計画で、OVOP が言及されている。 

 

２－４ 一村一品運動推進体制及び支援事業 

(1) OVOP 委員会 

一村一品運動推進にあたっては、DNP が中心となり、中央においては OVOP 中央委員会が

組織されている。地方においては、12 イニシアティブすべてに OVOP 地方委員会を設置する

予定である。OVOP 委員会の役割は、OVOP の推進・拡大、技術的支援（調査実施、報告書

作成、会議招集を含む）、活動のフォローアップ、人材育成、関係機関の連携の促進等であ

る。ただし、OVOP 委員会の TOR はまだドラフトの段階であり、DNP では近々正式なもの

としたいという意向であった。 

OVOP 中央委員会（図－１参照）には、DNP のほか、商工業観光省（Ministerio de Comercio, 

Industría y Turismo：MCIT）、農業農村開発省（Ministerio de Agricultura y Desarrollo Rural：

MADR）、文化省（Ministerio de Cultura：MinCultura）、労働省（Miniterio de Trabajo：MinTrabajo）、

社会繁栄庁（Departamaneto para la Prosperidad Social：DPS）、国家職業訓練庁（Servicio Nacional 

de Aprendizaje：SENA）、コロンビア民芸品公社（Artesanías de Colombia：Artesanias）及び

学識経験者として大学教授 1 名がメンバーとなっている。JICA も中央委員会メンバーとして

加わっている。委員会は 2 カ月に 1 回程度開催し、活動の報告、課題の検討を行うほか、JICA

研修員の選考基準の設定も行っている。 

 

 

 

 

 

                                                        
3 経済社会開発に関連する事項を検討する国家計画に係る諮問機関。大統領と全閣僚から構成される。 
4 コロンビア国には、32 の県（departamento）とボゴタ首都圏がある。県の下には市町村レベルの自治体（municipalidad）があ
る。聞き取りによれば、全国で約 1,100 の自治体（municipalidad）があるということであった。本報告書では、特に断りがな
い限り、「自治体」は市町村レベルの自治体を指す。 
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図－１ OVOP 中央実行委員会 

 

OVOP 地方委員会も、当該地域において中央委員会と同様の活動を行う。地方委員会の組

織、実際の活動状況、規則・TOR 等は、地方によりさまざまである。DNP では、12 イニシ

アティブすべての県・自治体レベルに設置する予定であるが、調査時点では、県レベルが中

心になって委員会を組織しているイニシアティブ、自治体レベルが中心になって委員会を組

織しているイニシアティブ、まだ地方委員会が設置されていないイニシアティブがあった5。

委員会のメンバーもイニシアティブによりさまざまである。地方委員会の現状の例を表－２

に示す。 

 

表－２ 12 イニシアティブにおける OVOP 地方委員会の現状（例） 

県 自治体 製品等の名称 委員会の現状 

アンティオキア サンビセンテ 「フィケ」手工芸 ・自治体レベルに委員会。県レベルの委員

会はない。 

ボリバル モンポス 「フィリグラナ」

銀細工 

・自治体レベルに委員会（代表：市長、メ

ンバー：市役所代表、文化教育局長、イ

ニシアティブリーダー、SENA 代表 2 名、

銀細工師組合代表 2 名、銀細工師組合書

記） 

ボヤカ パイパ チーズ ・県レベルに委員会（メンバー：県知事、

県計画局、公立大学関係者、私立大学関

係者、SENA 地域事務所長、地域農業調

査機関、商工会議所長、生産者委員会代

表、生産企業代表、及び投票権をもたな

い県の機関の代表数名） 

                                                        
5 聞き取りでは、委員会が県レベルにある場合は県が、自治体レベルにある場合は自治体が、イニシアティブ推進の中心にな
っている模様であった。 

共和国副大統領 

国家企画庁（DNP） 

（調整機関） 

商工業観光省 

（MCIT） 

農業農村開発省 

（MADR） 

コロンビア民

芸品公社 

社会繁栄庁 国家職業訓練庁 

（SENA） 

文化省 
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クンディナマルカ スサ 農業公園と観光 ・県の条例により県レベルに委員会（メン

バー：県計画局長、その他県機関から 4

名、スサ市関係者、その他必要に応じ関

係機関から招待） 

キンディオ フィランディア 「キンディオの

道」観光 

・委員会はなく、「キンディオの道」祭り

委員会が推進・調整を行っている。 

サンタンデル ソコロ 粉末赤砂糖材料

の食品 

・ 2012 年 7 月発効の政令により自治体レ

ベルに委員会を設置するプロセス中（メ

ンバー：市長、市審議会、SENA 代表、

大学代表 2 名、商工会議所、イニシアテ

ィブリーダー、観光セクター代表、カカ

オ組合代表、赤砂糖組合代表、コーヒー

組合代表） 

トリマ グアモ 土器 ・県、自治体レベルに委員会（自治体レベ

ル委員会は市長が代表） 

出所：質問票回答、現地調査中のプレゼンテーション及び聞き取り等より作成 

 

(2) 中央レベル各機関の機能と役割 

OVOP 中央委員会を構成する各機関では、それぞれのマンデートのなかで OVOP イニシア

ティブを支援している。以下に、各機関の機能、OVOP に関する役割、地域開発に関して有

する支援スキームについて記述する6。 

 

1) 国家企画庁（DNP） 

＜事業概要＞ 

国家企画庁は、国全体の開発計画に係る技術支援を行う機関で、政府各機関に対する調

整、情報提供を行う。国家開発計画策定の推進・調整を行うほか、前述した地域開発政策

の策定を行っている。 

＜実施体制＞ 

国家企画庁の組織の概略は図－２のとおりである。国家企画庁における OVOP の担当は

持続的地域開発局である。同局には約 60 名の職員が在籍しており、うち少なくとも 2 名

がフルタイムで OVOP に従事している。 

 

                                                        
6 この項目については、現地調査での聞き取り及び入手資料、質問票回答、各機関の公式ホームページより記述。 
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出所：国家企画庁資料より作成 

図－２ 国家企画庁組織図概略 

 

＜OVOP 関連の支援＞ 

OVOP 調整役として、全体の推進を行う。OVOP 中央委員会の主催、関連ガイドライン

の作成、地域レベルでの参加促進、セミナー・研修の開催、OVOP ウェブサイトの整備等

を行っている。 

 

2) 商工業観光省（MCIT） 

＜事業概要＞ 

商工業・観光セクター振興の担当省である。観光商品の開発とそのプロモーションの支

援を行っている。 

＜実施体制＞ 

観光担当副大臣のラインが中心となって OVOP を担当しており、企業開発担当副大臣の

ラインも協力する予定である（図－３参照）。商工業観光省の管轄下にコロンビア民芸品

公社があり、緊密な連携体制にあるほか、地域においては国家職業訓練庁と協力している。 

 

 
出所：商工業観光省公式ホームページの組織図より作成 

図－３ 商工業観光省組織図概略 

 

＜OVOP 関連の支援＞ 

OVOP に関しては、OVOP のなかで観光セクターに関するものについて、12 イニシアテ

ィブが関係機関の支援スキームを受けられるよう協力している。ローカルレベルで、どの

ような観光製品があり、何が必要かを把握して、必要な支援を行う。 

DNP 総局 

統括副総局 

内部統制室 資産副総局 持続的環境開発
副総局 

持続的地域開
発局 

経済調査局 公共政策評価
局 

公共投資財政
局 

持続的ｴﾈﾙｷﾞ
ｰ・ｲﾝﾌﾗ局 

社会開発局 持続的農村開
発局 

司法・安全保
障・行政局 

企業開発局 都市開発局 

法務局 

総務室 

商工業観光大臣 

貿易担当副大臣 観光担当副大臣 総務室 企業開発担当副大臣 

品質・持続的 
開発局 

セクター 
分析・振興局 
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（観光ファンド） 

商工業観光省のもつ中小企業等に対する支援スキームの 1 つ。観光税等観光に関する 3

種類の税収を財源として、民間機関、地方自治体、中央から提案のあったプロジェクトに

対し資金供与するもので、観光に関する競争力強化（観光商品の開発、人材教育、インフ

ラ整備）と観光プロモーションのために活用することを想定している。商工業観光省内に

ファンドの管理を行う部門があり、ファンドの理事会が承認を行う。ファンドの申込みは

常時受け付けており、地域の提案する高度な技術を要するプロジェクトに対し供与され

る。対象となったプロジェクトは、通常、30％が自己資金、70％がファンドを活用して実

施される（おのおの 50％ずつの場合もある）。ただし、ファンドの利用のためには、観光

業者としてのライセンスの取得、2 年間の旅行代理店としての業務経験が必要とされてい

る（旅行代理店エキゾチックからの聞き取り情報）。 

 

3) 農業農村開発省（MADR） 

＜事業概要＞ 

農業農村開発省では、単に生産性を上げるだけでなく、地域統合を行うことが重要であ

るという方針の下、農村開発に取り組んでおり、特に、組合を形成して事業を実施する能

力の強化や女性、若者の自発的な参加を重視している。また、「土地に根ざした」農村開

発を重視しており、大統領府と協力して、土地の返還政策（暴力により土地を追われた人

に代替用地を付与したり、もとの土地に戻って土地を合法的に所有できるようにするため

の施策）を通じた避難民支援等を行っている。 

＜実施体制＞ 

OVOP に関しては、農村開発局、計画技術協力局が担当になる予定である。地域につい

ては、県に出先事務所をもつ。農業農村開発省の関連機関であるコロンビア農村開発院

（Instituto Colombiano de Desarrollo Rural：INCODER）が地方組織の開発、農村開発の促進

を行っており、この機関を通じた普及活動の支援も検討している。 

＜OVOP 関連の支援＞ 

現地調査での聞き取りによれば、OVOP については、以下の融資システムや INCODER

を通じて、組織強化、住民参加促進、事業資金の確保等に関する支援を検討しているとい

うことであった。これら融資については、申込みがあった時点で持続可能性を判断して審

査を行い、融資条件を充足しながら事業を実施し進捗しているかについてモニタリングを

行っている。 

・金利の一部の補助 

金利の一部を農業農村開発省が補助するもの。例えば金利が 4％なら農業農村開発省

が 2％分を補助する。 

・無償資金供与 

特に貧困度が高い脆弱なグループを対象に返済が不要の小規模な無償資金を供与する

制度。毎年募集を行い、条件を満たせば供与する。 

・一部返済義務のある融資 

農業農村開発省の関連機関である農業銀行（Banco Agrario）と民間銀行を通じて融資

を行う制度。一部返済が義務づけられている。 
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・その他 

中小企業や家内経営者向けプログラム、灌漑用補助金、低金利での融資の提供、等。 

 

4) 文化省（MinCultura） 

＜事業概要＞ 

文化省では、「地域の文化的アイデンティティを強化する」という方針の下、事業を行

っている。特に先住民コミュニティ等においては、地域・民族・文化のアイデンティティ

が確立されていないことは、社会的公正が阻害され紛争が起こる一因になるため、文化的

アイデンティティを確立しネットワークを強化することで、地域全体のダイナミックスが

生まれ、雇用促進や平和構築につながると考えている。 

＜実施体制＞ 

OVOP に関しては、国際関係グループ、文化遺産・文化財担当部門が協力して担当する

予定である。地方での活動については、県ごとに、文化局（Secretaria de Cultura）が設置

され、全国文化ネットワークを形成している。また、518 の自治体で、地域プロモーター

戦略プログラムがあり、契約雇用したプロモーターが活動している。 

＜OVOP 関連の支援＞ 

同省は、OVOP 中央委員会に参加するようになってまだ数カ月であり、具体的にどのよ

うな支援が可能かについては検討中であるが、12 イニシアティブには、地域の祭り、民芸

品、伝統料理などがあり、文化資産保護のメソドロジーに関する技術支援、文化資産保護

や文化的アイデンティティ強化のための既存プログラム7を通じた支援などが可能という

ことである。OVOP の地方での活動に文化省の地域プロモーターがかかわるかどうかは、

12 イニシアティブの地域でどのようなプログラムが実施されているかを調査したうえ、今

後検討するということであった。 

 

5) 労働省（MinTrabajo）/連帯組織ソリダリアス（Solidarias） 

＜事業概要＞ 

労働省は、雇用政策の実施・規制を行う主管省で、雇用・労働市場を通じて地域の発展

と市民生活の向上をめざしたプログラムをつくるのが役割となっている。地域レベルの活

動、地域の競争力強化を重視しており、その点から地域開発を重視している。 

労働省管轄下には、組合の振興・強化・保護を行うソリダリアスという組織がある。労

働省で組合に関する政策を策定し、ソリダリアスが現場でプログラムを実施する。ソリダ

リアスは、自治体を訪問して、組合をつくることの利点を説明し、組合で収入創出活動が

持続可能になるよう技術支援を行う。組合の組織化にあたり資金提供は行わないが、資金

提供を行う機関をさがすための支援は行っている。全国 32 県を対象に、300 の自治体と協

定を結んでいる。また、民芸品公社や国家職業訓練庁と協力して組合に関する啓発活動や

組織強化のための技術支援などを行っている。 

 

                                                        
7 文化省面談者によれば、こうしたプログラムの 1 つに「記憶の道（Senda de Memoría）」プログラムがあり、歴史を振返るこ
とで地域の記憶を呼び起こし文化的アイデンティティの回復・強化をめざすものということで、OVOP で活用できるという
ことであったが、同プログラムの具体的な活動や手法に関する詳細は、聞き取りでは明らかにできなかった。 
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＜実施体制＞ 

労働省では、雇用創出雇用保護局が中心となって OVOP に取り組む予定である。ソリダ

リアスでは、開発部が中心となる模様であるが、JICA がソリダリアスと直接コンタクトを

とるようになったのは最近であるため、更に確認が必要と思料される。地方での事業につ

いては、労働省では、30 カ所の地方事務所があり（28 の県に 1 カ所ずつ、及び 2 つの事

務所が複数の県を管轄）、地方での事業を担っている。ソリダリアスは、県事務所がない

ため、地方での事業については、担当者がコミュニティを訪問して支援を行っている。 

＜OVOP 関連の支援＞ 

労働省は、OVOP 中央委員会のメンバーとなって日が浅いこと、労働省のマンデートは

プロジェクトや個人に対し直接生産活動を支援するものではないことから、OVOP につい

ては、現在のところ特に具体的活動を行っているわけではない。OVOP に対しては、県・

自治体の雇用政策を策定する際に OVOPが取り組んでいる事業を雇用促進の優先課題に挙

げるような働きかけや、インフォーマルな事業をフォーマル化するための支援、労働の権

利に関する啓発等が可能ということであった8。 

一方、ソリダリアスは、既に 12 イニシアティブの一部地域で組合の組織化支援等を行っ

ている。 

 

6) 社会繁栄庁（DPS） 

＜事業概要＞ 

社会繁栄庁は、脆弱な層の発展のための基盤整備と地域の和解と再統合をめざし、地域

住民の社会的インクルージョンと住民の保護の促進、貧困層に対する機会とアクセスの拡

大、そのための政策の策定・実施、セクターを横断する関係機関の調整等を行う機関で、

以前はアクシオンソシアルと呼ばれていた組織が 2011 年に改編され、現行の機関となっ

た。貧困世帯、少数民族等脆弱な層を主たる対象に、人権の保護・促進、インフラ整備支

援、収入創出活動支援等を行っている（表－３参照）。 

＜実施体制＞ 

OVOP には、「生産インクルージョン持続性部」が中心になり取り組んできている。地

域のプロジェクト活動については、CLAP（Comité Local para Atención a Proyectos：プロジ

ェクト担当地方委員会）と呼ばれるコミュニティ組織が形成されており、プロジェクトの

報告、事業実施に必要な事項の検討や判断の呈示、事業の合法化支援、等を行っている。 

＜OVOP 関連の支援＞ 

生産インクルージョン持続性部では、地域の持続的な生産への「インクルージョン（包

摂：関係するアクターを取り込んでいくこと）」と地域の統合をめざし、人材開発、雇用

創出、生産支援等に関するさまざまなプログラムを実施している。主なプログラムの概要

を以下に示す。社会繁栄庁では、これらプログラムを活用しながら OVOP の支援を行う予

定である。具体的にどのプログラムをどのように活用するのかは、今後の検討になる模様

である。 

                                                        
8 フォーマル化支援については、雇用保険、年金、労災等に関連する啓発や制度化のための技術支援が考えられる。労働の権
利については、例えば、OVOP の認証/スタンプの付与は労働法を遵守している場合にのみ行うなどの基準づくりや監督の面
で協力を検討できるということであった。 
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表－３ 社会繁栄庁の支援プログラム概要 

プログラム名 概 要 主な対象者、参加要件等 

零細企業資本強化 企業の能力開発と既存の生

産組織や零細企業の資本強

化を支援するためのツール。

ただし、融資等は行わない。

・貧困層、脆弱な層、国内避難民で構成された

市民組織、農民、零細企業の組織等 

・1 年以上正式に設立されていること 

・雇用、貯蓄、販売、収入等を記録し報告でき

ること 

雇用のための研修

に対するインセン

ティブ 

貧困または国内避難の状態

にある人々の労働市場への

参入をめざす。研修を受ける

とインセンティブを支給す

る。 

・情報システムに記録されている貧困層、国内

避難民、農村開発地域に居住する住民、先住

民等 

・有効な銀行口座を有していること 

マイクロ保険 貧困世帯における家族構成

員の喪失による経済的危機

から世帯を守るための保証

ネットワークをつくる。 

・18 歳～72 歳 

・年間保険料の支払いにより死亡保険金等支給

収入と起業へのル

ート 

生産・管理・起業活動に関す

る能力開発、ファイナンス、

技術支援 

・情報システムに記録されている貧困層、国内

避難民、農村開発地域に居住する住民、先住

民等 

・自立した収入源をもたないこと 

・世帯で 1 名を対象とする 

行動して貯蓄する

女性 

女性を対象に、オーナーシッ

プ /エンパワーメントの促

進、企業ネットワークづくり

を支援する。マイクロファイ

ナンス、貯蓄、財務管理、生

活保証を支援 

・成人女性 

・情報システムに記録されている貧困層、国内

避難民、農村開発地域に居住する住民、先住

民等 

・合法的収入または実施中の経済活動がある 

・貯蓄し、マイクロ保険を習得する態勢を維持

すること 

出所：社会繁栄庁パンフレット（JICA にて和訳）、調査中の聞き取りを基に作成 

 

7) 国家職業訓練庁（SENA） 

＜事業概要＞ 

国家職業訓練庁は職業訓練・人材育成を担う機関で、研修をした人材が生産活動や起業

にかかわることをめざし、専門技術習得のための研修、雇用者のための職業訓練、農村教

育プログラム等を実施している。特に、農村青少年（16～35 歳）と社会的弱者（先住民、

農民、障害者、シングルマザー等）を優先的ターゲットとしている。全国で 800 人の契約

インストラクターがおり、研修を行っている。また、小規模企業を支援するファンドや農

村地域に対する優遇措置、インフォーマル事業のフォーマル化支援等の支援サービスを提

供している。 
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＜実施体制＞ 

OVOP 実施にあたっては、国家職業訓練局が中心となり、組合推進局、雇用労働局が協

力する。職業訓練庁の組織概要は図－４のとおり。また、全国 33 の地域（32 県とボゴタ

首都圏）に 117 の訓練所をもっている。 

 

 

 

 

 

 

 

出所：SENA 公式ホームページより作成 

図－４ 国家職業訓練庁組織図概略 

 

＜OVOP 関連の支援＞ 

12 イニシアティブに対しては、既にコルドバ県トゥチン自治体（帽子製作）やウイラ県

ビジャビエハ自治体（天体観測観光ツアー）に対し、メンバーの会社立上げや流通整備等

に関する支援を行っており、今後もファンドの活用や起業に関するビジネス研修を実施し

ていきたいということであった。また、32 の県とその自治体で 2013 年までの国家職業訓

練庁の支援計画を策定しており9、これらの計画のなかで、12 イニシアティブのある地域

では、OVOP を重点項目とするよう働きかけていく意向である。 

 

8) コロンビア民芸品公社（Artesanias） 

＜事業概要＞ 

民芸品公社は、伝統的民芸品開発の技術的支援を行うことで地元の経済社会の発展に寄

与することをめざし、1964 年に、商工業観光省の管轄下に設立された。民芸品公社では、

民芸品は地域経済で重要な役割を果たしていると考えており、地域の組織・自治体と協力

して地域にあったプロジェクト実施を促進し、プロジェクトの開発にあたって助言を行

う。民芸品の製作から流通・販売までの“Commercial Chain”を支援しており、毎年 12 月

に南米で最大の見本市を開催している。 

＜実施体制＞ 

民芸品公社理事会のトップは商工業観光省副大臣となる。民芸品公社は公的機関である

が、さまざまな機関と協働している。特に、民間機関との連携を重視しており、地方にお

いては地元の商工会議所を含む民間機関と事業を行っている。地方での民芸品の開発・流

通を支援・調整する「民芸品ラボ」と呼ばれる機関を全国に 7 カ所もっている。また、連

帯組織ソリダリアスと協定を結んでおり、組合組織づくりや産品のロゴ認証10等で協力し

ている。OVOP には、開発部が中心になって取り組んでいる。 

 

                                                        
9 県の地域開発計画は既に承認されている。 
10 商工業観光省とは独立した機関である工業商業監督機関が、認証を授与し監督・規制する機関となっている。 

SENA 審議会 

統括総局 

職業訓練局 国家職業訓
練ｼｽﾃﾑ局 

組合推進局 組合計画局 法務局 雇用労働局 総務財務局

総務室 
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＜OVOP 関連の支援＞ 

12 イニシアティブでは、4 件が直接民芸品を扱ったもので、その他、例えば観光のよう

な民芸品と密接な関係があるものなど、民芸品に関連するものも含めると、10 件が民芸品

公社の事業と関連している。これまでに、デザインの支援、民芸品の原産地証明やロゴ等

知的財産権関係の支援を行ってきた。今後も、民芸品に関する研修の実施、OVOP スタン

プ付与基準の確立、見本市・アンテナショップ・視察旅行等を通じたプロモーション活動

支援等で協力していく予定である。 

 

(3) その他関係機関 

上記の中央省庁のほか、地方においては、県庁、市役所、国家職業訓練庁地域事務所が、

組織づくり、人材育成、技術研修、広報活動等の支援している。また、12 イニシアティブの

なかには、地元の大学が、大学の研究・教育機能を活用し、組織強化、製品開発、人材育成、

情報提供等の支援を行っている地域もある。さらに、地域の商工会議所と連携したり、民間

金融機関のサービスを活用したりするイニシアティブもある。 

 

２－５ モデルイニシアティブの現状 

全国の候補のなかから選ばれた 12 のイニシアティブでは、イニシアティブごとにばらつきはあ

るものの、リーダーの下で活動が進捗している。調査中に訪問したトリマ県グアモ市のラ・チャ

ンバは、300 年以上前から伝統的に陶器の製作を行っているコミュニティであり、世帯数 330（約

1,800 人）のうち、291 の世帯で手工芸品づくりが行われ、750 人がこれに従事している。この陶

器は 100％地元の原料で作られ、この地にユニークな製品である。当該コミュニティの OVOP イ

ニシアティブ推進に向け、これまで OVOP 委員会が県、市、コミュニティレベルでそれぞれ設置

されたほか、SENA からは組合、リーダーシップ、観光、農村若者プログラム等の研修が提供さ

れ、民芸品公社や社会繁栄庁（DPS）も人材育成のため技術者の派遣等を行ってきている。また、

イバグエ大学やハベリアナ大学も製品の標準化、コスト管理、デザイン、活動記録等の面で協力

を行っている。グアモ市役所も市長のイニシアティブの下で市の OVOP 運営委員会を通じてイン

フラ整備等これをサポートしていく意思をもっており、今後は民芸品に観光と農産加工を組み合

わせて更に運動の拡大を図っていく計画である。またコミュニティでは、帰属意識を高めるため

の文化活動、社会活動についても継続して行っていきたいとしている。ラ・チャンバは 2012 年の

OVOP 最優秀賞に選ばれる等活動の進んでいる例であるが、他のイニシアティブにおいてもこれ

までは主に SENA による人材育成を中心として活動が行われてきており、今後の課題はこれらの

支援をニーズに応じて更に実施していくこと、また支援の内容・仕組みを改善すること、流通・

プロモーションの強化、資金へのアクセスの向上やインフラの改善等である。 

 

２－６ 一村一品運動推進が抱える課題・支援ニーズ 

２－６－１ 政策・体制 

一村一品運動は、国家開発計画のなかで地域開発のツールとして言及されており、地方にお

ける開発計画でも言及されている地域があるなど、関係機関の協力の下、推進していく体制が

整備されつつある。国家企画庁の調整の下、中央・地方レベルで OVOP 委員会が組織され、各

関係機関とも既存の支援スキームを活用したうえ、OVOP に対する支援を展開している。12 イ
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ニシアティブの近隣地域、また他県でも OVOP の取り組みを始めようとする動きもみられる。

今後は、12 イニシアティブに対しては、活動をより強化すること、また、他地域にも OVOP

運動を拡大していくことが求められている。そのための体制の構築が大きな課題である。 

まず、OVOP 委員会が順調に機能するようにすることが挙げられる。中央においても、OVOP

中央委員会に関する規則・担当事項等がまだ正式なものになっていない。地方においては、

OVOP 地方委員会の設立状況はさまざまであり、現地調査の聞き取りでは、活発に活動を行っ

ている地方委員会がある一方、十分機能していない地方委員会もあり、OVOP 委員会が設置さ

れていないイニシアティブもある。次に、各機関で OVOP に対する取り組みが進む一方で、関

係各機関及び 12 イニシアティブにおいて OVOP の具体的なアクションプランがまだ策定され

ていないことも課題である。各機関において、それぞれの機関がもつどのような支援スキーム

を活用してどのように OVOP の支援を行うのか、12 イニシアティブにおいては、どのように活

動を進めていくのかが、計画文書に具体的に取りまとめられていない。こうした状況の下、中

央・地方とも、関係各機関の調整・連絡系統が十分に整備されておらず、機関により OVOP 運

動に対する認識や取り組みのオーナーシップに温度差が感じられた。また、OVOP の活動に関

する規則・基準の整備も必要である。このなかには、OVOP の枠組みのなかでの事業・事業団

体等に対して付与する認証（スタンプ）も含まれる。現在のところ、付与基準が明確でなく、

認証付与の基準を整備する必要が指摘されている11。 

 

２－６－２ 人材育成 

人材育成は、一村一品運動の大きなテーマである。これまでのところ、JICA の地域別・国別

研修において関係機関の担当者や 12 イニシアティブのリーダーに対し一村一品運動の理念や

アクションプラン策定に係る研修を実施してきたほか、国家職業訓練庁、民芸品公社等が中心

となって、12 イニシアティブの組織化支援、生産・流通に関する技術的支援等を行ってきた。

これら人材育成により、12 イニシアティブでは、リーダーをはじめとする参加メンバーの能力

開発が進んでいる。しかしながら、支援を行う中央・地方の機関、12 イニシアティブのメンバ

ーとも、能力強化が必要である。支援を行う側においては、事業全体を計画・実施・モニタリ

ングする能力、適切なサービスや支援スキームを特定し対象者がこれらを適切に活用できるよ

う支援する能力、適切な研修を企画・運営できる能力等が必要である。12 イニシアティブの側

では、まず、組織づくり・組織強化、リーダーシップの醸成が課題である。また、商品開発・

流通に係る能力、行政機関や民間機関によるサービスや支援スキームを適切に活用できる能力

も必要である。 

 

２－６－３ 金融支援 

本プロジェクトでは、OVOP 活動推進の重要な要素の 1 つとして「資金」を位置づけ、政府・

民間が有する既存の資金支援のメカニズム（補助金、融資）と各イニシアティブを結びつける

ための支援（資金支援情報の収集・助言、資金計画、金融教育、等）を行う予定としている。 

社会繁栄庁、SENA、農業農村開発省、商工業観光省等の政府機関は、OVOP 推進の観点で

                                                        
11 例えば、OVOP スタンプは、商品に対して付与するのか、活動に対して付与するのかという問題がある。また、観光に取り

組んでいるイニシアティブで、イニシアティブに参加している事業者に OVOP スタンプを付与しているが、直接観光と関係
ないと思われる業種の事業者にも付与されたケースが報告されている。 
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活用できるような補助金（一部自己負担を求める場合もある）などの資金支援のメカニズムを

有しているが、政府側からの働きかけが十分でない、あるいは申請に必要な要求事項が多い等

の理由もあり、これまでのところイニシアティブでは十分に活用できていない。資金以外の流

通・マーケティング・製品開発等の技術に関しては、多くのイニシアティブが SENA 等からの

支援を得ている。なお政府機関自身による融資メカニズムは、法律の規制があるため実施され

ていない。 

他方で、コロンビア国ではフォーマルな金融機関にアクセスしている成人（15 歳以上）の割

合は 30.4％（男性 35.9％、女性 25.4％）であり、中米カリブ地域の平均 39.2％（男性 44.0％、

女性 34.7％）よりも低い。また若者（15 歳以上～24 歳）の金融アクセスの割合は 12.8％（中

米カリブ地域では 26.0％）にとどまっている。金融サービスの利用形態に関しては、融資に関

して、過去 1 年の間にフォーマルな金融機関を利用した成人の割合が 11.9％で、親戚・友人が

18.3％、インフォーマル金融機関が 6.5％となっている。貯蓄に関しては、過去 1 年の間に 32.9％

が何らかの貯蓄を行っているものの、フォーマルな金融機関を利用している割合は 9.2％のみ

である（World Bank、2012）。 

本事業が対象としているイニシアティブでも同様の状況であり、融資金利の高さ12等もあり、

12 イニシアティブからの OVOP 活動報告のなかでは、民間からの資金支援（融資）に関心を示

していたイニシアティブは、アンティオキア県のフィケ手工業のみであった。なお現地調査時

のラ・チャンバでの聞き取りでは、イニシアティブに係る資金については、厳しい財政事情の

なか、中央政府・県・市・コミュニティ等からの支援を組み合わせながら活動を展開している

とのことである。 

今次調査で訪問したマイクロファイナンス（MF）機関を傘下に有する財団（Fundación Social、

Fundación WWB13）では、営利部門の MF 機関（それぞれ BCSC、Banco WWB）とは切り離す

形で、財団自身が営利を生みにくい部分に関する活動を展開しており、企業の社会的責任の活

動の一環から OVOP 事業に高い関心を示している。しかしながら、資金面での支援に関しては、

各イニシアティブの資金フローなどが明らかでない現状においては、リスクを有する可能性の

ある顧客への資金提供に慎重な姿勢もみられた。また今次調査において訪問した Helm Bank は、

コロンビア国 6 位の資金規模14を有し、海外にも支店を展開している民間商業銀行であるが、

融資対象は比較的規模の大きな事業であるものの、副頭取である Ms. Maria Fernanda Guarín が

日本・コロンビア商工会議所のメンバーを務めたことがあるなど親日的であり、今次調査のミ

ニッツ署名式に参加するなど、社会的責任の観点から OVOP 事業、特に金融教育などのソフト

面への協力に高い関心を示している。したがって、プロジェクト開始の早い段階にて各イニシ

アティブの資金状況等を明らかにしたうえで、資金面において優良と判断されるイニシアティ

ブに関しては、OVOP 事業に関心を示している民間金融機関との接点を確保し、民間から資金・

技術両面での支援を得ながら自立を促す一方、民間が提供する金融サービスへのアクセスが困

                                                        
12 コロンビア国では、商業向け・マイクロクレジット向けの貸出金利の上限が法律により設定されており（商業向け 27.95％/

年、マイクロクレジット向け 48.5%/年）、実効金利の平均は、融資額により幅があるものの、商業で 20%弱/年、マイクロ
クレジットで 28%前後/年となっている。（出所：MicroFinance Transparency） 

13 Fundación WWB のトップである Clara Serra Akerman 氏は、CGAP（Consultative Group to Assist the Poor）の経営委員会の委員
（11 名）の 1 人（調査時点）。CGAP は途上国の貧困層への金融アクセス確保をめざして、世界銀行のイニシアティブで設
立された研究・政策提言機関で、現在、30 以上の政府・援助機関と民間財団が参加。日本は 1997 年からオブザーバー参加
しており、2000 年からは資金拠出も実施し、2012 年 7 月からは同委員会の委員の 1 人として参加。 

14 2010 年時点の資金規模は、Group Aval（Bogotá, Occidente, Popular, AV Villas, Leasing Corficolombiana から構成）（75.1 兆 peso）、
Bancolombia（56.6 兆 peso）、Davivienda（28.9 兆 peso）、BBVA（22.1 兆 peso）、RED Multibanca Colpatria（10.0 兆 peso）、
Helm Bank（9.8 兆 Peso）と続いている。（出所：Helm Bank パンフレット） 
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難なイニシアティブに関しては、政府が有する金融アクセス改善のプログラム（技術・資金）

を活用しながら生計向上を図り、将来的には民間金融機関へのアクセスを確保するように計画

することが望ましい。 

 

２－７ ドナーによる関連事業 

コロンビア国において平和構築・地域開発関連の他援助機関による主な案件としては、欧州連

合（European Union：EU）、国連開発計画（United Nations Development Programme：UNDP）の支

援による ADEL（Agencia de Desarrollo Económico Local：地域経済開発エージェンシー）事業、EU

の支援による平和構築支援がある。現地調査での聞き取りによるこれら支援の概要は以下のとお

り。 

 

(1) コロンビア地域開発機関全国ネットワーク 

コロンビア地域開発機関全国ネットワークは、特定の地域を対象に ADEL（エージェンシ

ー）と呼ばれる組合のような機関を組織し、その地域に特有の生産活動等を支援するもので

ある。同事業は、90 年代の地域開発事業に端を発しており15、コロンビア国では、2007 年よ

り、EU、UNDP がコロンビア地域開発機関全国ネットワークを支援している。現行国家開発

計画では、地域開発に関し、OVOP と並び ADEL について言及されているほか、県、市の計

画にも ADEL が組込まれるようになった。調査時点では、ボリバル県のモンテス・デ・マリ

ア地域、ボヤカ県のバジェ・デ・テサ地域等 6 地域（テリトリー）16で事業を行っている。 

コロンビア地域開発機関全国ネットワークでは、地域を特定して、3 年間の計画で地域に

応じた地域開発事業を支援する。支援にあたっては、まず、経済・社会・政治的な内発的可

能性を確認し、地域の特徴的なアイデンティティのある場所で地域のアクターとともに地域

の事業計画を策定する。その際、県・市の公共部門、企業・組合等民間セクター、大学・NGO

等の社会セクターの 3 部門が地域の政策をつくるために協働で作業を行う。地域でプロジェ

クトに対するイニシアティブを引き出し、ネットワークを構築し、当該地域の組織により事

業を実施する。事業において、ADEL が、活動を促進する機関となる。ADEL は法人格をも

った組織となっており、3 年の期間中、ADEL にかかわる者は組合員となり、地域で組合を

形成することが重要な活動の 1 つになっている。組合を核として生産・流通活動の支援等を

行っている17。地域の潜在能力を見極め、ローカルリソースを活用し、地域によって地域の

戦略をつくることが重要としている。ただし、外からの支援も活用することになっている。 

コロンビア地域開発機関全国ネットワークには、国連開発計画（UNDP）も協力している

ほか、コロンビア石油公社（Empresa Colombiana de Petróleos：ECOPETROL）等も支援して

いる。EU では、600 万ユーロ、コロンビア側が 150 万ユーロを拠出している18。コロンビア

国側は、商工業観光省の地方競争委員会が担当である。 

                                                        
15 コロンビア地域開発機関全国ネットワークは、他の中南米諸国でも実施されている。コロンビア国での ADEL は、Red 

ADELCO（Agencias de Desarrollo Local de Colombia）と呼ばれている。また、ADEL による事業自体は、地域経済開発とい
う意味で DEL（Desarrollo Económico Local）と呼ばれることもある。 

16 コロンビア地域開発機関全国ネットワークでいう地域（テリトリー）は、必ずしも行政区ではなく、経済・社会・歴史等の
共通の関係で結びついた地域を指す。ADEL の対象が全県となっているところもあれば、市町村レベル、2 県にまたがるも
のもあり、国境近くではコロンビアとエクアドルの両方が入っているプログラムもある。 

17 例えば、12 イニシアティブのあるサンタンデル県ソコロ自治体（赤砂糖を使った食品製造を実施）の近くにあるコミュニ
ティでは、製菓工場が多く、菓子製品の流通・販売にあたり中間業者を排除して販路を整備する支援を行っている。 

18 面談した ADELCO 事務局担当者の話による。 
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EU によれば、これまでにコロンビア地域開発機関全国ネットワークにより、4,000 件の雇

用を創出し、1 万人に対する研修を実施、6 地域でプロジェクトが 50 件生まれ、支援した零

細企業の売上げが 70％伸びているということである19。ただし、50 件のプロジェクトの成功

率は 20%程度ではないかという話であった。課題として、ローカルアクターの能力不足、市

場との連携の不足、農道や電気など基礎インフラの不足、等が挙げられた。 

 

(2) 平和構築支援案件 

EU では、平和構築支援として、紛争により経済開発が遅れている地域を全国で 10 カ所選

定し、人権、ガバナンスなどを含む総合的な取り組みを行う生産プロジェクトを支援してい

る。“Peace Labo”と呼ばれる拠点が全国に 4 カ所にあり、これが 10 の地域の活動を促進す

る機関となっている。10 地域で 1,000 の支援対象プロジェクトがある。拠出額は合計 8,500

万ユーロ（聞き取りによる）。 

 

このほか、平和構築・地域開発分野での他ドナーの支援には、国際移住機関（International 

Organization for Migration：IOM）による避難民の機関支援、米国国際開発庁（United States Agency 

for International Development：USAID）による避難民に対する経済支援・精神的ケア支援等がある。

ソリダリアスでは、USAID が支援する団体と協力し中小企業支援等を実施しており、社会繁栄庁

では、支援スキームの設計にあたり、UNDP、フォード財団、NGO 等からの支援を受けている20。 

 

２－８ ジェンダー 

コロンビア国家開発計画（2010～2014 年）では社会包摂に係る政策としてジェンダーへの取り

組みを掲げており、本プロジェクトでも、女性を含めたさまざまなアクターが意思決定に参加し、

その恩恵を受けることができるインクルーシブな地域開発モデルの形成をめざしている。 

OVOP の全 12 イニシアティブにおいては、数名のリーダーが存在するが、大半のイニシアティ

ブにおいて女性がリーダーのなかに含まれている。政府・イニシアティブ・民間機関等との会合

への女性の参加は一定数あり、女性からの積極的な発言もなされていることから、コロンビア国

において女性の社会参加はある程度確保されているように思われる（※）。一方で、コミュニティ

レベルでの女性の参加状況は、各イニシアティブの事業活動が多岐にわたるためかかわり方も多

様である。直接裨益者でみると全体の 25％～90％が女性となっているが、参加の度合いはイニシ

アティブにより大きく差がみられる。例えばコミュニティにおいて女性が多く参加し、女性を中

心に活発に活動しているイニシアティブ（ラ・チャンバの陶器制作、粉末赤砂糖材料）がある一

方で、女性の主体的な参加がみえにくいイニシアティブ（太陽の祭り、天体観測観光）もある（表

－４参照）。 

（※）世界経済フォーラム“The Global Gender Gap Report 2010”が発表した各国における男女格差を測るジェン

ダー・ギャップ指数（Gender Gap Index：GGI）に基づく順位では、コロンビアは 55 位（経済活動への参加のみ

の場合は 45 位）であり、日本（それぞれ 94 位、101 位）を上回っている。なお指数は、経済分野、教育分野、

政治分野及び保健分野のデータから作成される。 

 
                                                        
19 EU のホームページによれば、ADELCO がカバーしている自治体は 113 あり、これまでに 6,500 件程度の新規雇用が創出さ

れた。 
20 聞き取り及び援助機関のホームページによる。 
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女性が最も主体的に参加しているラ・チャンバの陶器制作では、陶器の制作から販売の全過程

に女性がかかわっており、イニシアティブ内での意思決定にも重要な役割を果たしている。同イ

ニシアティブでは、地域清掃や青少年団体の組織化など、イニシアティブの活動が生産活動のみ

ならず、コミュニティ全体を自然に取り込んだ地域活動にまで発展する拡がりをみせていること

から、このようなジェンダーの視点から優良な事例を深く検証し、地域開発モデルの 1 つの要素

として「コミュニティ女性の活動支援を通じた社会包摂・地域統合の促進」の可能性について検

討することは、モデルの形成に資すると考えられる。 

また、農村女性支援や女性のエンパワーメントを目的とした研修・資金支援プログラムが、政

府・民間の双方において存在している（表－５参照）ことから、プロジェクト開始の早い段階に

おいて各機関が有する支援策の全体像を把握したうえで、各イニシアティブの状況に応じて積極

的に活用していくことが期待される。 

上記のような活動を通じて、コミュニティ女性のエンパワーメントが図られることが期待され

ることから、プロジェクト開始段階のベースライン調査の実施にあたっては、イニシアティブご

とのジェンダー状況についても確認したうえで、プロジェクト実施に伴う変化の状況について検

証することが望ましい。 

 

表－４ 12 イニシアティブにおける女性の参加状況（例） 

県・自治体 製品等の名称 女性リ

ーダー

女性の参加状況 

トリマ/ 

グアモ 

ラ・チャンバの土

器 

有 ・ 参加者のうち 90％が女性。製造過程大部分が

女性、男性は運搬・出荷の際の梱包などを担

当。コミュニティにおける女性のリーダーシ

ップも強く、女性リーダーAstrid さんを中心

に女性が主体的にコミュニティで活動を行

っている。地域清掃・青少年の組織化などに

も取り組んでおり、イニシアティブの活動は

生産活動のみならず地域活動にまで発展し

ている。 

サンタンデル/ 

ソコロ 

粉末赤砂糖材料

の食品 

有 ・生産者のなかでの女性割合は 50％を占め、最

も期待の高い商品である粉赤砂糖は生産者

23 人中 16 人が女性。リーダーのなかに女性

も含まれている。 

コルドバ/ 

トゥチン 

トゥチンの帽子 有 ・帽子制作は男女で行い、販売は女性が通常行

う。イニシアティブ全体に占める女性の割合

は 40％ほど。現在 10 人いるリーダーのうち

4 人が女性。2011 年に行われた SENA 主催の

起業マネジメント研修の参加者は、男性 39

人、女性 7 人。 

ボリバル/ 

モンポス 

フィリグラナ銀

細工 

有 ・約 200 人の生産者のうち女性は 50 人ほど

（25％）。銀細工加工は男性が主に担ってき

た産業のため、現在においても男性生産者が

多い。 

クンディナマルカ/ 

スサ 

農業公園と観光 有 ・観光産業・農牧の関係者が幅広にメンバーと

とらえられており、どの部分で女性がかかわ
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    っているのかが見極めづらい。全体として参

加者の 25％程度が女性とのこと。現在 4 人の

イニシアティブリーダーのうち、1 人が女性

で、観光分野を担当している。 

プトゥマヨ/ 

シブンドイ 

シブンドイ谷の

環境観光 

不明 ・直接的にかかわる約 15 家族のうち、8～9 人

の女性による参加がある。女性やさまざまな

アクターの意見を吸いあげるため、約 3 カ月

ごとに市の普及員を中心に、コミュニティの

オープンスペースで「対話」会合が行われて

いる。過去には、会合に参加した女性グルー

プの要望で、観光のための料理研修を実施し

た。 

ナリーニョ/ 

プエブロ・デ・ロス

パストス 

太陽の祭り 不明 ・女性リーダーの存在は確認が取れないが、イ

ニシアティブの中心メンバー30～40 人のう

ち、女性が 6～7 人ほど積極的に参加してい

る。 
出所：各イニシアティブのリーダーへの聞き取りにより作成 

 

表－５ 政府・民間の女性支援プログラム（例） 

組織/会社名 プログラム名 支援概要 

農業農村開発省 農村女性を対象

とした融資プロ

グラム 

農村女性を対象にした生産力強化の取り組みの一環とし

て、機械（加工機械、梱包用機械など）の供与、資金援助

の枠組みがある。恒常的なプロジェクトだが、年度単位の

事業であり、支援範囲はその年の予算により異なる。2011

年の支援実績は 29 団体、合計 683 人。 

社会繁栄庁 貧困女性対象研

修 プ ロ グ ラ ム

（行動して貯蓄

する女性たち） 

成人貧困女性を対象としたプログラム。貧困層、国内避難

民・農村地域住民・先住民などに該当し、何らかの経済活

動に従事し、マイクロ保険に加入する、などの条件を満し

た成人女性を対象としたプログラム。最貧困層の労働市場

や生産活動への参加支援を目的として、オーナーシップ・

エンパワーメントの促進、ネットワーク醸成と参加を支援

する。 

コロンビア世界女

性銀行 

マイクロファイ

ナンス 

1980 年にコロンビア国でマイクロファイナンスを初めて

導入した銀行で、現在全国に 117 のオフィスがある。6 つ

の種類のマイクロファイナンス（経済活動 6 カ月以上を要

件とした零細企業支援、1 年以上を要件とした零細企業支

援、ホンダと提携オートバイ購入支援など）を扱っている。

マイクロファイナンス利用者のための冊子やテレビ番組を

通し、啓発・教育活動にも取り組んでいる。女性顧客は全

体の 70％。 

ヘルム銀行 社会貢献のため

の活動 

1963 年設立の中規模の商業銀行。社会貢献活動の一環とし

て、シングルマザーのみを雇用するレストランへの支援に

も取り組んでおり、JICA 事業での女性活動に対する支援を

行いたいと副頭取からの申し入れがあった。各イニシアテ

ィブの活動における成熟レベルが異なることを把握してお

り、それぞれのレベルに合わせた研修・支援活動が可能と

のこと。 
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第３章 プロジェクトの基本計画 
 

３－１ プロジェクト案形成の経緯 

今次詳細計画策定調査に先立ち、DNP が中心となりコロンビア国側関係機関でプロジェクトデ

ザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案が作成されていた。これを基に、調査結

果を踏まえ、調査団とコロンビア国側関係機関で協議を行い、PDM 案の合意に至った。 

当初コロンビア国側から提出されたプロジェクトの要請書では、12 県で実施されている 12 イ

ニシアティブが支援対象であったが、今次調査において、32 県全県での実施要望があった。12

イニシアティブのなかには、研修等の支援活動を通じて既にメンバーの技術、マネジメント能力

向上がみられ、更に参加者の増加、関連した活動の拡大がみられる等、ある程度の活動が進めら

れている状況である。 

一方で、これらのイニシアティブが地域開発のモデルになるには、対象地域における関係機関

間のネットワーク強化、イニシアティブに対する支援方法とその質の向上、一村一品（OVOP）

運動の県内の他地域への広がりに向けた活動等が更に必要であることから、調査団としては、プ

ロジェクトではまずこの点を支援すべきと考えた。よって、全県で実施するというコロンビア国

側の要望に対し、この点を説明し、プロジェクトはまず 12 イニシアティブを通したモデルの構築

に注力し、12 イニシアティブ以外の地域については研修への参加等人材育成面での協力から段階

的に実施することで合意した。また、12 イニシアティブ以外の対象地域については、コロンビア

国側で研修の費用は関係機関の支援スキーム適用等に関する予算を確保することとした。 

 

３－２ プロジェクトの基本方針 

本プロジェクトでは、12 イニシアティブにおける活動の拡充を中心とし、その活動を強化した

うえ、研修参加等を通じある程度他地域への展開を図り、それらの経験から「インクルーシブ（詳

細後述）」なモデルを構築し、全国に OVOP 運動を展開していく基礎を築くことを基本方針とし

ている。ここで、「イニシアティブ」とは、「OVOP 中央委員会が認定したコミュニティの組織/

組合で、地域内において地元にありかつ独自の産品、サービス、アイデアを通して地域開発を推

進しようとするもの」と定義する。また、「OVOP 運動」とはより広い意味で、特定のイニシア

ティブにとどまらず広く OVOP を推進していく運動を指している。 

プロジェクト実施にあたっては、OVOP の「自主自立」の原則に基づき、地域の主体性を尊重

することとする。OVOP 委員会は、地域の主体的な活動と、これをサポートし利用可能な支援と

の間をつなぐ場としての役割を果たす。関係機関は、既存の支援スキームを活用し、OVOP イニ

シアティブへの支援を通じて地域がより利用しやすい支援スキームとなるようフレキシブルに対

応することが期待され、このような制度及びサービスの質の改善をプロジェクトの主な活動とし

て実施する。 

 

３－３ プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要は以下のとおりである。PDM については、付属資料 2.を参照。 
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プロジェクト名 コロンビア国一村一品（OVOP）推進プロジェクト 

プロジェクト期間 2013 年～2017 年（4 年間） 

協力相手先機関 国家企画庁（DNP）、農業農村開発省（MADR）、商工業観光省（MCIT）、

文化省（MinCultura）、社会繁栄庁（DPS）、国家職業訓練庁（SENA）、

コロンビア民芸品公社（Artesanias）、連帯組織ソリダリアス（Solidarias）、

労働省（MinTrabajo）、国際協力庁（APC） 

プロジェクト・ 

ディレクター 

DNP 長官 

プロジェクト・ 

マネジャー 

DNP 持続的地域開発局局長 

プロジェクト対象地

域 

コロンビア全国 

ターゲットグループ 直接ターゲットグループ：イニシアティブ対象地域の県、自治体、SENA

地域事務所、12 イニシアティブのリーダー及びメンバー 

間接ターゲットグループ：OVOP コロンビア・イニシアティブの潜在的

参加者 

プロジェクト目標 コロンビア国における地域開発政策の戦略として、一村一品運動の原則

に基づいたインクルーシブな地域開発モデルが構築される 

 

３－４ プロジェクトの枠組み 

(1) 支援対象 

前述したとおり、プロジェクトは 12 イニシアティブを通じたモデルの構築を核とすること

から、直接支援対象（ターゲットグループ）は、12 イニシアティブ対象地域の県、自治体、

SENA 地域事務所、12 イニシアティブのリーダー及びメンバーとする。12 イニシアティブの

地域においては、イニシアティブを支援するための県、自治体、地域における研修・職業訓

練等の事業の中心となる SENA、及び当事者である 12 イニシアティブのリーダー・メンバー

を強化の直接対象とするものである。ただし、プロジェクト期間中に 12 イニシアティブの対

象県内の他地域、また 12 イニシアティブ以外の県に対しても研修参加等を通じた支援を行う

可能性が高いことから、間接的な支援対象は、コロンビア全国の OVOP コロンビア・イニシ

アティブに参加の可能性がある人々・組織（潜在的参加者）とした。各イニシアティブの参

加人数は、正確な情報は得られなかったが、調査期間中に行われた 12 イニシアティブのプレ

ゼンテーションによれば、各イニシアティブ数十世帯から数百世帯の規模と思料される。 

対象地域についても同様に、12 イニシアティブを実施している県・自治体がプロジェクト

で実施する直接支援の中心になるが、他地域についても研修等を通じた人材育成を行うこと

から、コロンビア全国とした。 
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(2) プロジェクト目標 

＜プロジェクト目標＞ 

コロンビア国における地域開発政策の戦略として、一村一品運動の原則に基づいたインクルー

シブな地域開発モデルが構築される。 

＜指標＞ 

1．OVOP 運動が地域開発に関する国家政策の戦略として取り込まれる。 

2．地域委員会が採択したアクションプランが地方政府の地域開発計画実施のためのツールの 1

つとして取り込まれる。 

3．OVOP の戦略が国家開発計画に取り込まれる。 

4．12 イニシアティブの県において OVOP 運動に関連して生まれたイニシアティブの数 

5．12 イニシアティブ以外の県において登録された OVOP イニシアティブの数 

 

プロジェクト目標は、12 イニシアティブの活動を通じ、プロジェクト終了後に全国に普及

するための「インクルーシブな」モデルを構築するものとした。ここでいう「インクルーシ

ブ」とは、「コミュニティを形成する多くのアクターが意思決定プロセスに参加し、その結

果を享受できること」を指す。これは、12 イニシアティブの活動に対する支援を通じ、中央・

地方のアクター（「アクター」の定義についてはアウトプット 1 参照）の能力強化、支援メ

カニズムの構築等を図ったうえ、12 イニシアティブ以外の地域への展開も行い、イニシアテ

ィブの強化と普及を含めたモデルを構築するものである。 

プロジェクト目標の指標は、上記のとおり 5 つ設定した。指標の 1 から 3 までは、プロジ

ェクトで構築したモデルがコロンビア国中央・地方レベルの政策に取り込まれることを挙げ

ている。そのうち、指標 2 は地方レベル、指標 1 と 3 は中央レベルのものである。指標 1 は、

国家レベルで策定している地域開発に関する政策に OVOP 運動が記載されることを指し、指

標 2 は、次期政権の国家全体の開発計画である国家開発計画に OVOP が戦略として記載され

ることを指している21。また、モデルが構築され普及されている実態を示す指標として、指

標 4、5 を設定した。指標 4 は、12 イニシアティブの県において OVOP 運動が拡大すること、

指標 5 は、12 イニシアティブ以外の県において OVOP イニシアティブが広まることをみるも

のである。数をみるうえで OVOP イニシアティブと認定され算定される基準が必要となるこ

とから「正式に登録されているもの」とした。 

具体的な数値目標は、後述する活動 0 のベースライン設定の際に検討するものとする（数

値目標については以下同様）。特に、プロジェクト目標に関しては、「インクルーシブなモ

デル」の意味が共有できるような質的な点を明確に表すものがあれば、更に望ましい。ただ

し、プロジェクトの活動を進めていくなかで関係者の間で「モデル」の具体的に意味すると

ころを明確にし、合意に至ることも有効と思われるので、活動の途中で、または中間レビュ

ーの際に、追加的に設定することも考えられる。 

 

  

                                                        
21 2014 年からの政策ではあるが、コロンビア国側との協議によれば、通常発表されるのは 2014 年末頃になるということであ

り、プロジェクト目標の達成状況を示す指標の 1 つとして設定するということであった。 
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(3) 上位目標 

＜上位目標＞ 

コロンビア国において平和に向けた地域の再生をめざした地域コミュニティの一体性と自立

が強化される。 

＜指標＞ 

1．12 イニシアティブの組織に関連した参加者数が XX 人になる。 

2．12 イニシアティブの関係者の強化を示す質的指標が XX に達する。 

（具体的な指標は追って設定する） 

3．12 イニシアティブの対象市町村において 12 イニシアティブの収入が向上する。 

4．32 県において XX 件の OVOP イニシアティブが OVOP 運動の原則のもとに登録される。 

 

上位目標は、地域コミュニティの一体性と自立をめざすものとした22。指標は 4 点設定し

ている。指標の 1、2、3 については、12 イニシアティブに関するものである。指標の 1 では、

12 イニシアティブの量的拡大を測るものとして、各イニシアティブの参加人数の増加をみ

る。指標 2 は、イニシアティブの質的な変化、例えば組織力の向上や参加している個人の能

力の向上をみるものであるが、具体的な指標については、ベースライン設定の活動において

検討するものとする。指標の 3 は、実質的な生活レベルの向上をみるものとして設定したが、

具体的にどのような資料が入手可能かは今次調査では明らかにできなかったため、例えば、

イニシアティブ全体としての売上高、イニシアティブ参加世帯の収入等、ベースライン設定

の際に入手可能な統計資料を検討したうえで設定することとした。指標 4 は、OVOP の拡大

をみるためのもので、全国 32 県におけるイニシアティブ登録件数をみる。12 イニシアティ

ブ以外の県においては、プロジェクト目標の指標 4 でも同様のものが設定されているので、

数値目標を適切に設定することが望ましい。 

 

(4) 成果（アウトプット）23・活動 

 ＜活動＞ 
0．プロジェクトの指標のベースラインを設定する。 

アウトプット 1 OVOP 運動に参加するアクター*の能力が OVOP 原則のもと強化される。 
（*OVOP 運動に参加するアクターとは、カウンターパート機関と OVOP イ
ニシアティブの県/市政府 OVOP イニシアティブを実施しているコミュニテ
ィを指す） 
＜指標＞ 
1.1 OVOP に関する国レベルの研修/技術支援の計画が策定され実施され

る。 
1.2 OVOP に関する地域レベルの研修/技術支援の計画が策定され実施され

る。 
1.3 OVOP 運動のモニタリングが、中央・地方のカウンターパート機関の

協力により適切に実施される。（モニタリングの頻度と質） 
1.4 OVOP 運動にかかわる個人/組織の能力が XX に達する。 
 （具体的な指標は追って設定する） 
 
 

                                                        
22 平和構築の一環から地域コミュニティの強化を図るものであるが、プロジェクト終了後 3～5 年で平和構築に関する顕著な

変化がみられるかは必ずしも明確でないため、指標はコミュニティの変化をみるものとしている。 
23 一般的な「成果」と区別するため、PDM の成果（Output）レベルを指す場合は、「アウトプット」と標記する。 
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 ＜活動＞ 
1.1 OVOP アクションプラン策定のための国レベルの研修/技術支援の計画

が策定される。 
1.2 OVOP イニシアティブにかかわる国/地域レベルのステークホルダーに

対する研修を実施する。 
1.3 国家機関における OVOP アクションプランを策定する。 
1.4 地方レベルの OVOP アクションプランを策定する。 
1.5 国家機関における OVOP アクションプランを実施する。 
1.6 地方レベルの OVOP アクションプランを実施する。 
1.7 モニタリング・ツールをデザインする。 
1.8 OVOP アクションプランの達成につきフォローアップとモニタリング

を行う。 
アウトプット 2 12 イニシアティブへの支援を通じて、OVOP 運動実施のための制度やツー

ルが開発される。 
＜指標＞ 
2.1 OVOP 中央委員会が正式に設立される。 
2.2 OVOP 中央・地方（県/市町村）委員会の会合が定期的に開催される。
2.3 OVOP 運動の戦略が地域開発の CONPES に組込まれる。 
2.4 地域開発 CONPES の OVOP 運動戦略に関するモニタリング・ツールが

策定され実施される。 
2.5 OVOP の活動に必要なマニュアル（サービスガイドライン及び関連の

マニュアル/ガイドライン）が中央・地方レベルのすべてのステークホ
ルダーに配布される。 

2.6 12 イニシアティブの活動が OVOP イニシアティブの枠組みのなかで適
切に支援される。 

 
＜活動＞ 
2.1 中央・地方レベル OVOP 委員会を設立する。 
2.2 12 イニシアティブ強化のための診断を実施する。 
2.3 OVOP 認証/スタンプの扱いを含む OVOP 戦略を策定する。 
2.4 OVOP 戦略を CONPES の地域開発に取入れ、そのフォローアップを実

施する。 
2.5 OVOP イニシアティブのための OVOP 戦略をステークホルダーに配布

する。 
2.6 中央・地方レベルの OVOP ステークホルダーのためのマニュアル（サ

ービスガイドライン及び関連のマニュアル/ガイドライン）を開発する。
2.7 中央・地方レベルの OVOP ステークホルダーのためのマニュアル（サ

ービスガイドライン及び関連のマニュアル/ガイドライン）を配布する。
2.8 各 12 イニシアティブのなかにおけるパートナーシップとネットワーク

を促進する。 
2.9 OVOP の戦略とマニュアル（サービスガイドライン及び関連のマニュ

アル/ガイドライン）に基づき、12 イニシアティブにかかわるステーク
ホルダーに支援を提供する。 

アウトプット 3 OVOP イニシアティブのための事業計画（ビジネスプラン）を作成する能
力が向上する。 
＜指標＞ 
3.1 金融に関して XX 人が訓練される。 
 （具体的な指標は追って設定する） 
3.2 12 イニシアティブのうち XX 件が資金計画を策定する。 
3.3 12 イニシアティブのうち XX 件が資金計画実施のための支援サービス

にアクセスできる。 
 
＜活動＞ 
3.1 12 イニシアティブの資金管理の現状を分析する。 
3.2 資金源と支援サービスに関する情報を収集する。 
3.3 資金及び支援サービスへのアクセスに関する手続きを特定する。 
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 3.4 事業計画（ビジネスプラン）策定に関する研修を実施する。 
3.5 資金源と支援サービスメカニズムに対する申請書類の準備支援を行

う。 
アウトプット 4 全国への OVOP イニシアティブ拡大に向けた戦略が策定される。 

＜指標＞ 
4.1 国内の他地域に OVOP 運動を拡大するための手法が文書に取りまとめ

られる。 
4.2 OVOP 運動を全国に拡大するための資料（ガイド、マニュアル、ビデ

オ・冊子）が開発される。 
 
＜活動＞ 
4.1 12 イニシアティブにおける成功事例を（成功要因を含め）収集する。
4.2 中央・地方レベルのステークホルダー間の協議に基づき OVOP 運動の

原則を実践するための手法が文書に取りまとめられる。 
4.3. OVOP 運動原則実践のための手法に関する文書が関係するステークホ

ルダーに配布される。 
4.4 OVOP 運動の原則に基づき地域開発を推進するための資料（ガイド、

ビデオ・冊子）の開発と各種活動を行う。 
4.5 12 イニシアティブの訪問を実施し経験を共有する。 
4.6 12 イニシアティブの経験を他県と共有するための全国セミナーを開催

する。 
4.7 OVOP ウェブサイトの内容を開発・改訂・改善し、地域のメディア等

他のプロモーションツールの活用を進める。 
4.8 OVOP 国際セミナーを主催、または国際セミナーに参加する。 

 

成果（アウトプット）は 4 つ設定した。アウトプット 1 は 12 イニシアティブに係るアクタ

ーの能力の強化、アウトプット 2 は 12 イニシアティブを支援するための支援制度・ツールの

強化、アウトプット 3 は 12 イニシアティブの事業計画能力の強化、アウトプット 4 はイニシ

アティブの拡大戦略の策定である。 

アウトプット 1 では、OVOP 運動にかかわるアクターの運営・実施能力を強化するため、

まず、アクションプランを策定するための研修を計画・実施する。この研修を経た後 12 イニ

シアティブに対するアクションプランを中央・地方の各関係機関及び 12 イニシアティブ当事

者が策定し、アクションプランに基づき活動を実施・モニタリングする。中央・地方レベル

の関連機関による 12 イニシアティブに対する具体的な支援策や研修については、アクション

プランのなかに盛込み、実施・モニタリングすることとする。アウトプット 1 の指標は、こ

れら研修・支援計画が適切に計画・実施されたか（指標 1.4、1.2）、モニタリングが適切に

行われているか（指標 1.3）、また OVOP に関連する個人・組織の能力が向上したか（指標

1.4）をみるものとなっている。特に、指標 1.4 については、能力を測る適切な評価指標を別

途設定することになっている。 

アウトプット 2 は、12 イニシアティブを通じて OVOP 支援のための制度・ツールを整備す

るものである。OVOP 委員会を設立・機能させ、支援のための戦略を策定し、マニュアル化

し、それに基づき実際に、12 イニシアティブの組織内の関係機関・関係者間のパートナーシ

ップとネットワーク24を促進し支援を行う。指標は、OVOP 委員会が機能すること（指標 2.1、

2.2）、戦略が経済社会開発を審議する CONPES のなかに組み入れられること（指標、2.3、

                                                        
24 コロンビア国側関係機関では、これまで、イニシアティブを他地域に拡大することを「ネットワーク」と呼んできており、

成果 2 の「ネットワーク」はより一般的な意味でイニシアティブ内のネットワーク（コミュニケーションを含む）を促進す
ることを意図している旨、協議中に確認した。 
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2.4）、戦略実施のためのマニュアルが関係者に配布され（指標 2.5）、これに基づいて 12 イ

ニシアティブの活動が適切に支援されること（指標 2.6）、とした。 

アウトプット 3 は、OVOP に関する事業計画策定能力の強化である。適切な融資手段を含

む資金調達の現状分析、情報収集を行い、12 イニシアティブに対して資金計画を含む事業計

画策定のための研修を実施し、資金調達を含む各種支援サービス申請のための支援を行う。

指標としては、資金調達に関する研修の成果（指標 3.1、研修の成果をみる質的項目につい

ては別途設定する）、事業計画策定状況（指標 3.2）、融資を含む支援サービスへの実際の

アクセス状況（指標 3.3）を設定した。 

アウトプット 4 は、アウトプット 1 から 3 までの 12 イニシアティブに関する活動・成果を

踏まえ、モデルを構築するために経験を取りまとめ、普及するものである。12 イニシアティ

ブの成功事例を取りまとめ、これを基にイニシアティブ普及のための具体的手法を文書化

（methodology document）する。アウトプット 2 の活動などで策定するマニュアル・ガイドラ

イン等が 12 イニシアティブを対象としたものであるのに対し、アウトプット 4 では他地域で

の普及のためのモデル構築を想定したより汎用的な手法としてまとめる。併せて、OVOP を

プロモートするためのツールを開発・改訂し、経験共有のためのイニシアティブの訪問、セ

ミナーの開催等を行う。これにより、12 イニシアティブ以外の地域への OVOP の拡大を図る。

指標としては、全国へ普及するための手法が文書化されること（指標 4.2）、及び普及のた

めのツール（マニュアル、ビデオ等）が開発されること（指標 4.2）とした。 

 

(5) 投入（日本側、コロンビア国側） 

投入は、以下のものを予定している。 

 

コロンビア国側 日本側 

人材 

 ・プロジェクト・ディレクター 

 ・プロジェクト・マネジャー 

 ・カウンターパート 

  DNP、MCIT、MinCultura、MADR、DPS、

  SENA、Artesania、Solidarias（労働省）

資機材 

 ・プロジェクト事務所 

 ・活動に必要な機材 

ローカルコスト負担 

 ・旅費交通費、研修費用、運営費用 

 ・カウンターパート基金の配分 

専門家/ローカルコンサルタント 

 ・チーフアドバイザー/地域開発 

 ・業務調整/研修プログラム計画 

 ・コミュニティ開発/社会的包摂 

 その他、マーケティング、資金管理、中小・

零細企業支援等 

本邦研修/第三国研修 

機材供与 

ローカルコスト支援 

 

コロンビア国側は、DNP が中心となったうえ、OVOP に関係している複数の機関をカウン

ターパートとした（詳細後述）。プロジェクト事務所は、DNP 内に提供される予定で、必要

な事務用家具・機材等も DNP から提供されることで合意した。日本側は、専門家が立入りで

きない地域があるため、必要に応じ、ローカルコンサルタントが対応する。 
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(6) 外部条件 

外部条件は以下のとおりである。 

アウトプットを達成するた

めの外部条件 

・研修を受けた人材がプロジェクトに引続き関与する。 

・社会の治安が悪化しない。 

プロジェクト目標を達成す

るための外部条件 

・コロンビア国政府の OVOP に対する戦略が変化しない。

上位目標を達成するための

外部条件 

・コロンビア国の経済社会状況が悪化しない。 

上位目標を持続させるため

の外部条件 

・コロンビア国政府の OVOP に対する支援が継続する。 

 

このうち、治安については、近年向上がみられており、治安に関する規程を緩和する方向

で、日本人が立入りできない地域の見直しを行っているところであるが、大幅な治安の悪化

はプロジェクトの活動に直接影響するため、アウトプット達成のための外部条件としている。

また、モデルを構築することをプロジェクト目標としていることから、コロンビア国政府の

OVOP に対する具体的戦略が変化しないことを、プロジェクト目標達成のための外部条件と

した。 

 

３－５ プロジェクト実施体制 

プロジェクト・ディレクターは、DNP 長官とし、プロジェクト・マネジャーは DNP 持続的地

域開発局長とする。DNP の調整の下、OVOP に関連している中央レベルの機関がカウンターパー

ト機関となる。うち、ソリダリアスは、組織・組合等の強化を行っていることから、イニシアテ

ィブの組織強化の観点からカウンターパート機関としたが、同機関は労働省の下にあり、必要に

応じ、労働省と協力することを想定している。また、活動の内容により、貧困層や零細企業に融

資や研修等の支援を提供している民間の機関（例えば今次調査で訪問した財団や金融機関、旅行

会社など）や大学などの外部リソースがもつスキームを有効に組み合わせながら活用することも

想定している。 

プロジェクト実施にあたっては、各カウンターパート機関とも、カウンターパート人員を配置

し、必要な物的・金銭的・人的提供を行う。なお、コロンビアの援助窓口である大統領府国際協

力庁（Colombia Presidential Agency of International Cooperation/Agencia Presidencial de Cooperación 

Internacional de Colombia：APC）は、プロジェクト実施にあたりカウンターパート基金を準備す

るための予算をもっており、カウンターパート基金を準備する予定である。 
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第４章 事業事前評価結果 
 

４－１ 評価 5 項目に基づく事前事業評価結果 

(1) 妥当性 

プロジェクト実施の妥当性は高い。プロジェクトは、コロンビア国の政策、日本の対コロ

ンビア国 ODA 方針に合致しており、プロジェクトデザインも適切である。 

 

1) 政策・ニーズとの整合性 

相手国政府の政策 

コロンビア国の国家開発計画では、「民主的繁栄のための横断的支援－地域開発のため

の横断的支援」のなかで、地域戦略計画、プロジェクト形成、脆弱な層への対応等横断的

なアプローチによる地域経済開発を促進するとしており、そのなかで OVOP について言及

し、OVOP 運動等を促進するとしている。また、地域開発アプローチとして、社会の不均

衡を低減し、住民の生活の質を向上させ、内発的発展能力を醸成し、地域の成長と競争力

を強化するものとしているが、これは OVOP のめざすところと一致している。 

地域のニーズ 

コロンビア国では国内紛争が長年にわたり続いたが、近年、紛争は終結しつつあり、政

治・社会が復興・安定に向かってきているものの、紛争の結果生じる社会的・経済的再統

合が課題となっている。OVOP の 3 原則である、地域に根ざしながら全国・世界に通用す

るものを作る（ローカルにしてグローバル）、地域住民自らの決定と創意工夫に基づく（自

主自立・創意工夫）、地域リーダー・人材を育成する（人づくり）は、地域のもつ文化と

主体性を尊重し人材育成を行いながら、市場で通用する産品を作ることにより、雇用を創

出しながら地域の活性化をめざすもので、地域社会の再統合に向けた戦略としてコロンビ

ア国のニーズに合致しているといえる。また、12 イニシアティブの対象地域には、先住民

の紛争がある地域（カウカ県）、国内避難民の多い貧困地域（ウイラ県）等、支援のニー

ズの高い地域が含まれている。 

なお、EU が地域開発を支援しているが、EU の ADEL 事業は、地域開発機関を設置し協

力期間を 3 年と区切ること、支援対象地域を共通の要素をもつ「テリトリー」とし広範囲

に及ぶケースがあること等、本プロジェクトとはアプローチが異なる点がある25。コロン

ビア国の国家開発計画でも、ADEL と OVOP の両方を地域開発の戦略として挙げており、

特に重複する関係にはないと考えられる。このため、OVOP を支援するニーズは高い。 

日本の対コロンビア国協力方針 

日本のコロンビア国に対する援助方針を示した事業展開計画（2011 年 6 月）では、援助

重点分野として、平和の構築と持続的経済成長、環境問題及び災害への取り組み、の 3 点

が挙げられている。平和の構築のなかには、紛争の結果生じる社会的・経済的問題への対

応として、紛争の被害者である国内避難民、地雷被災者などの経済的・社会的再統合を支

援するためのプログラムが挙げられており、プロジェクトは、地域経済的・社会的再統合

                                                        
25 調査中の聞き取りによれば、ADEL では、事業を行うにあたり「エージェンシー」と呼ばれる組合的組織を形成することか

ら、内発的というより外部からの介入が大きい支援形態であり、OVOP とはアプローチが異なるというコメントが聞かれた。
また、ADEL は、支援期間が 3 年と決まっており、支援期間終了後の持続性に不透明な面があるという意見もあった。 
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の観点でこれに合致しているといえる。また、持続的経済成長に関しては、産業の活性化、

安定した雇用機会の創出等が課題として挙げられており、プロジェクトはこれら課題にも

対応するものである。 

 

2) プロジェクトデザインの妥当性 

プロジェクトのアプローチとロジック 

プロジェクトは、平和構築に向けたコミュニティの再統合を図るためのインクルーシブ

なモデルを構築するものであるが、インクルーシブなモデルとは、地域住民が意思決定に

参加でき便益を享受できるようにするものであり、地域社会の再統合に向けた戦略として

コロンビア国のニーズに合致しているといえる。また、モデルを構築することで将来的に

OVOP を他地域にも展開し、コロンビア全土で地域の活性化・再統合に向けた運動を拡大

することを可能にするためのプロジェクトデザインになっている。モデルを構築するため

のアプローチとして、関係者のキャパシティの向上、12 イニシアティブを支援するための

支援体制・ツールの開発、12 イニシアティブの事業計画策定能力の向上を図ったうえ、他

地域への展開も部分的に行いこれら経験を踏まえモデルとして取りまとめ文書化する、と

いう構成になっている。モデルを設定するために必要な要素が網羅されており、プロジェ

クト目標に至るロジックは適切にデザインされているといえる。 

ターゲットグループ 

ターゲットグループについては、これまで活動が行われてきた 12 イニシアティブを主な

ターゲットとしつつ、他地域への拡大も図るものとなっている。12 イニシアティブでは、

既に活動を実施しているが、組織強化、人材育成、事業計画・実施能力等の点で一層の向

上が求められており、まず 12 イニシアティブの強化に着手する必要があった。また、モ

デルを構築するためには、経験を蓄積しそこからモデルに反映するための事例をくみあげ

ることが必要であるため、既にある程度の活動実績があるグループを対象とすることは適

切である。一方で、上位目標であるコロンビア全土におけるコミュニティの強化の達成に

は、12 イニシアティブの活動を全国に広げることが必要であるため、プロジェクト期間中

から 12 イニシアティブの近隣地域及び 12 イニシアティブ以外の県にも拡大していくこと

から、他地域でのイニシアティブの活動に参加する可能性のあるコミュニティ住民を間接

的なターゲットグループとしている。既に 12 イニシアティブ対象県の他地域や他県から

のイニシアティブへの参加の要望が出ていることもあり、間接的ターゲットとして他県も

含めたイニシアティブへの参加可能性がある者としたことは、適切であるといえる。 

日本の技術の比較優位性 

日本の大分県で始まった一村一品運動は、日本全国に広まっており、この間、コミュニ

ティ組織強化、住民の自発的な参加、人材育成、商品の開発と流通等、さまざまな経験の

蓄積がなされてきた。これらの経験に基づき、JICA は世界各地で一村一品のプロジェクト

を実施している。JICA が支援する一村一品プロジェクトの多くは、今回の「一村一品コロ

ンビア推進プロジェクト」と同じく国全体を対象にしたナショナル・プロジェクトである。

したがって、今回のコロンビア国でのプロジェクトは、大分県から全国に広がった日本の

一村一品運動と他の途上国で JICA が支援している OVOP プロジェクトの経験を生かした

デザインになっている。 
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(2) 有効性 

有効性は見込める。 

プロジェクト目標達成に至るロジック 

プロジェクトは、一村一品運動のインクルーシブなモデルを構築することを目標としてい

る。OVOP 運動を将来的にコロンビア全土で普及するためには、ある程度「モデル」となる

ものが必要であり、これを構築することをプロジェクト目標としたことは妥当である。上述

したとおり、プロジェクト活動を通じてモデルを構築するために必要な成果が達成されるよ

うにプロジェクトがデザインされており、プロジェクト目標に至るロジックは適切であると

いえる。 

プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標が達成される見込みは高く、プロジェクト目標の指標は、適切に設定さ

れている。設定されたモデルが何らかの政策・計画の関連文書に取り込まれることで（指標

1、2、3）、政策として普及されることを確実にするものである。現行の国家開発計画（2010

～2014 年）は、地域開発の戦略として OVOP について言及しており、プロジェクトを通じて

適切なモデルが提案できれば、中央・地方レベルの政策・計画に係る文書にモデルについて

より具体的に言及される見込みは高い。また、OVOP 運動の広がりを示す指標（指標 4、5）

でモデルの有効性をみようとしている。これについては、既に 12 イニシアティブの対象県の

他地域や 12 イニシアティブ外の県の一部で OVOP の取り組みがみられていることから、ベ

ースライン調査により適切な数値目標を設定することが必要である。なお、「インクルーシ

ブなモデル」の質的側面をみる指標が設定できれば、より明確である。 

 

(3) 効率性 

プロジェクトは効率的な実施が見込める。 

アウトプット達成の見込みとアウトプット達成に至るロジック 

アウトプットは、上述したとおり、必要な要素が適切にデザインされている。アウトプッ

トの指標は、いずれも活動に基づき定量的なものと定性的なものの適切な組み合わせで、そ

の達成度を測るものになっている。 

アウトプットを産出するために十分な活動が計画されており、アウトプット達成の見込み

は高い。中央・地方レベルで必要な活動がアウトプットごとに時系列に沿って適切に計画さ

れている。ただし、PDM は、主としてカウンターパート機関が参照するプロジェクトの全体

的な枠組みを示したものであり、12 イニシアティブに対する具体的な支援や 12 イニシアテ

ィブが行う活動については、プロジェクト開始後に、12 イニシアティブのメンバーも取り込

み関係者すべてのオーナーシップと合意の下で、更に検討する必要がある。例えば、アウト

プット 1 では、アクションプラン作成のための研修を実施したうえ、アクションプランを作

成し、これに基づいて中央・地方レベルで 12 イニシアティブの活動を実施しモニタリングを

行うことになっているが、アウトプット達成のためには、適切なアクションプラン、モニタ

リングプランを策定することが肝要である。 

投入の効率性 

投入は、活動を実施するために十分なものが計画されている。大規模な投入は予定されて

いない。日本側の投入のうち、専門家は、大人数を長期にわたり派遣することは想定してお
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らず、活動計画にのっとって必要な分野の専門家を必要な期間派遣する計画にしている。ま

た、安全管理上日本人が立入りできない地域があるため、ローカルコンサルタントを起用し

効果的な活動を行うことを計画している。機材は、専門家とカウンターパートの活動に必要

なもの、及び 12 イニシアティブを支援するために必要な小規模なものを想定している。コロ

ンビア国側の投入では、カウンターパート機関については、中心になる DNP では、5 名がほ

ぼフルタイムでプロジェクトの活動に従事するということであり、他機関についても、他の

業務と兼務ではあるが複数名がプロジェクトに従事することになっており、十分な配置であ

るといえる。プロジェクトに必要な施設・資機材は、各カウンターパート機関とも、可能な

ものは既存のものを提供したうえ、必要な予算を確保することで合意しているほか、各関係

機関とも、研修、融資プログラム等、可能なものは既存のスキームを活用することを検討し

ており、十分な投入が効率的に行われるものと思料される。 

外部条件 

アウトプットを達成するためには、訓練を受けた人材が引き続きプロジェクトに従事する

ことが必要であるが、カウンターパート機関でプロジェクトを担当する予定になっている者

には契約の職員が多いため、外部条件として注視することが必要である。また、治安の悪化

は、活動を阻害しアウトプットの発現に影響を及ぼすため、これも外部条件としている。 

 

(4) インパクト 

プロジェクトが順調に実施されプロジェクト期間終了後もコロンビア国側で活動を継続・

拡大できれば、上位目標の達成やその他のインパクトが見込める。 

上位目標達成に向けたロジックと達成の見込み 

上位目標とその指標は、適切に設定されているといえる。上位目標は、プロジェクトで構

築されたモデルに基づいてOVOP運動を拡充した結果としてコミュニティの一体性と自立が

強化されるというものであり、コロンビア国政府がめざす平和の構築に向けたコミュニティ

の再統合という観点から、また、プロジェクト目標からのロジックの点からも適切である。

適切なモデルが構築され、プロジェクト開始後にコロンビア国側により活動が継続されれば、

上位目標は達成されるものと考えられる。この場合、プロジェクトで構築した関係機関の連

携体制が維持されること、すなわち、DNP が引き続き調整を行いながら、中央・地方レベル

で全国の OVOP 運動を支援していくことが必要になる。上位目標の指標は、OVOP 運動の量

的・面的な広がりを表すもの（指標 1、3、4）と、コミュニティの強化を表す質的なもの（指

標 2）の両方が設定されている。ただし、質的指標については、プロジェクト開始後に適切

なものを設定することが必要である。 

その他のインパクト 

プロジェクトの実施により、幾つかの正のインパクトが想定される。プロジェクトでは、

活動の 1 つとして、国際セミナーの開催または他国での国際セミナーへの参加を計画してい

る。これにより、他国と一村一品運動に関する経験を共有し、プロジェクトの成果が他国に

も波及されることが期待される。また、女性、少数民族、貧困層等社会的弱者を活動に取り

込むことを推進しており、今後の活動においてコミュニティレベルで社会的弱者の包摂が進

めば、ジェンダーの平等と貧困削減の面において好影響を及ぼすと考えられる。 

負のインパクトは特に予想されていない。 



－34－ 

(5) 持続性 

プロジェクト期間中に構築された実施体制が機能、継続し、関係者から成果が認知されれ

ば、持続性は見込める。 

政策・制度面 

政策面では、OVOP について言及している現行の国家開発計画は 2014 年までのものであ

り、OVOP に対する支援は当面は確実である。一方で 2014 年に大統領選挙が予定されている

ため、2014 年以降の政策については不透明な面もある。しかしながら、プロジェクトで構築

するモデルを中央・地方レベルの政策・計画に関連する文書に取り込むことで、政策の持続

性が確保できるものと考えられる。 

財政・組織面 

財政面では、プロジェクトでは、可能な場合は既存の支援スキームを活用しようとしてお

り、本プロジェクトのために特別な支出をすることは抑えようとしているため、その点では、

持続性が見込めるデザインになっている。また、DNP では、独自の予算で OVOP のコンサル

タントを雇用するなど、ある程度財源を確保しているものと思料される。しかしながら、こ

れまで OVOP に関する研修・ワークショップの参加者の交通費・宿泊・日当等は JICA が負

担してきており、プロジェクト終了後には、この費用をコロンビア国側で支出できるように

する必要がある。このため、プロジェクト期間中からコロンビア国側の負担割合を徐々に増

加させていく等の措置が有効と考えられる。 

組織面では、中央・地方の OVOP 委員会など、プロジェクトで想定している DNP を中心

として多くの関係機関が関与する実施体制を、プロジェクト終了後も維持することが、持続

性を高める鍵となる。 

技術面 

技術面に関しては、カウンターパート機関、12 イニシアティブの当事者らは、おおむねモ

チベーションが高く、プロジェクトで得た技術やノウハウを継続していく意思があると思わ

れる。また、これまでの JICA の支援による活動を通じ、12 イニシアティブの当事者たちは

OVOP の理念を的確に理解している。ただし、DNP において専従でプロジェクトにかかわる

予定の担当者を含め、中央の機関では OVOP への従事を予定している担当者のなかに契約職

員が何名かおり、これら契約職員がプロジェクト終了後も継続的に OVOP 運動にかかわって

いくことできるかどうかについても、課題である。 

プロジェクトで支援される 12 イニシアティブを含め OVOP では、「地元の資源、地元の

技術」の有効活用が最も重要な原則になる。関係機関からの支援も既存のプログラムの柔軟

な援用が中心であり、外部から先進的な技術を持ち込む可能性は低い。OVOP では地元の技

術を磨き上げることが主になるので、技術面での持続可能性は高い。 

 

４－２ 協力実施上の留意点 

協力を実施するうえで以下の留意点が挙げられる。 

 

(1) 既存スキームの活用 

12 イニシアティブに対する支援にあたっては、基本的に既存のスキームを活用する。カウ

ンターパートの各機関では、既存の業務の枠組みのなかで、職業訓練、組織化研修、起業支
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援、融資等の支援スキームをもっている。また、カウンターパート機関以外にも、農村コミ

ュニティや貧困層に研修、融資等の支援を行う機関が存在する。これら機関の支援スキーム

を効果的・効率的に活用することとし、国・地方レベルの行政機関は、12 イニシアティブが

既存スキームを有用、有効に活用できるようになるための支援を検討する。 

 

(2) 関係機関の連携・調整 

プロジェクトでは、関係する国・地方レベルの関係機関が多いため、関係機関のコミュニ

ケーションを密に行い、連携・調整を適切に実施することが重要である。その際、DNP が中

心となり調整を図る。 

 

(3) 指標の設定 

指標については、事前評価時点で確定していない数値目標や定性的な指標があるが、これ

については、プロジェクト開始後に設定することとしている（活動 0）。特に、能力を表す

指標（上位目標の指標 2 など）については、ベースライン調査の結果を見て定性的な変化を

適切に示す指標を目標値とともに設定する。 

 

(4) 安全管理基準に伴う対応 

コロンビア国においては、安全管理基準の見直しが行われているところであるが、事前評

価時点では安全上の理由で 12 イニシアティブのなかでも日本人が立ち入れない地域が過半

数であった。プロジェクト開始後も日本人が立ち入れない地域が存在することが予想される

ため、必要に応じローカルコンサルタントによる活動を検討する。また、日本人専門家が立

入り可能な地域に他地域の関係者を集めて研修やワークショップを行う等の工夫も必要とな

ろう。 

 

(5) 日本側リソースに求められる専門性 

本プロジェクトは地方開発政策のなかの施策の 1 つである「一村一品コロンビア推進プロ

ジェクト」の実施を支援するものであり、本プロジェクトを通じてコロンビア国側はイニシ

アティブの対象コミュニティの経済的な自立と一体化をめざしていることから、経済的な成

果に結びつくような資源を生かしたビジネスの振興に関する助言を行える専門家が求められ

ている一方で、「コミュニティの一体化の向上」を示していくための指標の作成を含めた助

言が行える社会学的な知見のある専門家の関与が求められている。また、コロンビア国側は

既に本事業に参加する各省、関係機関でそれぞれ活用し得るスキームをもっているため、専

門家にはこれらを対象となるイニシアティブ向けにいかにうまくつなげ、連携した支援が行

えるかが重要であり、中心的な役割を果たす国家企画庁のファシリテーションを支援するこ

とも重要な役割の 1 つである。 

 

４－３ 団長所感 

コロンビア国は中進国であり、基本的に国内の資源で開発を進める経済力をもっている。した

がって、できる限り自主的に自分たちの資源を動員して「一村一品コロンビア推進プロジェクト」

を進めてもらいたい。これまでのところ、本邦研修の参加者に対するフォローアップや個別専門
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家の短期派遣を梃子にして「一村一品コロンビア推進プロジェクト」を開始し、12 のイニシアテ

ィブを特定してモデルづくりに取り組んでいる。少ない投入で、このようなコロンビア国政府の

主体的な動きを促進してきた、企画調査員を中心とする JICA コロンビア支所の働きかけやプロ

ジェクト形成能力は、高く評価されるべきと思われる。今回の協力準備調査でも、本プロジェク

トの形成や実施に関して、コロンビア国側の強い主体性が感じられた。プロジェクトの実施過程

においても、コロンビア主体の一村一品運動の展開という、これまでの良い流れを促進すること

が重要である。 

一村一品事業は、大分において、またこれまでのコロンビア国での実施でも、「良いリーダー

がいる所から」、「潜在力がある産品から」始められる傾向が強い。これは自主自立を重んじる

一村一品の哲学、また開発の効果や支援の効率を確保するためにも、やむを得ない傾向である。

こういった一村一品の「優れた所から先に」という一般的な傾向に対して、今回のプロジェクト

では、一村一品を「より裾野が広い地域開発」（Inclusive local development）にしていこうという

方向性が示されている。限られた地域ではなく、より広範囲な地域を対象とし、特定の産品開発

に携わる一部の生産者だけでなく、社会的な弱者を含めた地域住民全体が参加し受益する

Inclusive な一村一品を支援する今回のプロジェクトは、コロンビアのような中進国での新しい地

域開発の方向性を示すものと期待される。したがって、プロジェクト実施にあたっては、一村一

品（OVOP）の推進と同時に、より広い住民の参加や弱者の取り込みに留意した、 Inclusive 

Development のモデル構築を常に意識していくことが重要である。また、これまで中南米地域に

おいて中心的な開発手法であった、分野・産業別の生産性向上に焦点を当てた Sector Approach や、

貧困層、先住民、国内避難民などの特定の集団やグループにフォーカスした Target Approach から、

地域・地方自治体の主体性・裁量に重きを置いた Territorial Approach への移行という、この地域

の開発手法の潮流とも合致する。本プロジェクトを通じて、OVOPを援用した「日本型の」Territorial 

Approach 支援の先行事例をつくってもらいたい。以下に、調査の実施を通じて感じた、「一村一

品コロンビア推進プロジェクト」に対する具体的な期待と留意すべき点について、所感を記す。 

 

(1) Inclusive Development の実現に向けたプロジェクトの展開 

本プロジェクトでは、「コロンビアにおける地域開発政策の戦略として、一村一品運動の

原則に基づいたインクルーシブな地域開発モデルが構築される」ことを、プロジェクト目標

にしている。この目標を実現するためには、以下の 3 点に留意して、プロジェクトを段階的

に進めていくべきと考える。 

1) 12 地域での OVOP イニシアティブの参加の裾野拡大 

これまでに特定された 12 地域での OVOP イニシアティブを、Inclusive な地域開発モデ

ルにするのが、本プロジェクトの主たる目的である。したがって、プロジェクト（特にそ

の前半）では、既に開始されている 12 の OVOP イニシアティブを、より Inclusive なもの

にしていくような支援がなされることになる。これまでの、12 のイニシアティブを特定し

支援を開始する過程では、成功に向けイニシアティブの経済的な発展の潜在力が重視され

る傾向が強かったように感じられる。これに対し、JICA プロジェクトによる支援では、さ

まざまな既存の支援制度を有効に活用することで、それぞれのイニシアティブの潜在力の

顕在化が図られることになる。この過程で、イニシアティブへの参加の裾野拡大が図られ

ることになる。より具体的には、特定されたイニシアティブに直接参加できる住民や生産
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者の数を増やしていくこと、そのイニシアティブに関連する産業（例えば、パイパ・チー

ズというイニシアティブに関連する酪農家、運送業者、小売業者、農村観光など）のイニ

シアティブとの連携強化、また直接イニシアティブに関連しない住民の OVOP 運動への理

解や支持の促進などが重要である。このようなイニシアティブへの参加の裾野拡大におい

ては、特に参加者のジェンダーや先住民など、少数弱者の参加や運動への理解によりきめ

細かい配慮を払うべきである。それぞれのイニシアティブが地域住民全体に広く理解、支

持され、できる限り多くの住民に直接、間接の利益をもたらすように実施される必要があ

る。たとえイニシアティブが経済的にうまくいったとしても、地域から孤立したり住民か

らの支持を失ってしまったりするようであれば、Inclusive な地方開発のモデルにはなり得

ない。また、より広い住民の支持を得るためには、地域の自然環境や価値観、伝統的な文

化や社会への配慮も必要になる。参加の裾野拡大、弱者への配慮、地域の自然環境や価値

観、伝統的な社会へのきめ細かい配慮などを JICA プロジェクトで促進し、12 イニシアテ

ィブ地域内での Inclusive Development の実現を図っていくべきである。このようなイニシ

アティブ地域内での Inclusive な開発の実現のためには、末端の OVOP 組織である市 OVOP

委員会による OVOP リーダーへの指導が重要であると思われる。 

2) 12 県内での他の地域・自治体での OVOP の開始 

これまでのところ、12 各県 1 つの市で実施されている活動が OVOP イニシアティブに指

定され、OVOP 地方委員会の設立やその代表者の本邦研修への参加などの支援が行われて

いる。これにより、各自治体のイニシアティブが活動を強化し、地域住民が OVOP プロジ

ェクトの便益を享受しつつある。「Inclusive な地域開発のモデル形成」というプロジェク

トの目標を達成するため、プロジェクト開始後には 12 県でのイニシアティブ支援が更に

強化、拡大されることになる。一方で、プロジェクトの対象となる 12 県には、複数の自

治体が存在する。したがって、将来は、各県の 1 自治体での OVOP イニシアティブが県内

の他の自治体に対する先行モデルとなり、より多くの地方自治体が OVOP イニシアティブ

を開始できるように図っていく必要がある。そのような OVOP を実施する自治体数の増加

による地域的な Inclusive の実現には、県の OVOP 委員会の役割が重要である。「一村一品

コロンビア推進プロジェクト」では、県 OVOP 委員会が先行イニシアティブ、自治体によ

る県内の他の自治体への経験共有・普及展開を実現できるように支援、促進していく必要

がある。 

3) 12 県の外への OVOP イニシアティブの拡張 

今回の協議のなかで、コロンビア国政府、特に主たるカウンターパート機関である DNP

が、OVOP イニシアティブを、プロジェクトの対象地域である 12 県の 12 イニシアティブ

から、全国 32 県に拡張したいという、強い意向をもっていることが明らかになった。JICA

が協力するプロジェクトでは、12 県で Inclusive な地域開発を実現することに力点を置くこ

とになるが、他県への OVOP 拡大にも、人材育成などを中心に、ある程度の協力を行う必

要が出てくるものと思われる。12 県でのイニシアティブに関するこれまでの進捗のレビュ

ー、及びプロジェクト開始後（特に前半）の 12 イニシアティブ支援の経験に基づいて、

プロジェクトの後半では 12 県の外への OVOP 拡張を支援する準備をすべきと思われ、こ

の方向や方策については、プロジェクトの中間評価までに明確にするのが妥当であると思

われる。なお、12 県の外への OVOP イニシアティブの拡大においては、中央政府、特に
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OVOP 中央委員会の役割が重要であり、ここに対する技術支援やアドバイスを行う必要が

ある。また、DNP など中央の OVOP 関連機関は、今回の「一村一品コロンビア推進プロジ

ェクト」の経験や成果を、中南米の周辺国などに普及、伝播させていきたいという希望も

もっている。プロジェクトの最終局面では、国際セミナーや第三国研修などを通じて、コ

ロンビア国が周辺国に OVOP プロジェクトの経験を共有、指導できるような支援を行うこ

とも検討すべきである。このような 12 県外への OVOP イニシアティブの普及支援は、プ

ロジェクトの主たる課題ではないが、他への普及を行うことで、12 イニシアティブの自立

性や OVOP 運動の持続発展性が高まるものと思われるからである。 

4) 先行事例を他への指導者として活用する 

プロジェクトの支援を受ける 12 イニシアティブは、他地域のモデルとなると同時に、他

地域が OVOP を開始できるように支援する、指導者の役割も果たせるようになるべきと思

われる。このため、12 イニシアティブの関係者には、他のモデルとなり支援を行う主体と

なるという自覚を、早い段階からもたせる必要がある。これを確実にする方策として、優

先的に支援を受ける条件として、12 イニシアティブが将来は他の地域に対する支援や指導

を行う旨を示した合意文書を結ぶなどの措置が考えられる。このようなアイデアについ

て、プロジェクト開始後の早い段階から、JCC や OVOP 中央委員会などの場で関係者と協

議し、確認すべきである。本プロジェクトでは、12 イニシアティブに対する単純な支援だ

けではなく、他の地域に対する普及支援、OVOP 年次大会での顕彰、各省庁の支援と他地

域への支援などを有機的に結びつけてプロジェクトを実施していくことを提案したい。 

 

(2) プロジェクトの段階分けによるコロンビア国主体の OVOP 支援 

今回の協議を通じて、DNP を中心とするコロンビア国側関係者が、「一村一品コロンビア

推進プロジェクト」を、現行の 12 イニシアティブからの拡大、より具体的には 12 県での 12

イニシアティブの実施から、全 32 県で少なくとも県ごとに 1 つ、計 32 イニシアティブの実

施を望んでいることが明らかになった。大統領の政治プロジェクト、全国を対象にする地域

開発モデルの確立、広い地域をカバーする Inclusive Development の実現というプロジェクト

の性格から考えて、全国を視野に入れるのは自然な発想と思われる。一方で、プロジェクト

目標、特に技術的な課題を明確にして、それを実現するための道筋を PDM などの手法を使

ってプロジェクト形成を図る JICA、日本の技術協力では、このような政治的・運動的な開発

方法に 1 つのプロジェクトで対応するのは難しいと思われる。そこで、日本の強みである、

課題を明確にして対応するプロジェクトの発想を生かしつつ、広域に展開する運動を支援す

るための方策として、以下のような段階的な支援の可能性を、プロジェクト開始時から考慮

しておくことを提案したい。 

1) 中間評価までは、12 イニシアティブでの Inclusive Development の実現に力点を置く。 

プロジェクトの開始から中間評価までは、（1）1）に示したような、「12 イニシアティ

ブでの Inclusive な地域開発の実現」、より具体的には参加の裾野拡大や弱者への配慮の強

化など、Inclusive な地域開発モデルの確立というプロジェクト目標の達成に、JICA からの

協力の力点を置く。 

2) 中間評価の前後からは、イニシアティブの拡大をより積極的に支援する。 

中間評価前後からは、12 県内での自治体による OVOP イニシアティブの開始や、全 32
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県への OVOP 拡大を、より積極的に支援する。これにより、プロジェクト後半で国家プロ

ジェクトとしての「一村一品コロンビア推進プロジェクト」の目標達成を促進するととも

に、拡大する運動としての持続性の確保を実現する。 

3) プロジェクトの最終局面では、「一村一品コロンビア推進プロジェクト」の経験を、周

辺他国に普及する支援なども行う。 

プロジェクトの最終局面においては、OVOP による Inclusive な地域開発モデルを、コロ

ンビア全土に広げるとともに、国際セミナーや第三国研修の受入れなどを通じて、その経

験を周辺国に普及伝播できるように図る。このような発信を通じて、近い将来、中進国で

あるコロンビア国には、OVOP プロジェクトについて他国を支援する援助国になってもら

いたい。 

 

(3) 協力成果の継続 

上に示したように、今回の「一村一品コロンビア推進プロジェクト」は、従来の典型的な

技術支援プロジェクトの「政府組織の通常業務の技術改善」とは、支援方法がやや異なるも

のとなる。このプロジェクトは、大統領の指導力による OVOP の政治的な政策化（国家計画

での言及）を嚆矢に、「国家プロジェクト」による「OVOP の展開」として進められること

になる。一村一品という日本・大分の経験を地域開発に生かす、大統領の政治的な意思に基

づく国家プロジェクトとして「一村一品コロンビア推進プロジェクト」を実施するという背

景を考えると、「技術協力プロジェクトの成果を政府機関の通常業務に反映させる」という

従来の技術協力の発想だけでは、このプロジェクトの持続性確保はやや難しいように思われ

る。地域開発行政に加えて、運動的な要素を強くもつ一村一品の性格も考慮すると、プロジ

ェクト終了後の協力成果の持続性は、政府機関の最低限の OVOP 支援の政策化、地方自治体

の普及支援とコミュニティによる事業の継続に求められるべきと思われる。 
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１．主要面談者リスト

面談者リスト 

 
DNP (Departamento Nacional de Planeación) 国家企画庁  
Mauricio Santa María Director General 
 長官  
Paula Ximena Acosta Subdirectora General 
 副長官 
Oswaldo Porras Director Técnico, Dirección de Desarrollo Territorial Sostenible 
 持続的地域開発局 技術局長 
Beatriz Gómez Asesora, Dirección de Desarrollo Territorial Sostenible  
 持続的地域開発局 顧問 
Maritza Pomares Coordinadora Gestión Pública, Dirección de Desarrollo Territorial Sostenible   
 持続的地域開発局 公共マネジメント コーディネーター 
Natalia Ballesteros Subdirectora de Crédito   
 融資次長 
Ana María Yepes Asesora, Subdirección de Crédito 
 融資次長室 顧問 
 
APC (Agencia Presidencial de Cooperación Internacional de Colombia) 大統領府国際協力庁 
Sandra Bessudo  Directora General 
 長官  
María Peña Sarmiento Encargada de Corea, Japón, Nueva Zelandia, Suecia   
 韓国・日本・ニュージーランド・スウェーデン担当 
Gabriel Chaparro Dirección de Coordinación Institucional 
 機関間調整局    
 
MCIT (Ministerio de Comercio, Industria y Turismo)  商工業観光省  
Clara Inés Sánchez Directora, Calidad y Desarrollo Sostenible de Turismo  
 持続的観光開発 部長 
Alexandra Thorsberg Jefe, Oficina Asesora de Planeación Sectorial 
 セクター計画顧問室長 
Carlos Vives Pacheco Asesor, Viceministro de Turismo 
 観光担当副大臣 顧問 
Beatriz Pérez Asesora, Políticas Públicas, Turismo comunitario    
 コミュニティ観光 公共政策 顧問 
 
SENA (Servicio Nacional de Aprendizaje) 国家職業訓練庁 
Ciebel Mauricio Betancurt  Director de Empleo y Trabajo 
 雇用労働局長 
Jesús Galindo Asesor, Dirección de Formación Profesional 
 職業訓練局 顧問 
Walter Galeano Profesional del Grupo de Emprendimiento 
 起業グループ専門員 
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Jenny García Asesora, Jóvenes rurales emprendedores 
 若者企業家育成 顧問 
Diana Guarín Asesora, Despacho Asia Pacífico, Grupo Relaciones Internacionales 
 国際関係グループ アジア太平洋担当 顧問 
Yina Santana Coordinadora de Empleo 
 雇用コーディネーター 
 
Min Cultura (Ministerio de Cultura) 文化省 
German Franco Director de Comunicaciones 
 コミュニケーション部長 
Adriana Molano Coordinadora, Patrimonio y Material 
 文化遺産・文化財担当 コーディネーター 
Nancy Maldonado Coordinadora, Asuntos Internacionales y Cooperación   
 国際関係協力担当 コーディネーター 
Sebastián Arango Asesor, Grupo de Asuntos Internacionales 
 国際関係グループ 顧問 
 
MADR (Ministerio de Agricultura y Desarrollo Rural) 農業農村開発省 
Víctor Raúl Orozco Director de Desarrollo Tecnológico 
 技術開発部長 
Alexandra Forero   Asesora, Dirección de Desarrollo Rural 
 農村開発局 顧問 
Socorro Aguas  Profesional Especializada, Dirección de Desarrollo Rural 
 農村開発局 専門職員 
María Aguilera Ospina Profesional Especializada, Dir. de Planificación y Cooperación Técnica 
 計画技術協力局 専門職員 
Luis Acosta Asesor, Programa Contra Cultivos ilícitos (PCI) 
 非合法栽培対策プログラム 顧問 
 
Artesanías de Colombia 民芸品公社  
Iván Moreno Subgerente de Desarrollo 
 開発部 次長 
Alexander Parra Profesional, Subgerencia de Desarrollo 
 開発部 専門家 
Claudia G. Profesional, Subgerencia de Desarrollo 
 開発部 専門家 
Leira Molina Profesional, Subgerencia de Desarrollo 
 開発部 専門家 
Pedro Baracaldo Asesor, Oficina de Cooperación Internacional 
 国際協力室 顧問 
Blanca Ocampo Asesora 
 顧問 
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Red ADELCO (Agencias de Desarrollo Local de Colombia) コロンビア地域開発機関全国ネットワーク      
Hugo Rodríguez Director Ejecutivo  
 エクゼクティブ・ダイレクター 
Diego Orostegui Consultor  
 コンサルタント 
 
Min Trabajo (Ministerio del Trabajo) 労働省 
Natalia Ramírez Directora, Generación y Protección del Empleo y Subsidio Familiar 
 雇用創出保護家族補助局 局長 
Mario Rodríguez Asesor, Dirección de Generación y Protección del Empleo y Subsidio Familiar  
 雇用創出保護家族補助局 顧問 
Sebastián Rojas Asistente, Dirección de Generación y Protección del Empleo y Subsidio Familiar 
 雇用創出保護家族補助局 アシスタント  
Raúl Ballén  Profesional Especializado, Subdirección de Formalización y Protección del Empleo    
 雇用保護雇用フォーマル化部 専門職員 
José Bornachea Cooperante, Ministerio del Trabajo de España 
 スペイン労働省 協力専門家  
Ricardo Ramírez Director, Dirección de Desarrollo, Organizaciones Solidarias 
 連帯組織ソリダリアス 開発部 部長 
Carolina Bonilla  Profesional Grupo de Gestión Norte, Organización Solidarias 
 連帯組織ソリダリアス 北部管理グループ専門職員 
Cristina Muñoz Coordinadora de Cooperación Internacional, Organización Solidarias 
 連帯組織ソリダリアス 国際協力コーディネーター 
Fernando Martínez Profesional de Cooperación Internacional, Organización Solidarias  
 連帯組織ソリダリアス 国際関係専門職員 
Pilar Rivera Profesional de Cooperación Internacional, Organización Solidarias 
 連帯組織ソリダリアス 国際協力専門職員  
 
DPS (Departamento para la Prosperidad Social) 社会繁栄庁 
Pablo Ariel Gómez  Director, Inclusión Productivo y Sostenibilidad 
 生産的包括持続性部長 
Isabela Barrios Asesora, Dirección General 
 総務部 顧問 
Ana Milena Negrette Coordinadora Nacional, GIE (Grupo Generación de Ingresos y Empleabilidad) 
 収入雇用創出グループ コーディネーター 
Ivonne Villada Supervisora Nacional ICE (Incentivo a la Capacitación para el Empleo) 
 職業訓練インセンティブ 監督官 
Daila Zalid Ascanio Supervisora, Capacitación Micro empresarial 
 零細企業研修 監督官 
 
Ministerio de Relaciones Exteriores 外務省 
Patti Londoño Viceministra de Asuntos Multilaterales 
 他国問題担当次官 
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Rosangela Correa Coordinadora de Cooperación Sur Sur, Dirección de Cooperación Internacional 
 国際協力局 南南協力コーディネーター    
 
Gobierno Departamental de Cundinamarca クンディナマルカ県庁 
Luis Fernando Ayala Jefe de Gabinete 
 知事室長 
Carlos Álvarez Jefe Enlace Institucional, Secretaría de Cooperación y Enlace Institucional 
 協力調整局 調整担当局長 
Lina Paola Mora Secretaria, Secretaría de Cooperación y Enlace Institucional 
 協力調整局 秘書 
Luis Alfonso Linares Jefe, Secretaría de Planificación  
 計画局 局長 
Luis Ayala Asesor, Secretaría de Planificación 
 計画局 顧問 
Elvira Inés Garzón Asesor, Secretaría de Planificación  
 計画局 顧問 
Germán Rodríguez Secretario, Secretaría de Planificación 
 計画局 秘書 
Alfonso Rivas Secretaría de Competitividad y Desarrollo Económico 
  競争力経済開発局  
Jorge Emilio Rey Gerente, Instituto Departamental de Acción Comunal (IDACO) 
 コミュニティ・アクション庁 長官 
Luisa Aguirre Subgerente, Instituto Departamental de Acción Comunal (IDACO)  
 コミュニティ・アクション庁 副長官 
Juan Manuel Castro Asesor, Instituto Departamental de Cultura y Turismo (IDECUT) 
 文化観光庁 顧問 
 
Departamento de Tolima トリマ県 
Angel Gaitán Secretario General, Gobernación  
 県事務総長 知事代理 
Rodrigo Páez Olaya Secretario, Turismo, Industria y Comercio, Gobernación  
 県観光商工業局長 
Andrés Mauricio Troncoso Director de Cultura, Gobernación  
 県文化部長  
Luis Betancur Asesor, Despacho de Asuntos Internacionales, Gobernación  
 県国際室 顧問 
Héctor Cervera Asesor de Planeación, Gobernación  
 県計画局 顧問 
Rodrigo Ospitia Garzón Alcalde de Guamo 
 グアモ市長  
Cesar torres Director de Planeación, Guamo 
 グアモ市 計画部長 
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Fredy Rodríguez Jefe de Proyectos, Guamo 
 グアモ市 計画課長 
Hugo Ance Hernández Alcalde Chaparral 
 チャパラル市長 
 
12 Iniciativas OVOP Colombia  コロンビア OVOP12 イニシアティブ 
Moisés Cleves  Líder Iniciativa Villavieja, Huila 
 ウイラ県 ビジャビエハ・イニシアティブ リーダー  
Pedro Paulo Amaya Líder Iniciativa Villavieja, Huila 
 ウイラ県 ビジャビエハ・イニシアティブ リーダー  
Julián Bolaños Iniciativa Villavieja, Gobernaión, Huila 
 ウイラ県 ビジャビエハ・イニシアティブ ウイラ県庁  
Isabel Borrero Iniciativa Villaviaje, Alcaldía Villavieja, Huila 
 ウイラ県 ビジャビエハ・イニシアティブ ビジャビエハ市役所  
Claudia Farfán Iniciativa Villavieja, SENA Regional, Huila 
 ウイラ県 ビジャビエハ・イニシアティブ SENA 
Jairo Andrés Aza Líder Iniciativa Pueblo de los Pastos, Nariño  
 ナリーニョ県 プエブロ・デ・ロス・パストス・イニシアティブ リーダー 
Gilberto Buenaventura  Líder Iniciativa  Pueblo de los Pastos, Nariño 
 ナリーニョ県 プエブロ・デ・ロス・パストス・イニシアティブ リーダー 
Libia Mercedes Ramírez SENA Regional, Nariño 
 ナリーニョ県 プエブロ・デ・ロス・パストス・イニシアティブ SENA 
Gloria Deysi López Líder Iniciativa Panela Pulverizada, Socorro, Santander  
 サンタンデル県 ソコッロ・イニシアティブ リーダー 
Jairo Eduardo Aguilar  Líder Iniciativa Panela Pulverizada, Socorro, Santander  
 サンタンデル県 ソコッロ・イニシアティブ リーダー 
Humberto Corzo Iniciativa Panela Pulverizada, Alcalde de Socorro, Santander 
 サンタンデル県 ソコッロ・イニシアティブ ソコロ市長 
Ángel Olarte Villamil Iniciativa Panela Pulverizada , SENA Regional, Socorro, Santander 
 サンタンデル県 ソコッロ・イニシアティブ SENA 
William Amaya Iniciativa Panela Pulverizada, SENA Regional, Socorro, Santander 
 サンタンデル県 ソコッロ・イニシアティブ SENA 
Oscar Chacón Líder de la Iniciativa, Susa, Cundinamarca 
 クンディナマルカ県 スサ・イニシアティブ リーダー  
Marcelino Arley Chacón Líder de la Iniciativa, Susa, Cundinamarca  
 クンディナマルカ県 スサ・イニシアティブ リーダー  
Sonia Catalina de Pilar Líder de la Iniciativa, Susa, Cundinamarca  
 クンディナマルカ県 スサ・イニシアティブ リーダー  
Freddy Barreto Iniciativa Susa, SENA Regional, Cundinamarca  
 クンディナマルカ県 スサ・イニシアティブ SENA 
Sandy Lucia Alcocer Líder Iniciativa Mompox, Bolívar 
 ボリバル県 モンポックス・イニシアティブ リーダー 
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Hermes Manjarrez Líder Iniciativa Mompox, Bolívar 
 ボリバル県 モンポックス・イニシアティブ リーダー 
José Luis Jalilie Iniciativa Mompox, SENA Centro Agro empresarial, Bolívar 
 ボリバル県 モンポックス・イニシアティブ SENA 
Mauricio Fabián Fajardo  Líder Iniciativa Inza, Cauca 
 カウカ県 インサ・イニシアティブ リーダー 
María de Jesús Pencue Líder Iniciativa Inza, Cauca 
 カウカ県 インサ・イニシアティブ リーダー 
Héctor Fernando Pencue Líder Iniciativa Inza, Cauca 
 カウカ県 インサ・イニシアティブ リーダー 
Pedro José Cardona Líder Iniciativa Filandia, Quindio 
 キンディオ県 フィランディア・イニシアティブ リーダー 
Sandra Aguirre Líder Iniciativa Filandia, Quindio 
 キンディオ県 フィランディア・イニシアティブ リーダー 
Astrid Betancourt Líder Iniciativa, La Chamba, Guamo, Tolima 
 トリマ県 ラ・チャンバ・イニシアティブ リーダー 
Mayerli Prada Líder Iniciativa La Chamba, Guamo, Tolima  
 トリマ県 ラ・チャンバ・イニシアティブ リーダー 
Mauricio Prada Iniciativa La Chamba, Alcaldía Guamo, Tolima 
 トリマ県 ラ・チャンバ・イニシアティブ グアモ市役所 
Rodrigo Vásquez Líder Iniciativa Paipa, Boyacá 
 ボヤカ県 パイパ・イニシアティブ リーダー 
Yeimi Marcela Puerto Líder Iniciativa Paipa, Boyacá 
 ボヤカ県 パイパ・イニシアティブ リーダー 
Blanca Yanneth Alvarez Iniciativa Paipa, Gobernación Boyacá 
 ボヤカ県 パイパ・イニシアティブ ボヤカ県庁 
Ilgia Bernal Iniciativa Paipa, Gobernación Boyacá 
 ボヤカ県 パイパ・イニシアティブ ボヤカ県庁 
Wilson Ochoa  Iniciativa Paipa, Alcaldía, Boyacá 
 ボヤカ県 パイパ・イニシアティブ パイパ市役所 
Emer Montalvo Líder Iniciativa Tuchin, Córdoba 
 コルドバ県 トゥチン・イニシアティブ リーダー 
Eberto Lucas Líder niciativa Tuchin, Córdoba 
 コルドバ県 トゥチン・イニシアティブ リーダー 
Luz Marina Moreno Iniciativa Tuchín, Alcaldía, Córdoba 
 コルドバ県 トゥチン・イニシアティブ トゥチン市役所 
Deyanira Guerra Iniciativa Tuchín, SENA Regional, Córdoba 
 コルドバ県 トゥチン・イニシアティブ SENA 
Javier Burbano Líder Iniciativa Sibundoy, Putumayo 
 プトゥマヨ県 シブンドイ・イニシアティブ リーダー 
Carlos chingal  Líder Iniciativa Sibundoy, Putumayo 
 プトゥマヨ県 シブンドイ・イニシアティブ リーダー 
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Gloria Román Líder Iniciativa San Vicente, Antioquia 
 アンティオキア県 サンビセンテ・イニシアティブ リーダー 
Rosalba Giraldo  Líder Iniciativa San Vicente, Antioquia 
 アンティオキア県 サンビセンテ・イニシアティブ リーダー 
María Varela  Iniciativa San Vicente, Gobernación, Antioquia 
 アンティオキア県 サンビセンテ・イニシアティブ アンティオキア県庁 
José Antonio Bedoya Iniciativa San Vicente; Alcalde San Vicente, Antioquia 
 アンティオキア県 サンビセンテ・イニシアティブ サン・ビセンテ市長 
Liliana Tabares Iniciativa San Vicente, SENA Regional, Antioquia 
 アンティオキア県 サンビセンテ・イニシアティブ SENA 
 
Universidades 大学 
Lidia Molano Universidad de Ibagué, Tolima  
 トリマ県 イバゲ大学 
Lady J. Peñaloza Universidad de Ibagué, Tolima  
 トリマ県 イバゲ大学 
Yanny Manjarrez Universidad de Ibagué, Tolima  
 トリマ県 イバゲ大学 
Laura García Universidad Javeriana, Bogotá 
 ボゴタ ハベリアナ大学 
Nicolás Gómez Universidad Javeriana, Bogotá 
 ボコタ ハベリアナ大学 
Natalia Bernal  Universidad Javeriana, Bogotá 
 ボコタ ハベリアナ大学 
Lorena Guerrero Universidad Javeriana, Bogotá 
 ボコタ ハベリアナ大学 
 
Fundación Social 社会財団 
Patrick Tissot Asesor, Vicepresidencia Corporativa 
 協力担当副理事長室 顧問  
 
Fundación WWB Colombia ウイメンズ・ワールド・バンキング (WWB) コロンビア 
Clara Serra - Akerman Presidente 
 コロンビア代表 
 
Helm Bank ヘルム銀行 
María Fernanda Guarín Vicepresidente Negocio Global 
 グローバルビジネス担当 副頭取   
Natalia Chaves Gerente Comercial Negocio Global 
 グローバルビジネス担当 コマーシャル・マネジャー 
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Colombia Exotica 旅行会社 エキゾチックツアー・コロンビア  
Patriicia Maraki Zamora Gerente Comercial 
 コマーシャル・マネジャー 
Angelica Valencia Consultora/Planificador  
 コンサルタント ツアープランナー 
 
EU (Unión Europea) 欧州連合 
Frank Porte Jefe de Sección Cooperación 
 協力課長 
Johny Porte Task Manager, Proyecto DEL   
 DEL プロジェクト タスクマネジャー 
 
Embajada del Japón 在コロンビア日本大使館 
Kazumi Suzuki Embajador 
鈴木 一泉  大使 
Yasuhisa Suzuki Consejero 
鈴木 康久 参事官 
Daisuke Kusa Primer Secretario Jefe de Cooperación 
草 大輔 経済協力担当 一等書記官 
  
JICA Colombia JICA コロンビア支所 
Hidemitsu Sakurai Representante Residente 
桜井 英充 支所長 
Maki Mitsuoka coordinadora del Programa, Construcción de la Paz  
光岡 真希 企画調査員 
Ángel S. Oscar Oficial de Programa, Área de Cooperación Técnica y Financiera 
 プログラム・オフィサー 
Patricia Flores Consultora Asistente 
 アシスタント・コンサルタント    
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２．協議議事録（Minutes of Meeting）、討議議事録（ Record of Discussions）
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Joint Coordinating Committee (JCC) : At least once a year in Bogota

Japanese 
side

Colombian side

• JICA Chief 
Advisor and 
other experts

• JICA Colombia 
Office

• Embassy of 
Japan(observer)

• General Director of National Planning 
Department(Chairperson)

• Director of Territorial Development Direction
• 1 Representative from

• Ministry of Agriculture and Rural Development
• Ministry of Commerce, Industry and Tourism
• Ministry of Culture
• Social Prosperity Agency
• National Learning Services
• Colombia Handicraft Agency
• Special Administrative Unit of Solidarity 

Organizations 
• Colombian Presidential Agency of International 

Cooperation
• 1 Representative selected among all the  12 OVOP 

Initiatives

Annex IV:  A List of Proposed Members of Joint Coordinating Committee

Observer can be added upon mutual agreement of Japanese and Colombian side.
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Annex V   Project Area Map (location of 12 OVOP Iniciatives) 

 

OVOP COLOMBIA
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調
査
項
目
及
び
対
処
方
針

 

 

  過去の調査結果、現状、及び課題 対処方針 調査結果 

 
I. 事前評価の実施 

１．調査の背

景 

コロンビア国における一村一品運動（以下

OVOP）は、平和構築と地域の復興に向け、住民の

関係性の回復と共同・協働・団結を通じた地域共同

体の強化をめざして推進されている。2009年に副大

統領主催でOVOPセミナーを開催したことから始ま

り、2009年6月には、国家企画庁(以下DNP）のリー

ダーシップの下、OVOP中央実行委員会が結成さ

れ、OVOPの推進メカニズムの構築を図ってきてい

る。 

 これまで、短期専門家2名（一村一品運動推進、

地域振興）の派遣と、地域別・国別研修（OVOP運

動推進：29名参加済み）の実施をした他、国家職業

訓練庁の全国ＴＶ会議システムを活用したOVOP概

念の普及、OVOPに係るコンセプトペーパーの策

定、OVOP中央実行委員会によるOVOPイニシアテ

ィブ評価指標の設定、29県（国内の県の90％）から

213件の応募があったOVOPイニシアティブ（地域資

源を生かした付加価値活動）の評価と選定（12イニ

シアティブ）、そして、OVOP全国大会の実施を行っ

た。 

 これらの活動を通じてコロンビア国政府はOVOP

の推進を国家レベルで推進していくことを改めて確

  

付属資料 3 調査項目及び対処方針 
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  過去の調査結果、現状、及び課題 対処方針 調査結果 

 
認し、国家開発計画（2010年-2014年）に位置づけ

ている。さらに同政府は、OVOPの概念や経験を踏

まえて、地域開発国家政策を策定することとしてお

り、DNPでは、独自の予算で、コンサルタント1名（地

域開発政策)を長期契約している。今後は、

OVOP12イニシアティブのフォローを中心に、OVOP

運動の全国普及を図ることとしている。 

このような背景の下、コロンビア国における

OVOP運動を拡大し、そのメカニズムを開発・強化し

て広く人々が裨益する包括的（インクルーシブ）な地

域開発の全国モデルを構築していくにあたり、DNP

より日本政府に対して技術協力プロジェクトの要望

が提出された。 

２．M/M 署名

相手及び使用

言語 

  ・M/M の先方署名者は国家企画庁長官（一村一

品の統括省庁）、国際協力庁長官（援助窓口）を

予定。 

・M/M の使用言語はスペイン語（和訳も作成。た

だし R/D については英語とする）。 

・R/D 案についても合意し、同案を添付した M/M

の署名を予定。 

・R/D については、調査団帰国後、本部にて決裁

のうえ、支所と先方の間で署名交換を行う。 

 

・M/M の先方署名者は国家企画庁長官

（一村一品の統括省庁）、国際協力庁長

官（援助窓口）。 

・M/M の使用言語は英語、スペイン語

（和訳も作成。ただし R/D については英

語とする）。 

・R/D 案についても合意し、同案を添付し

た M/M の署名を予定。 

・R/D については、調査団帰国後、本部

にて決裁のうえ、支所と先方の間で署名
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  過去の調査結果、現状、及び課題 対処方針 調査結果 

 
・R/D の署名者は DNP、APC の他に中央委員会

メンバーである・商工観光省、・農業農村開発

省、・文化省、・社会繁栄庁、・国家職業訓練庁

校、・コロンビア民芸品公社の６機関についても

署名欄に加える方向で協議する。 

交換を行う。 

３．プロジェク

ト名 

【要請書】 

英文：OVOP Colombia Project 

西文：Proyecto de OVOP Colombia 

和文：一村一品（OVOP）コロンビア推進プロジェクト

・これまでも“OVOP Colombia”という名称が用い

られていることから、英語及び西語についてはこ

のままとする。日本語名称については「一村一品

コロンビア推進プロジェクト」とする。 

 

和文： 

一村一品（OVOP）コロンビア推進プロジェクト 

→ 一村一品コロンビア推進プロジェクト 

・英文：One Village One Product “OVOP” 

Colombia Project 

・西文：Proyecto Un Pueblo Un Product 

“OVOP” Colombia 

・和文：一村一品（OVOP）コロンビア推進

プロジェクト 

４．協力期間 （要請書） 

2012 年 6 月～2016 年 6 月 （4 年間） 

・プロジェクト期間は 4 年間とする。 

・本調査、R/D 署名、専門家派遣手続き等を考慮

すると、開始は 12 月頃となることを説明する。 

（想定スケジュール） 

８～９月 R/D 署名、コンサルタント選定手続き 

１１月 コンサルタント決定 

１２月 現地業務開始 

・プロジェクト期間は 4 年 

・手続きについてはインタビュー時に

JICA 支所から説明。 

・９月 R/D 署名、コンサルタント選定手

続き 

１１月 コンサルタント決定 

１３年１月 現地業務開始 
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  過去の調査結果、現状、及び課題 対処方針 調査結果 

 
５．実施機関 （要請書） 

国家企画庁（DNP）地域開発局 

・先方要請書のとおり、DNP 地域開発局をメイン

の C/P とする。DNP の役割、他機関との協力体

制、人員、予算措置等について確認する。 

・Project Director、Project Manager について想定

は以下のとおり。 

Project Director：国家企画庁長官（副長官？） 

Project Manager：国家企画庁地域開発局長 

・DNP 地域開発局がメイン。 

・Project Director：国家企画庁長官

Project Manager：国家企画庁地域開発

局長 

・DNP では、プロジェクトコーディネーター

として、2013 年に契約職員を１名配置予

定。 

 

６．関係機関 （中央省庁・行政機関） 

・商工業観光省 

・農業農村開発省 

・文化省 

・社会繁栄庁 

・国家職業訓練庁（SENA） 

・コロンビア民芸品公社 

以上の機関と DNP が中央実行委員会メンバー 

 

（地方行政機関等） 

・県庁 

・SENA 県支部 

・商工会議所 

・中央実行委員会及び地方運営委員会のメンバ

ーが関係機関となることを想定。左記以外の機関

で連携について協議すべき機関があるか確認す

る。 

 

・各機関の役割、人員、予算措置と OVOP に関す

る事業（特にイニシアティブ向けの支援スキーム）

の現状について確認が必要。 

 

・コロンビアにおけるジェンダーに関する基礎情

報の確認のため、“Office of the Presidential 

Counselor for Women's Equity”〔コロンビアにおけ

るジェンダー主流化のフォーカルポイント

・Ｃ/Ｐ機関：DNP、商工業観光省、農業農

村開発省、文化省、社会繁栄庁、SENA、

コロンビア民芸品公社、ソリダリアス（労

働省）、国際協力庁（APC） 

・各機関とも、特に OVOP 向けの予算とし

て配分しておらず、当該機関の通常の事

業のなかで、機関のマンデートに合致す

る活動を支援していく。人員については、

DNP は少なくとも２名がほぼフルタイムで

かかわっている。他の機関では、通常業

務のなかで対応。DNP は、半分程度を

OVOP 業務に従事する職員（契約を含

む）を配置するよう奨励している。 
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  過去の調査結果、現状、及び課題 対処方針 調査結果 

 
（・大学） 

 

・市役所 

・SENA 推進ユニット 

（National Machinery）〕を訪問する。ただし、

OVOP委員会等へのメンバーとしての参加につい

ては想定しない。また、農村女性支援プログラム

など、OVOP における女性支援・ジェンダー平等

の視点を取り入れられる機関への聞き取りを行

う。 

・ジェンダー関連機関への聞き取りは実

施できなかったが、イニシアティブでの女

性の参加状況について調査したところ、

参加率は 25～90％とさまざま。 

 

７．合同調整

委員会（JCC） 

 ・JCC の役割を説明し、コロンビア国側メンバーに

ついて先方の意向を確認する（中央実行委員会

のメンバーと、１２県の代表者及び学識経験者等

を想定）。 

・JCC メンバー 

コロンビア側：DNP 長官（議長）、DNP 地

域開発局長、農業農村開発省、商工業

観光省、文化省、社会繁栄庁、国家職業

訓練庁、コロンビア民芸品公社、ソリダリ

アス、APC、12 イニシアティブ代表者 1 名 

日本側：専門家、JICA 事務所、大使館

（オブザーバー） 

８．プロジェク

ト対象地域 

（要請書） 

ボゴタ及び１２モデルイニシアティブを実施している

１２県 

・要請どおり、１２イニシアティブを対象とする方向

で協議する。ただし、日本人専門家の現地入りに

ついては JICA の安全基準に従うことを確認する

（したがって JICA の安全基準上立ち入りが認め

られない地域については、本邦及びボゴタ等での

研修への参加と、ローカルコンサルタントによるモ

ニタリング・助言が主な活動となる）。 

・対象地域はコロンビア全土とする。12 イ

ニシアティブを主たる対象とするが、対象

県内の他の地域、他県にも 12 イニシアテ

ィブの活動を拡大する。安全基準の見直

しを行っているが、日本人が立ち入れな

い地域については、ローカルコンサルタ

ントと協力。 

９.裨益対象者 （要請書） ・実施機関と協議を行い、裨益対象者の設定に ・直接受益者（ターゲットグループ）：県、
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  過去の調査結果、現状、及び課題 対処方針 調査結果 

 
及び規模 ・12 イニシアティブ対象市町村人口の合計は 26 万

4,000 人。 

 

ついて協議し、最終的に裨益対象者とその規模

を決定する（直接的な裨益者であるイニシアティ

ブに直接かかわる生産者と間接裨益者を区別す

ることが望ましい）。 

・直接裨益者の男女それぞれの数についても確

認を行う。 

市、SENA 地域事務所、12 イニシアティブ

のリーダー・メンバー 

間接受益者：OVOP イニシアティブに参加

する可能性がある住民 

・12 イニシアティブの参加者は、各イニシ

アティブ数十世帯～数百世帯。女性がリ

ーダーのイニシアティブもある。 

II 今次調査における確認事項 

要請分野の現

状、課題、具

体的ニーズ 

 

 

・要請内容及びコロンビア国側での WS に基づく

PDM 素案の内容について確認を行う。 

・中央実施機関、関係機関についてはコンサルタ

ント団員先行期間にインタビューで各機関からの

聞き取りを行う。 

・地方実施機関、関係機関については 7/28、8/3

のワークショップ及び現地視察において聞き取り

を行い、新プロジェクトへの意見を聴取する。 

・同時に地方関係者については現時点の実施能

力（人員体制、スタッフ能力、予算）に関する調査

を行う。 

 

・PDM 案参照。 

・中央レベル関係機関における課題等に

ついては面談録参照。〔主なものは、

OVOP 原則の規則（ロゴの扱い含む）の

未整備、イニシアティブにかかわるリーダ

ー・住民のキャパシティ不足、組織的能

力の不足、原材料入手・流通等産品に係

る問題、等〕 

・地方についても、中央レベルと同様の

課題が指摘されている。また、イニシアテ

ィブによっては、OVOP 委員会が設立さ

れていない地域がある。 
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  過去の調査結果、現状、及び課題 対処方針 調査結果 

 
政策 ・サントス政権は2011年4月、選挙公約で掲げた成

長戦略の5本柱（インフラの整備、農業の活性化、

住宅建設の促進、イノベーションの推進、鉱業開発

の振興）を基に、貧困と不平等の削減、正規雇用の

増加、安全な生活の確保を主軸とする「国家開発

計画2010～2014年（PND2010～14）」を策定。スロ

ーガンは「全国民の繁栄」。 

・PND2010～14は、総額565兆ペソ（2010年価格；約

3,100億ドル）を投じて、①経済競争力の強化と持続

的成長の確保（配分額：約264兆ペソ）、②機会平等

の保障による豊かな社会の実現（約168兆ペソ）、③

確固たる和平の構築（約77兆ペソ）、④環境の保全

と災害の予防（約34兆ペソ）、⑤豊かな民主社会の

建設（約217億ペソ）をめざす。 

・OVOPの概念や経験を踏まえて、地域開発国家政

策を策定することとしており、DNPでは、独自の予算

で、コンサルタント2名（地域開発政策、OVOP)を長

期契約している。 

・国家開発計画における OVOP の具体的な位置

づけと予算計画を確認する。 

 

・地域開発政策策定の現状について確認し、その

なかでの OVOP の位置づけ、予算計画等につい

て確認を行う。 

 

・OVOP は、ADEL 等と並び、地域開発の

重要な戦略と位置づけられている。地域

開発では、地域の状況に応じた内発的発

展が重要であり、OVOP は、コミュニティ

が地域のアクターとなり、問題を解決して

いくものとされている。 

・地域開発政策は、ドラフトが完成してお

り、DNP で修正・承認のための作業を行

っている。来年１月に CONPES で承認さ

れることをめざす。地域開発政策のコン

セプトはＯVOP と一致している。 

実施体制 

  

  

 

（１）中央 

・国家企画庁（DNP）地域開発局を中心として、DNP

の他の専門局の支援を受け、商工業観光省、農業

農村開発省、文化省、社会繁栄庁、SENA（国家職

業訓練庁）、コロンビア民芸品公社が中央実行委員

・DNP 及び中央実行委員会メンバー各機関の担

当部署、担当者を確認する。プロジェクト実施に

十分な人員（DNP は少なくとも局長＋1 名、他機

関は各 1 名）を確保するよう要望する。 

・各機関の所掌業務を確認のうえ、中央実行委

・訪問した機関については、担当部署・人

員を確認。（詳細は面談録） 

・DNP 以外の機関では、特に OVOP 向け

の予算は配分しておらず、基本的に各機

関のマンデートのなかで、それぞれ対応
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会のメンバーとなっている。中央実行委員会のTOR

について現時点では決まったものはないが、OVOP

コロンビア推進のための方針決定、イニシアティブ

選考・支援調整、イニシアティブの評価モニタリン

グ、経験共有/広報などが想定される。現在コロン

ビア国側で協議中。 

員会の運営及びイニシアティブ支援に使えるスキ

ーム、予算を確認する。 

 

するというスタンスと思われる。APC がカ

ウンターパート基金を確保する。 

（２）県 

・県の OVOP 運営委員会は、県レベルでメンバー選

考、方針を決めることとなっており、主要メンバーは

県庁関係部局、SENA 県支部及び大学等である。 

・現状はいくつかの県において政令により県運営委

員会が設置されたが、その機能化はこれからの課

題。 

・県運営委員会の役割は、条例発出がなされてい

る県では明記されている。 

・県の担当部署、担当者を確認し、少なくとも１名

の C/P を確保できるよう要望する。 

・県運営委員会の現状について確認する。 

・県運営委員会を機能させるために必要な事項を

洗い出し、中央実行委員会と共有するとともに、

プロジェクト活動に落としこむ。 

・実務担当者のキャパシティを確認する。 

・県の OOVP 委員会の構成は、イニシアテ

ィブによって異なり、市レベルにのみ委員

会がある地域もある。県に委員会がある

場合は、県知事が代表になるケースが多

い。 

・委員会が設置されているところでは、あ

る程度機能している模様だが、イニシア

ティブのリーダー・メンバーからは、研修、

技術的助言等、委員会による支援を更に

強化してほしい要望が出ている。 

（３）市町村 

・市町村のOVOP運営委員会は、市町村レベルでメ

ンバー選考、方針を決めることとなっており、主要メ

ンバーは市町村関係部局、SENA 推進ユニット等で

ある。 

・現状はいくつかの市町村において政令により市町

村運営委員会が設置されたが、その機能化はこれ

・市町村運営委員会の現状について確認する。 

・市町村運営委員会を機能させるために必要な

事項を洗い出し、中央実行委員会と共有するとと

もに、プロジェクト活動に落としこむ。 

・実務担当者のキャパシティを確認する。 

・市の OVOP 委員会の構成は、イニシアテ

ィブによって異なり、県レベルにのみ委員

会がある地域もある。市に委員会がある

場合は、市長が代表になるケースが多

い。 

・委員会が設置されているところでは、あ

る程度機能している模様だが、イニシア
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からの課題。 

・市町村運営委員会の役割は、条例発出がなされ

ている県では明記されている。 

ティブのリーダー・メンバーからは、研修、

技術的助言等、委員会による支援を更に

強化してほしい要望が出ている。 

（４）イニシアティブ 

・200 以上の候補の中から 12 県の 12 イニシアティ

ブが選定され、その後ローカルコンサルタントにより

ニーズ、アクションプラン作成、マーケティング等の

調査が実施され、支援計画案が策定されている。 

・イニシアティブの種類は観光（４）、地元産品（加工

食品２、手工芸品４）、祭り（２）と多岐にわたるた

め、各イニシアティブごとに想定される支援内容もさ

まざま。 

・イニシアティブの対象範囲、現在の活動状況、

キーパーソン、課題等について確認する。 

・支援計画案に基づき、イニシアティブを支援する

側（中央/地方行政、NGO、民間、大学等）の制

度、キャパシティの確認を行う。 

・各イニシアティブとも課題を抱えながら

も、コロンビア国側のオーナーシップで進

捗している。イニシアティブによっては、

関連した活動（観光と民芸品を結びつけ

るなど）を拡大したり、県内の他のコミュ

ニティでイニシアティブと類似した活動が

生まれたりしている。 

・中央では、DNP を中心に支援体制が整

備されつつあるが、DNP 以外の機関で

は、通常業務のなかで支援するという方

針であるので、通常業務に組込まれるこ

とで持続性につながるという点では望ま

しいものの、機関によってはオーナーシッ

プに差異が感じられる。 

他ドナー等の

関連活動 

・ＥＵ 

 

 

・各ドナーの関連支援について、プログラム（プロ

ジェクト）の全体スケジュール、活動内容を把握す

る。特に１２イニシアティブ対象県における支援内

容を確認する。その際、金融支援のメカニズムの

有無・内容についても確認を行う。 

・重複、連携可能性のありそうな事業の情報を確

・EU、UNDP 等が ADEL を支援。（詳細は

面談録） 

・ADEL は、コミュニティのオーナーシップ

とキャパシティの向上により地域開発を

めざす点は、OVOP と類似しているが、自

治体の行政区を対象地域として区分して
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認する。 

 

いないこと、資金援助を行うこと、プロジェ

クトの支援を３年と区切ること、等が異な

っている。 

小規模金融の

現状 

・アクシオンソシアルが解体されて昨年発足した社

会繁栄庁では、小規模事業者に対する融資スキー

ムをもっており、これを OVOP に活用することが検

討されている。 

・一方で、いくつか民間のマイクロファイナンス機関

及びそのアソシエーションが存在しており、これらの

サービスを利用できる可能性がある。 

・12 イニシアティブ対象地域における金融サービ

スの有無 

・12 イニシアティブにおける資金の流れ・資金管

理の体制 

・社会繁栄庁の融資スキーム及び同庁の実施体

制（融資の審査体制や返済率なども含む）につい

て詳細を調査する。 

・MFアソシエーション及びMF 機関から聞き取りを

行い、サービス内容及び金融サービス提供の際

の課題について情報収集を行う。 

・商工業観光省、農業農村開発省、DPS、

SENA で、小規模金融を提供している。

（詳細は面談録） 

・マイクロファイナンス（MF）機関を

傘下に有する財団（Fundación Social、

Fundación WWB ）、ヘルム銀行は

OVOP に CSR 的な観点から興味を示

しており、プロジェクト開始後の連携

が期待できる。 

貧困・ジェンダ

ーへの配慮 

・12 イニシアティブの活動においては、イニシアティ

ブにより男女の参加率が異なると報告がされてい

る。 

・12 イニシアティブにおけるジェンダー間格差の有

無、また労働過多などの負の影響が生じていない

か等の確認が必要である。 

・コロンビア国の OVOP がめざす“住民の関係性の

回復と共同・協働・団結を通じた地域共同体の強

化”という方向性のなかにおいて、コミュニティにお

ける連帯醸成の核となる女性や、社会的弱者（国内

・コロンビア国側の OVOP に期待する“インクルー

シブな地域開発”の考え方や、各イニシアティブ

対象地域におけるジェンダー、社会的弱者の現

状について調査したうえで、成果 2（モデルイニシ

アティブでの活動を通じたメカニズム開発）、成果

4（戦略）等の活動において、ジェンダー、社会的

弱者などを含むインクルーシブな視点に立った活

動を記載することを提案する。必要に応じて、日

本側投入として専門家派遣にジェンダーを追加す

る。（短期・長期については要検討） 

・「インクルーシブ」については、「コ

ミュニティを形成する多くのアクター

が意思決定プロセスに参加しその結果

を享受できること」と定義する。 

・その他協議・合意事項は M/M 参照。 
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避難民・除隊兵士とその家族等）などの多様なアク

ターが活動にうまく取り込まれているか等の確認が

必要である。 

・OVOP イニシアティブ拡大に向けた戦略が策定さ

れる(成果 4)際に、考慮されることが望ましいジェン

ダー・社会的弱者配慮のポイントを抽出する。 

・成果 1 に関しても、OVOP 委員会に女性や社会

的弱者の代表をメンバーとして参加するなど、イ

ンクルーシブな視点に立った体制づくりが必要で

あることを M/M に明記する。 

・その他、調査における気づきの点を M/M に記

載する。 

III プロジェクト構成案 

プロジェクトの

方向性 

  ・ 先方の本プロジェクト（日本の支援）への期待は

①OVOP 理念に基づいた地方開発計画策定の

側面支援（対象１２県？）、②１２イニシアティブ

対象の支援活動（支援者とのマッチング、研修、

モニタリング）への支援、③イニシアティブの拡

大等将来に向けた OVOP 戦略の検討、人材育

成への支援、④多様な関係者のファシリテータ

ーとしての役割 

・ １２イニシアティブの対象地には、安全基準上日

本人専門家の立ち入りができない場所もあるこ

とから、現地リソース（コンサルタント、NGO）及

び遠隔で行える活動（集合研修等）の有効利用

に留意してプロジェクト計画を作成する。 

・日本側は、12 イニシアティブの強化（地

域レベルのアクションプラン策定・実施を

含む）、イニシアティブの拡大に向けた

OVOP戦略の検討、人材育成等に関する

技術的支援を行い、DNP とともに多様な

関係者のファシリテーター的役割を担う。

・安全基準上日本人専門家が立ち入りが

できない地域があることを考慮し、必要に

応じローカルコンサルタントを起用、ま

た、各地の関係者を集めて研修を実施す

るなどの活動を行う。 

上位目標 （要請書） 

地域を活性化しコロンビアの平和に貢献するため

に、社会的な結びつきとコミュニティの自治を強化

（JICA 案） 

上位目標はプロジェクト終了後 3～5 年での達成

を想定している旨説明のうえ、基本的に先方案の

・以下についてはＰＤＭ案参照 
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する。 とおりとする。 

・ 「コロンビア国における平和と地域の再生に向

けて地域コミュニティの社会一体性（social 

cohesion）と自立が強化される。」（和訳が異なる

が、原文同じ） 

 

・指標・・・イニシアティブ関係者の社会的結びつ

きの強さ及び経済的自立の度合い。 

案件目標 （要請書） 

コロンビアにおける地域開発政策の手段として、一

村一品運動の原則をもとにした包括的な地 

域開発モデルを構築する。 

(JICA 案) 

先方案に「承認される」を追加。 

 

コロンビアにおける地域開発政策の手段として、

一村一品運動の原則に基づいた包括的な地域

開発モデルが構築、承認される。 
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成果 （要請書） 

成果1. OVOP原則に基づき、地域開発関係者の能

力が強化された。 

成果2. イニシアティブとOVOP運動のニーズを支援

するために、機関の機構と手段が開発された。 

成果3. 国内でのOVOPイニシアティブ拡大とネット

ワーク構築促進のための戦略が実施された。 

成果 4. 地域開発のための協調融資、融資、支援

事業機構が確認された。 

（JICA 案） 

1. OVOP原則に基づき、地域開発実務者※の能

力が強化される 

2. １２イニシアティブへの支援を通じて、OVOP

運動実施において必要とされるネットワーク

が構築され、体制・制度やツールが開発され

る。 

3. （案１）地域開発に係る融資、共同融資、支

援サービスメカニズムが確認される。 

（案２） 12 イニシアティブを通じた地域開発に

かかる資金が調達される。 

4. 国内での OVOP イニシアティブ拡大に向けた

戦略が策定される 

 

※ここでいう「地域開発実務者」とは、本プロジェ

クトの C/P となる各省、県の地域開発担当者を指

す 

 

 

 

活動 （要請書） 

成果1のための活動 

- 国家開発計画に予定されている地域開発のため

の能力創出・強化戦略への投入として機能する、

OVOP運動の原則に基づいた国家研修プログラム

の設計と実施。 

（JICA 案） 

  

（成果 3 の下での活動案） 

活動3-1 活用可能な資金源に関する情報、資金

調達の手続きを明確にする。 

活動3-2 資金調達に関する研修、金融教育を実
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- 日本での研修で、OVOP運動の推進と実施の主

要関係者を養成する。 

- 地域開発管理において、地元関係者に継続サポ

ート、コンサルティングを行う。 

- OVOP運動の原則に基づいた国家研修プログラ

ムの枠組みで展開する活動に、モニタリングを行

う。 

成果2のための活動 

- 中央政府の地域開発政策にOVOP運動の要素を

組み入れるための、投入を発生させる。 

- OVOPの国家・地方委員会を設立・強化する。 

- イニシアティブとOVOP運動を強化するために需

要と供給を確認し、機関間の合意とTICs（情報・通

信技術）ツールによって連結を推進する。 

- OVOPイニシアティブのために、地方マーケティン

グの機関間戦略・業務を設計する。 

- OVOP運動の一部として、地方機関認定の基準を

定義する。 

- OVOPの地域的イニシアティブを支援するため

に、さまざまなレベルで政府の規準の作成を促進す

る。 

- 統制原産地呼称であろうと原産地呼称や品質マ

ークであろうと、品質証明プロセスを展開するため

施する。 

活動3-3 資金調達に関する申請書類の作成を

支援する。 

活動3-4 各イニシアティブが事業実施に必要な

資金を調達する。 
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に、同盟を促進する。 

成果3のための活動 

- 国・地方レベルでOVOP活動に関するコミュニケ

ーション戦略を設計・実施する。 

- 成功事例を確認し、資料で裏づけして出版する。

- OVOP活動のラテンアメリカ国内・地域会合を実

施する。 

- OVOP展示店舗の稼働を促進する。 

- OVOP地域・国内ネットワークを創設するための

方法と計画を設計・実施する。 

成果4のための活動 

- OVOPの地域イニシアティブを支援するために、

活動と可能性のある資金調達（自己資金または外

部からの融資）を示したプログラム概要を作成す

る。 

- OVOPイニシアティブのために、国の融資プログラ

ムを利用するためのルートを整備・確立する。 

 

投入 （要請書） 

1) コロンビア国側 

・ カウンターパートのチーム（国・県・地域政府の公

務員15名） 

・ 基本的な装備のプロジェクト事務所 

1) コロンビア国側 

・カウンターパート配置（DNP 複数名、中央委員

会関係機関担当者各１名、１２県庁担当者各１

名） 

・プロジェクト事務所、備品 

 



－
123

－

 

 

  過去の調査結果、現状、及び課題 対処方針 調査結果 

 
 

2)日本側 

長期専門家1名：チーフアドバイザー/プロジェクト運

営・地域開発管理 

長期専門家1名：研修プログラムの調整/設計 

短期専門家1名：地方マーケティング 

短期専門家1名：OVOP推進 

短期国際専門家1名：財務 

現地コンサルタント2名（コミュニティ開発/小規模企

業開発） 

本邦研修（日本） 

グループでの国内研修（コロンビア/第三国） 

部分的な運営費（国内・地域会合、地域セミナー、

出版、素材、データベース、カウンターパートの交流

（国内・国際体験）、指導のための投入、器具機材）

機材（車両、最小装備、インフラの適応、OVOP 店

舗の装備） 

･プロジェクト活動費（研修、出張、広報費用等） 

 

2)日本側 

・ 以下の案を説明し、了承を得る。 

1 専門家チーム（業務実施契約、再委託部分

を含む） 

１） 総括/地域開発 

2) 業務調整/研修プログラム設計運営 

3) マーケティング 

4) 財務管理 

5) コミュニティ開発/社会開発（ジェンダー） 

6) 中小零細企業支援 

2 機材供与 

1) 必要な機材 

・ 必要となる機材の種類・量を調査する。 

・ 機材の現地調達可能性、想定価格を確認す

る。 

3 カウンターパート本邦研修 

内容と人数は専門家と C/P 機関の協議によ

りプロジェクト開始後に定められるが、おおよそ

の想定として以下を参考値とする。 

- 12 イニシアティブ担当者（地方行政官また

はイニシアティブ代表）＋中央委員会メンバー 
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18 名×1 カ月×3 年（１年次は現在実施中の国

別研修で代用） 

(1) 研修対象者は基本的に公的機関の C/P を

中心にする。 

第三国研修も可能だが、必要不可欠か、限定的

なリソースと予算の制約下で適切な研修先が確

保できるかによる。 

・コロンビア国側の活動費負担可能性について協

議する（支所からの情報では活動費用の半分を

コロンビア国側が負担することをめざして交渉中

とのことであるが、なるべく先方側の負担を引き

出す形で交渉する）。 
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面談記録 
 

DNP 

日 時 2012 年 7 月 23 日 14：00～17：00 

場 所 DNP, DDTS 会議室 

出席者 DNP Oswaldo Porras 持続的地域開発局 技術局長 

Beatriz Gómez 持続的地域開発局 顧問 

Maritza Pomares 持続的地域開発局 公共マネジメント コーディネー

ター（日本研修参加者） 

JICA 光岡企画調査員 

調査団 田中、樋口通訳 

 

1. 調査団より訪問の目的の説明 

 

2. DNP より OVOP に関する背景、概要の説明 

・コロンビア国はラテンアメリカのなかで最も地方分権が進んでおり、地方政府で予算の多くを

拠出し事業を実施している（全国に県が 32、市町村レベル自治体が 1,100）。地方で予算をも

っているということは、地方における開発が重視されており、地方がオーナーシップをもって

いるということである。 

・憲法に基づき、中央（国家）・県・自治体それぞれが開発計画をつくることになっている。現

行の国家開発計画では、これまでと違う特徴として、初めて地域開発に重点がおかれている。

OVOPは国家開発計画で言及されているマンデートとなっており、DNPが OVOPの調整を行う。 

・策定中の地域開発政策は、地域開発のために、中央政府の果たすべき役割、県がどのような地

方開発を展開すべきか、コミュニティリーダーがどのようなインセンティブを得られるか、等

を定めたもの。地域開発計画は、地域の現状に即したものであるべきで、既に 32 県で計画策定

のためのワークショップを行っている。地域開発政策は、そのためのガイドラインとなるもの。

既に地域開発政策のドラフトができており、DNP で加筆修正・認証のための作業をしている段

階。認証には、大統領とすべての大臣からなる CONPES（国家経済社会政策審議会）の承認を

得る必要がある。来年１月に CONPES で承認されることをめざしている。 

・地域開発政策では、地元の組織を振興すること、自発的に行うこと、開発ツールを通じて経済

社会に寄与し社会経済の質を向上すること、地域格差・社会格差を是正すること等が挙げられ

ている。これは、OVOP のコンセプト（自発的、local/global、人材開発）と類似しており、OVOP

は地域開発の重要なツールといえる。 

・OVOP により、コミュニティの movement が生まれれば、紛争地帯におけるコミュニティ活性

化にも寄与する（12 イニシアティブのなかでは、カウカが先住民の紛争がある地域、ウイラが

国内避難民の多い貧困地域になっている）。 

 

3. これまでの OVOP の活動の現状・成果・課題 

・12 イニシアティブは、コミュニティリーダーのイニシアティブで生まれたもの。 

・12 イニシアティブの活動例としては、ウイラの天文観光では、観光宿泊施設、レストラン、観
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光エージェントら、多くのアクターが参加し、結束している。県政府は既存の天文台を拡大す

るための費用を拠出するなどの支援を行った。市長は日本研修に参加した。ラ・チャンバでは、

共同商標、原産地証明の取得のための活動が進んでおり、OVOP 委員会ができている。参加住

民は自分たちの収入を得られるようになった。市長のイニシアティブが高く、市の予算を OVOP

のために配分している。 

・市長は、これまで、水、保健等、個々の政策を実施してきたが、地域開発/コミュニティ開発と

いう考え方をするようになった。この 2 年の間に自治体の市長が地元の開発計画に関する文書

で OVOP に言及している。今年は、市長が地方開発計画を策定する年にあたっており、OVOP

に言及することが重要になるだろう。12 イニシアティブを実施している市では、市長が、地方

開発計画に OVOP を盛込み市の予算で支援すると、コミットしている。 

・OVOP が国家開発計画で言及されたのは、これまでの一連の OVOP の活動の成果といえる。 

 

4. OVOP 委員会 

・OVOP 委員会は、国（中央）、県、自治体レベルでつくっていく。OVOP 委員会の役割は、OVOP

の推進、技術的支援、イニシアティブの拡大、ローカルキャパシティ・ディベロップメント、

中央・地方レベルの連携、活動のフォローアップ等。現在のところ、地方では、12 イニシアテ

ィブのすべてに OVOP 地方委員会が組織されているわけではない。 

・OVOP 中央委員は、県・自治体の委員会を調整する役割を負っている。DNP が事務局として調

整を行う。OVOP 中央委員会のメンバーは、DNP、農業農村開発省、文化省、商工業観光省、

SENA、DSP、民芸品公社で、最近労働省が加わった。これに、学識経験者として、Aldena 教

授が参加している。活動としては、2 カ月に 1 回集まり活動の報告・議題の検討、研修員の選

考基準の設定、等を行っている。 

・OVOP 委員会の TOR（案）は、コンセプトペーパーにあるものが最新。プロジェクトのなかで

地方委員会も含め、正式なものとしたい。 

 

5. プロジェクトに関する考え・要望 

・社会の結束と共同作業をめざす。 

・「インクルーシブ」の概念で重要なことは、コミュニティが意思決定に参加すること。例えば、

これまでの石油開発や鉱山開発においては、開発によって得られた付加価値が近隣のコミュニ

ティに富をもたらさらなかった。地元の人が参加して恩恵を受けることが重要。 

・12 イニシアティブを更に発展させたい。これまでに、例えば、リーダーシップが欠如、材料費

が高い、付加価値を高めるための技術が不足、組合がない等が問題として指摘されている。日

本型の OVOP にするには何が必要かをコンサルタントが調査中で、国、県、民間機関等の役割

について規定をつくり、文書としてまとめることが目標。 

・12 イニシアティブの拡大については、12 イニシアティブの県のなかで更にイニシアティブの数

を増やすこと、OVOP イニシアティブを導入する県の数を増やすこと、の 2 点を考えている。

まず、現行の 12 イニシアティブが自立した活動ができるようにし、12 イニシアティブをイン

クルーシブな活動のモデルとしたうえ、すべての県でイニシアティブの導入をめざしたい。他

の県については、モチベーションを与える、教育的活動を行うなど、支援する自治体を限定し

ながら一定の活動・支援を行うことを検討するのも一案。【注：これに対し、調査団から、12
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イニシアティブの拡大の方針・戦略については、次週以降更に検討する、とコメント】 

・プロジェクト期間は 5 年としたい。これは、市長の任期が 4 年で引継ぎの期間等を考慮すると

5 年が適切と考えたため。【注：これに対し、調査団から、JICA としては現在 4 年を想定して

いるが、官団員到着後協議する旨説明。】 
 

6. プロジェクト実施体制 

・DNP が政策の調整を行い、各省庁がそれぞれの担当において支援、フォローアップを行う。 

・DNP のなかでは持続的地域開発局（DDTS）が中心になり、OVOP 中央委員会の指導、ガイド

ライン等の作成、地域レベルの参加促進・オリエンテーション、進捗のフォローアップを行う。

JICA と協力して、セミナーの開催、ウェブサイトの整備をする。 

・DDTS の職員は 60 名。このうち 5 名が現在フルタイムでこのプロジェクトにかかわっている。

その他の職員も局長の支援を行う。 

・プロジェクトのための予算としては、フルタイム職員 5 名の給与は確保している。その他ワー

クショップの費用、技術支援のための資料代等を拠出する。地方での活動は地方で負担する。 

・PD は DNP 長官、PM は DDTS 局長を想定。来年、契約の職員を雇用する予定で、この職員が

技術コーディネーターとしての役割を担う。このほか、DNP の他の局の局長がプロジェクトを

支援する。 
 

7. ロジ関係 

・本調査のミニッツ（R/D 案含む）署名は、DNP 長官。長官がいない時は次官（sub-director）が

署名するが、今回のケースについては、確認する。 

・他省庁のコミットを確実にするため、まず PDM の活動レベルには担当省庁（機関）を明示す

る。これら機関がミニッツに署名するかについては、ミニッツの内容にもより、リーガル担当

の判断が必要。このため、8 月 2 日の OVOP 中央委員会に、PDM 案、ミニッツ案を提出し、8

月 6 日中にリーガル担当に回せるようにしたい。 

・8 月 3 日のワークショップ手順については以下のとおり。DNP より各地域に伝える。 

 午前 

12 イニシアティブのプレゼン（各 10 分） 

・通訳をはさみ実質 5 分となるので、活動の進捗、問題点等、ポイントを絞った発表

のフォーマットを作り、それにのっとったプレゼンをしてもらう。 

 午後 

ワークショップ１ 

・これまでに何度も議論されている、ネットワーク、OVOP の拡大、OVOP のスタン

プ、地元レベルの連携をテーマに、何が問題となっているかというポイントを挙げ

てもらう（12 地域を 2～3 のグループに分けて、討論。解決策を検討するのではな

く、これまでの問題点を整理する）。 

ワークショップ２ 

・上記問題点を踏まえ、PDM 案を検討（アクターごとに 5 つのグループに分かれる） 
 

8. 受領資料 

・DNP 及び DDTS の組織図
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商工業観光省（MCIT） 

日 時 2012 年 7 月 24 日 10：00～11：30 

場 所 商工業観光省（MCIT）会議室 

出席者 

産業・貿

易・観光省

Carlos Vives Pacheco 観光担当副大臣 顧問（日本研修参加） 

Beatriz Pérez コミュニティ観光 公共政策 契約職員   

DNP 
Maritza Pomares 持続的地域開発局 公共マネジメント コ

ーディネーター 

JICA 光岡企画調査員 

調査団 田中、樋口通訳 

1. 調査団より訪問の目的の説明 

 

2. 商工業観光省より OVOP に関する背景、概要の説明 

・国の開発にとって、観光は、小規模でも高い効率性を産むもので、貧困削減の点から戦略的な

意味をもつ。持続的開発のコンセプトのなかで地域のアイデンティティを尊重しながら取り組

むべき。 

・OVOP は中央のこうした戦略を補足する意味で適切な取り組みといえる。12 イニシアティブに

は観光を含んでおり、これは国の支援に依存するのでなく、自立をめざしたもので、人的資源

開発を促進するものである。 

・地域開発政策の策定は、参加型で行うもので、DNP の指示に基づき、商工業観光省も参加して

いる。 

 

3. OVOP に対する商工業観光省の取り組み 

・OVOP は商工業観光省の政策と共通点が多く、省では、OVOP について、中央の機関として観

光セクターに関するものには責任をもつということで、DNP に提案を行っている。技術的支援

と国からのリソースを受けられるようにするための支援を行う。ローカルレベルで、どのよう

な観光製品があり、何が必要かを把握して、必要な支援を行う。 

・商工業観光省では、観光ファンドという資金がある。これは、観光税、旅行税等観光に関する

3 種類の税収を財源として、民間機関、地方自治体、中央から提案のあったプロジェクトに対

し資金供与するもの。観光に関する競争力強化（観光商品の開発、人材教育、インフラ整備）

と観光プロモーションのために使われる。商工業観光省に担当部門があり、ファンドの管理を

行っており、理事会が承認を行う。このファンドは、先週成立した新しい法律により法人格を

もつ FONTUR という組織となった。ファンドの申込みは常時受け付けており、地域の提案する

高度な技術を要するプロジェクトに対し供与される。政策に合致していないプロジェクトに対

しては商工業観光省が拒否権を留保している。対象となったプロジェクトは、通常、30％が自

己資金、70％がファンドを活用して実施される。50％、50％の場合もある。 

・地域の競争力強化にあたっては、SENA と協力している。民芸品公社は商工業観光省の管轄下

にある組織で、強い連携をもっている。 

・貧困は、自然や文化と強く結びついており、コミュニティ観光政策を進めることで、弱者に資

することができると考えている。例えば、商工業観光省では、10 年ほど前にアルタワヒラとい

う先住民が多い地域で観光プロジェクトを実施し、今では競争力ある宿泊施設を有し観光客が
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先住民文化を共有できる地域となっている。成功の要因は、潜在力がある観光を発掘し、宿泊

施設を整備したこと、コミュニティのイニシアティブがあったこと、省の技術支援があったこ

と、等。 

・現在のところ、観光に関し他ドナーが支援するプロジェクトはなく、OVOP が唯一のもの。 

 

4. プロジェクトの活動 

・OVOP 中央委員会には、参加している。商工業観光省としては、観光に関連することは何でも

やるつもりでいる。地域開発には、外部の資金援助に依存するのでなく、コミュニティエンパ

ワーメントが重要であり、これを促進するのが中央委員会の役割と認識している。 

・プロジェクトでは、商工業観光省として、地元レベルでできる観光製品の開発とそのプロモー

ションの支援を行う。具体的には、プロジェクトでのベースライン調査をもとに、他省庁と協

力して何ができるか計画する。Carlos 観光副大臣顧問が日本研修で作成したアクションプラン

がベースになるだろう。 

・旅行代理店のエキゾチックが、OVOP に参加を希望している模様で、適切な内容であれば連携・

契約を行う可能性がある。 

・12 イニシアティブのうち、「太陽の祭り」は、宿泊施設の確保が鍵になると思われる。 

 

5. プロジェクト実施体制 

・プロジェクト実施にあたっては、商工業観光省では、Carlos 観光副大臣顧問が調整役になり、

観光次官室と協力して取り組む。企業開発副大臣のラインも協力する。 

・地域とは、市の観光局と協力し、情報共有、観光製品パッケージの開発などで協力する。 

・プロジェクトに対しては、人材を提供し、旅費を負担する。セミナー実施には、必要に応じ発

表者を送るなど協力する。 

・ミニッツのサイナーは、観光次官か企業開発次官で検討中。 

 

6. 依頼資料 

・Carlos 観光副大臣顧問が日本研修で作成したアクションプランを後日送付予定。 
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国家職業訓練庁（SENA） 

日時 2012 年 7 月 24 日 14：30～16：30 

場所 SENA 会議室 

出席者 

SENA 

Ciebel Mauricio Betancurt 雇用労働局長 

Jesús Galindo 職業訓練局 顧問 

Walter García 起業グループ専門員起業グループ専門員 

Genny García 起業グループ専門員 

Diana Guarín 国際関係グループ アジア太平洋担当 顧問 

DNP Beatriz Gómez 持続的地域開発局 顧問 

JICA 光岡企画調査員 

調査団 田中、樋口通訳 

 

1. 調査団より訪問の目的の説明 

 

2. SENA より OVOP に関する背景、概要の説明（パワーポイント使用） 

・SENA の OVOP に関する戦略の重点は、地元コミュニティに根ざした事業を行うこと、中央・

地方政府が共同して取り組むこと、対象地域の生計向上に取り組むこと、コミュニティのキャ

パシティの強化を行うこと、である。 

・SENA には、企業関連事業と社会セクター関連事業があり、企業関連では、プロフェッショナ

ルな教育の実施、社会セクター関連では、既存の企業を通じた雇用の創出に取り組んでいる。

また、国で唯一の農村教育プログラムを実施しており、すべての自治体をカバーしている。 

・SENA では、農村青少年（16～35 歳）と社会的弱者（先住民、農民、障害者、シングルマザー

等）を優先的ターゲットとしている。 

 

3. プロジェクトに関する取り組み 

・SENA では、地域開発に関し、人材育成に貢献する役割を担っており、SENA の研修を受けて

生産活動、起業にかかわることを支援している。このような SENA の役割を通じて OVOP を支

援する。具体的には、OVOP に必要な研修を、それぞれの地域の目的に応じて実施する。また、

組合的な性格をもつ起業を支援する。 

・例えば、帽子製作のイニシアティブ（トゥチン）では、OVOP の受益者のために会社を立上げ

流通を整備するのを支援した。ウイラでは、新たな起業を支援した。流通の支援は SENA とし

て力を入れている分野で、どのような訓練が必要か特定したうえで支援したい。 

・（DNP より）12 イニシアティブのなかでは、地域で同じことをしているグループもあり、イニ

シアティブの対象とするクライテリアを決める必要がある。（SENA より）OVOP イニシアテ

ィブの周辺にある活動があれば、一緒に受益者になれるよう SENA としては支援したい。（DNP）

地域開発の戦略として OVOP があるので、地域開発に活用したい。 

・地域開発戦略策定には、ワークショップに参加している。 

・SENA では、2013 年までに 32 県で SENA がどのような支援を行うかの計画を策定している。

地域における計画策定を 32 の県と市で実施しており、県の地域開発計画が既に承認されてい

る。また、農村の若者を対象としたワークショップを実施しており、県・市が参加している。

これらの計画のなかで、12 イニシアティブのある地域では、OVOP を重点項目とする。 
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・（JICA 支所より）前回の会議の際に、評価指標を設定すること、ベースライン調査を実施する

こと、プロジェクトの詳細計画を検討すること、を挙げた。（SENA より）各自治体の活動を

計画し、県と自治体の開発計画とリンクさせ、支援を行いたい。SENA の規定では、購入でき

る物品に制限がある。例えば美容師の研修ではドライヤーの購入は支援できない、人工授精で

は精子は購入の対象となるが注射器は購入できないなど。JICA でこうした物品の購入を支援し

てもらえるとよい。（JICA より）物品整備の予算はあるが、訓練との関係によるので、地元レ

ベルでどのようなものが必要か調査が必要。JICA も支援できない場合もあるので、ファイナン

スを確保することが重要。 

・SENA では、3 カ月ごとに全国で教育プログラムを実施しており、OVOP の研修内容と合致す

るものがあれば、支援する。従来 OVOP の内容と類似した研修も実施してきたが、OVOP の内

容にあった研修を提供したい。 

・SENA では、小規模起業を支援するファンドがあり、農村地域の優遇措置もある。OVOP の対

象イニシアティブにも適用できる。ファンドの活用なども含めた起業に関するビジネス研修を

実施しているが、OVOP については、OVOP のプロセスを標準化した研修を検討したい。これ

については、OVOP の JICA 専門家の指示の下、何が必要か見極めたい。 

・（JICA より）以前 JICA で実施した帰還兵士支援プロジェクトでは、脆弱なグループはイニシ

アティブをもたず、ファンドにアクセスしようという意思もなかったことが問題として指摘さ

れている。ファンドは新規の起業を促進するためのものかもしれないが、技術移転は、むしろ

既存の企業に成果があった。OVOP を拡大するためには、イニシアティブに登録する新規の企

業を増やす必要がある。SENA のファンドは新規の企業に適用されるのか。（SENA より）フ

ァンドの活用はより柔軟になっており、起業して 1 年以内の企業にも適用できる。インフォー

マルな事業をフォーマル化することを支援している。他のプロジェクトでフォーマル化がうま

くいかなかった例もあり、困難はあるが。 

・インストラクターを育成できる人材を養成することが重要。SENA には契約しているインスト

ラクターが 800 人程度いる。OVOP に適した方法で地域の特徴に応じた研修を行う。 

・マルチメディア等も活用した教材、ドキュメント類を整備する。こうした教材作りは、3 年前

までは、それぞれのセクターで独自に行っていたが、全国レベルでのガイドラインを策定して

いる途中である。これにより、SENA で作成した教材を他の機関でも活用できるようにしたい。

また、指標を設定して成果を評価できるようにしたい。例えば、研修を受けた時間、生活レベ

ルや収入が上がったか、組合が組織され雇用や収入が向上したかなど。研修の目的は生活の質

を向上させることである。 

・SENA のファンドを活用して起業に成功した例もあるなど、起業に関する経験を有するので、

OVOP と連携して支援していきたい。 

 

4. 12 イニシアティブに関する取り組み 

・フィランディアでは観光に取り組んでいるが、地域の美容室にも OVOP スタンプが付与された。

OVOP の商標の扱いに問題がある。 

・フィリグラナ製作では、銀の採取、デザイン、製作など、工程が多いのが課題。 

・トゥチンでは、原材料がなくなって他県から購入しているが、同じ原材料が入手できるよう、

技術支援が必要。 
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5. プロジェクト実施体制 

・SENA では、33 の地域（ボゴタ含む）に 117 の訓練センターがある。 

・職業訓練局が統括し、SENA の関連部署（雇用労働局等）、地域の訓練センターが協力する。

インストラクターは、県レベルで対応する。 

・雇用労働局長がサイナー 

 

6. 受領資料 

・面談時使用パワーポイント資料（データ、翻訳済み） 

・SENA 戦略計画（データ） 
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文化省（MinCultura） 

日時 2012 年 7 月 25 日 14：30～16：00 

場所 文化省会議室 

出席者 

文化省 

Adriano Molano 文化遺産・文化財担当 コーディネーター 

Nancy Maldonado 国際関係協力担当 コーディネーター 

Sebastián Arango 国際関係グループ 顧問   

DNP Beatriz Gómez 持続的地域開発局 顧問 

JICA 光岡企画調査員 

調査団 田中、樋口通訳 

 

1. 調査団より訪問の目的の説明 

 

2. 文化省における地域開発・OVOP の位置づけ 

・文化省では、地元のアイデンティティを保護しながら活動を行っている。国家開発政策のなか

の「社会資産の強化」という枠組みで取り組みを行っている。 

 

3. OVOP に関連する取り組み 

・文化省での OVOP へのかかわりは比較的最近で、2、3 カ月前に、DNP の招待で地域開発政策

作成の会議に参加し、文化財の保護に関する政策を説明した。また、DNP のワークショップに

他省庁とともに参加し、プロジェクトのなかでどのような政策を適用できるか説明した。文化

省では、以前、サンバシリオパレンケ（ボリバル県、文化活動がユネスコの世界遺産に登録さ

れている）で OVOP と類似の活動を実施しており、その説明を行った。これは、地域アイデン

ティティを強化し、ネットワークを構築することにより地域の開発を向上したものである。 

・12 イニシアティブは、住民の祭り、民芸品、伝統料理などがあり、伝統を保護する形で、OVOP

と協力する可能性が高い。進捗については、アップデートされた情報をもっていないが、文化

資産保護のメソドロジーに関する技術支援など、文化資産に関連した取り組みを行いたいが、

具体的にはまだ動いていない。 

・文化省では、地域の歴史を通じて記憶を回復させる「記憶の道」プログラムという取り組みを

行っており、省のキャパシティにもよるが、来年度の予算には入れられるので、これを通じた

プロジェクトへの協力が可能。 

・12 イニシアティブを統合して、文化的ダイナミックスとしてまとめることが重要。これにより、

雇用が生まれ、コミュニティの持続性ができ、地域全体のダイナミックスが生まれ、さまざま

なセクターにインパクトをもたらすはず。これにあたっては、コロンビア国は多様性に富む国

であることから、地域のアイデンティティを強化することが重要。 

・文化省は、雇用、平和、ガバナンスにも貢献できると考えている。現在統計省で文化が開発に

どう影響するかに関する調査を行っており、結果を国民にアピールしたい。例えば、音楽の教

育により、楽器の修理などの雇用につながることが考えられ、SENA と協力をしている。また、

先住民コミュニティの伝統の保護においては、アイデンティティを明確にすることが必要で、

アイデンティティが確立されていないことで、社会的公正が破壊され、紛争につながる。こう

した考え方は、OVOP のコンセプトと一致しているのではないか。 
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・このようなダイナミックスに子どもを inclusion させることが課題。文化省ではゼロ歳児からの

事業参加を呼びかけている。 

・OVOP は、他の地域でも実施可能なものではないか。 

・文化省では、OVOP に類似したプロジェクトで他の援助機関が支援するものはない。 

 

4. プロジェクト実施体制 

・カウンターパートファンドの確保については、まず、協力する省庁と協議し、どのような内容

でどのような問題があるかを明確にする必要がある。 

・ OVOP 委員会には DNP を通じて参加している。 

・（JICA 支所より）文化省がプロジェクトにどのように関与するかについて、調査団滞在中にコ

ミットを求めたい。 

・プロジェクトは、技術面では資産局、調整は国際協力室で担当する。 

・毎年実施している OVOP 全国ワークショップに参加し、他省庁とも協力している。 

 

5. 今後のスケジュール、ロジ関係の確認 

 

6. 受領資料 

・文化省の戦略・事業に関する冊子 8 点 
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農業農村開発省（MADR） 

日時 2012 年 7 月 25 日 16：30～18：00 

場所 農業農村開発省会議室 

出席者 

農業省 

Alexandra Ferro 農村開発局 顧問 

Socorro Aguas 農村開発局 専門職員 

María Aguilera 計画技術協力局 専門職員（本邦研修参加） 

DNP Beatriz Gómez 持続的地域開発局 顧問 

JICA 光岡企画調査員 

調査団 田中、樋口通訳 

 

1. 調査団より訪問の目的の説明 

 

2. 農業農村開発省より地域開発の方針、OVOP の位置づけに関する説明 

・コロンビア国の政策として地域開発を重視しており、地元の組織（公共・民間部門含め）が強

化されることが重要で、これが総合的地域開発につながる。生産者レベルでは組合の強化も重

要。この意味で、OVOP は地域開発に関するよい取り組みといえる。OVOP は、生産的なプロ

ジェクトを実施してさまざまな生産活動を結びつけるプロジェクトである。これにより生活の

質を上げることができる。収入が創出され、生産活動の変革が可能になり、住民の帰属意識が

強まり、その土地にとどまろうとすることで、人口の流出防止にもなり、さらに、地域の産品、

地域のプロジェクトが強化されていく。保健医療の向上、道路などのインフラ整備にもつなが

る。また、住民グループを作ることで起業が可能になるが、これは農村にとっては重要で、コ

ミュニティの発展、収入・生活の質向上につながる。 

・今のところ OVOP はパイロットプロジェクト（12 イニシアティブ）を実施しているが、他地域

にも拡大させることで地域統合につながる。 

 

3. 農業農村開発省の融資制度 

・農業農村開発省の融資制度には、2 つのシステムがある。ひとつは、金利の一部を農業農村開

発省が補助するもの（例えば金利が 4％なら農業農村開発省が 2％を補助するなど）、もうひと

つは低金利の融資の提供である。無償資金供与（返済不要）の制度もあり、特に貧困度が高い

脆弱なグループを対象に小規模な供与を行っており、毎年募集を行い、条件を満たせば供与す

る。また、一定の条件の下、中小企業や家内経営者向けプログラム、灌漑用補助金も用意して

いる。このほか、「２階だて方式」による FINAGRO という制度があり、これは、農業銀行（Banco 

Agrario）と民間銀行を通じて融資を行うもので、その一部は返済が義務づけられている。 

・これら融資については、申込みがあった時点で持続可能かを判断し、融資条件を充足しながら

事業を実施し進捗しているかについてモニタリングを行う。ただし、事業の事後評価や、成功・

失敗例の分析は行っていない。（DNP より）DNP で、公共政策のフォローアップを行っている。

定期的に一定の政策（例えば、農業農村開発省の特定の政策、OVOP プログラムなど）を選定

しコンサルタントによる評価を行い、政策にフィードバックする。 
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4. 農村開発に関する農業農村開発省の取り組み 

・女性、若者などの「アライアンス」を重視しており、農業農村開発省で、能力を向上させ事業

を継続していくための支援をしている。特に組合をつくって事業を実施できる能力の強化を重

視している。 

・大統領府で実施している全国レベルでの避難民支援に協力している。土地の返還政策（暴力に

より土地を追われた人に代替用地を付与したり、もとの土地に戻って土地を合法的に所有でき

るようにするための支援）を行うことで、生産が可能になる。 

・農村開発については、単に生産性を上げるだけでなく地域統合を行うことが重要で、現在国会

で統合に関する政策を審議している。DNP がより総合的な地域開発をめざしているのに対し、

農業農村開発省では特に土地を中心にした農村開発に取り組んでいる。テリトリアルアプロー

チは地域の制度的強化を行うものであり、農業農村開発省では県に出先事務所をおいて支援し

ている。 

 

5. プロジェクトに関する関連情報 

・農業農村開発省に関連した組織では、コロンビア農村開発院（Instituto Colombiano de Desarrollo 

Rural：INCODER）が地方組織の開発、農村開発の促進を行っている。 

・OVOP に類似した他ドナーのプロジェクトでは、IMO が避難民の帰還、USAID が避難民支援と

麻薬関係の支援を行っている。OVOP と似たプログラムに ADELCO があり、外部からの組織と

してコミュニティのオリエンテーションを行っている。 

 

6. プロジェクトに関する農業農村開発省の取り組み 

・OVOP 中央委員会に参加しており、国レベルで実施している活動に参加している。12 イニシア

ティブの農業セクターに関する取り組みには農業農村開発省として技術支援を行う。具体的に

は、農業省のセクター計画がツールとなりうるもので、これにのっとり、特定のプログラムへ

の参加促進、運転資金の確保、組織化等の活動に協力できる。 

・12 イニシアティブについては、昨年まで SENA と協力してアクションプランを作成していた。

今年は、これをもっと進めていくべき。最近は新しい段階のフェーズに入ったと考えているの

で、これまでの活動をまとめるような支援を行ってほしい。また、多くのコミュニティに参加

してもらえるような支援ができるとよい。 

・12 イニシアティブを実施している県では、既存のプログラム（イニシアティブ）がパイロット

となって拡大できるようにしたい。既に、当該県から県内の違う地域でも実施したいという要

請がきている。イニシアティブを実施していない県からも参加したい要請がきている。（DNP

より）コロンビア国では「国にやってくれという文化」があり、JICA に対する期待（JICA に

やってもらおうとする期待）があるようだが、コミュニティのリーダーのイニシアティブが重

要である。ただし、コミュニティは参加したくても資金不足などにより参加できない場合もあ

り、国としてイニシアティブを支援するために何ができるかを検討することが重要。一方で、

JICA の貢献は大きいので、現場で何ができるかをヒアリングすることが重要。（農業農村開発

省より）市役所では必要な予算措置がなく適切な支援ができない。（DNP より）県・市が協働

で活動するようになったのは、これまでの重要な成果。市に資金がないなら、OVOP のプロモ

ーションなどの（技術的）支援ができるのではないか。 
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・OVOP に対する農業農村開発省の支援としては、日本で作成したアクションプランの内容を政

策に照らしどのように適用できるか検討し、持続可能な組織強化を行いたい。 

・（JICA 支所より）PDM のなかに融資まで入れられるかは要検討。農業農村開発省として OVOP

のなかでどのような活動ができるか表明することが重要。 

・農業農村開発省は OVOP だけに特化しているわけではないが、INCODER なども通じた普及活

動が可能。 

 

7. ミニッツなどロジ関係の確認 

 

8. 受領資料・依頼文書 

・農業政策に関するパンフレット（冊子） 

・組織図を後日データで JICA 事務所宛て送付 
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民芸品公社 

日時 2012 年 7 月 26 日 9：30～11：30 

場所 民芸品公社会議室 

出席者 

民芸品公社

Iván Moreno, Artesanía 開発部 次長 

Alexander Parra 開発部 専門家 

Claudia G.  開発部 専門家 

Blanca Ocampo 顧問 

Pedro Baracaldo 顧問 

DNP Beatriz Gómez 持続的地域開発局 顧問 

JICA 光岡企画調査員 

調査団 田中、樋口通訳 

 

1. 調査団より訪問の目的の説明 

 

2. 民芸品公社の事業概要 

・ 民芸品公社は、民芸品を通じ地元の経済社会の発展に寄与することをめざし、48 年前に、商工

業観光省の管轄下に設立された。民芸品公社理事会のトップは商工業観光省副大臣。公と民の

役割をあわせもつ組織で、伝統的民芸品開発の技術的支援を行う。地元組織・自治体と協力し

地域にあったプロジェクト実施を促進し、プロジェクトの開発にあたって助言を行う。コマー

シャル関係（商品化・販売）については、公社のアドミニストレーション・サブディレクター

室が支援する。地方レベルでは、地方の民間機関と連携する。 

・民芸品は地域経済で重要な役割を果たしており、民芸品の質を上げることにより、より広い地

域で販売することができる。ここ数年力を入れているのはイノベーションで、これにより競争

力をつけることが可能になる。イノベーション・ラボという組織が中心になって地元機関・ア

クターとの調整を行っている。 

・民芸品の製作から流通までの生産チェーンを支援しており、commercial chain を作ることが重要

と考えており、毎年 12 月に南米で最大の見本市を開催している。 

・事業にあたっては、予算に限りのあることが最大の課題。また、事業実施を改善するため、組

織の再編成を検討している。公的機関は、官僚的手続きなどに問題があり、迅速な対応が難し

い。特に流通においては、国の官僚的手続きのため市場にタイムリーに参入できないことがボ

トルネックになっており、商業化部門を分離させることを検討中である。 

・民芸品公社は公的機関であるが、さまざまな機関と協働しており、特に、一般の公的機関と異

なり、民間機関との連携を重視しており、地元の商工会議所等と事業を行っている。 

 

3. 民芸品公社における OVOP の位置づけ・取り組み 

・OVOP は地域開発に寄与するアプローチで、国の現状にあわせて実施することが重要。民芸品

公社では、開発部専門家の Alexander Parra が調整役となり、OVOP 中央実行委員会に参加して

いる。2 月の OVOP ナショナルセミナーに参加し、OVOP の基本原則を満たしているものには

協力することをコミットした。 

・12 イニシアティブのうち、4 件が直接民芸品に関するもので、その他のものも含め 10 件が民芸

品公社に関係している。デザイン関係の支援のほか、民芸品の原産地証明、コミュニティのロ
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ゴなど知的財産権関係の支援を行っている。3 件（モンポックス、ラ・チャンバ、トゥチン）

に対して原産地証明取得支援を行った。サンビセンテのフィケ手芸品について手続き中である。

12 月の民芸品見本市で 12 イニシアティブの成果を発表できるように支援している。 

・連帯組織ソリダリアスとは協定を結んでおり、組合組織、ロゴ認証等の点で協力して支援を行

っている。 

・認証関係については、工業商業監督機関（商工業観光省とは独立した公的機関）が、認証を授

与し監督・規制する機関となっている。民芸品の知的財産権については、4 年にわたり 50 のコ

ミュニティと作業をしてきており、うち 4 コミュニティが OVOP 関係である。ラ・チャンバで

は、民芸品の生産組合ができていることを証明する団体商標を取得した。フィリグラナと帽子

の民芸品では、原産地呼称（その土地の名前が商標の一部になる）を取得した。コロンビア国

は原産地呼称証明を付与された産品がラテンアメリカで最も多い国である。 

・CONPES と地域開発政策で協力している。地域開発政策は DNP が主管となり、関係機関を調

整しており、民芸品公社は民芸品分野でのリソースを提供することで CONPES に参加してい

る。民芸品分野は横断的（transversal）な政策が必要で、社会・経済・文化関係のさまざまな団

体を民芸品公社が取りまとめている。現行の国家開発政策では、民芸品に関する事項はさまざ

まな分野に分散して記載されており民芸品セクターとしての項目がないので、民芸品公社では、

民芸品セクターを国の政策に盛込み、より実践的な政策にすることをめざしている。CONPES

に参加することで、国に対して影響力をもち、予算・ツールを確保しやすくなる。 

 

4. 12 イニシアティブの進捗 

・ラ・チャンバ（陶芸品）では、150 世帯が陶芸品を製作している。民芸品公社では、以前から

民芸品センターを作って支援しており、民芸品センターは県の組織の一部になっている。国内・

海外向けともに販売量が減っており、貧困が深刻なこと、中間業者が多いこと、組合に問題が

あること、等が課題。 

・トゥチンでは、以前から、帽子（ソンブレロ）を製作している。組織化戦略が重要であること

は言われてきており、組織的に製作を行っているが、組織が適切に活用されていない。このた

め、例えば、流通業者によって価格が違っている。また、認証制度が確立されていないため、

他の材料で作った偽物が出回っている。起業のためのワークショップ、研修などを実施してい

る。 

・モンポックスのフィリグラナは、コロンビアの文化遺産となっており、フィリグラナ専門学校

もある。モンポックスには、200 人くらいの手工芸家がおり、モンポックスのフィリグラナが

一番有名であるが、モンポックス産でないのにモンポックス産と偽って販売される商品があり、

団体商標の確立が必要。また、流通業者によって価格が一定でないため、生産者が安く売って

しまうことがある。このほか、組織化も課題。 

・サンビセンテのフィケ工芸では、材料が地元にあるにもかかわらず、外から買う方が安くなっ

ていることが問題。女性組織が存在しているが、SENA と県の支援を受け、組合を作る過程に

ある。現在のリーダーはほかの仕事をもっていることもあり、リーダーシップに問題があり、

新しいリーダーを選出しようとしている。市は、イニシアティブを支援している。 

・フィランディア（キンディオの道）では、7 月 20 日にフェスティバルがあり、イノベーション・

ラボを通じて支援した。植物繊維を使ったかごを作っているが、この植物が少なくなっており、
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研修部門を通じて支援している。 

・ウイラの天文観光では、観光と民芸品を結びつけ、植物の実で作った民芸品やサボテンで作っ

たお菓子などを開発している。 

・クンディナマルカ（農業観光）では、ポンチョを作るウールの材料があり、民芸品の生産量が

上がっている。農業銀行（agrobank）の設立を進めている。 

・パイパ（チーズ）とサンタンデル（赤砂糖）では、知的財産面から支援している。カフェ・コ

ロンビアのような原産地呼称ができるとよい。 

 

5. プロジェクトに対する取り組み 

・ OVOP プロジェクトには、第一に、民芸品公社の知見をもって研修を支援できる。第二に、OVOP

ラベルについて支援する。OVOP ラベル（sello）は、OVOP イニシアティブの原則に基づいて

活動できるように支援するものである。これを商品に対して付与するのか、OVOP の原則に基

づいた活動に付与するのか、等の検討が必要。民芸品公社の強みとして、品質に焦点をあてた

技術支援を行ってきていることから、地元の人的支援強化に結びつく事業かどうかが付与の判

断基準になるだろう。第三に、地域・国レベルの見本市、OVOP アンテナショップ、国内外の

視察旅行等を通じた支援ができる。 

・支援にあたっては、重複がないよう、中央・地域 OVOP 委員会で調整が必要。 

・イニシアティブは他の地域・事業に更に拡大していきたい。民芸品公社のパンフレットに記載

している事業（12 イニシアティブの一部も含む）は、よい拡大対象候補事業。パイパチーズを

作っているボヤカ県は民芸品でもよいものがあり、OVOP に参加したがっている。 

・プロジェクトは開発部が中心になって調整を行う。8 名のコーディネーター。民芸品ラボ（イ

ノベーション・ラボのことか？）が、ボゴタ、ナリーニョ、キンディオなど全国に 7 カ所あり、

これを通じた支援も可能。こうした既存の機関と協力するため、特に OVOP にイヤマークした

予算があるわけではない。また、国・国際機関等の機関との協調融資事業が増えている。 

・（DNP より）国レベルで OVOP を優先事業としており、特に OVOP 予算というものがあるわ

けではないが、専門の人を配置し半分程度の業務はOVOPに振り分ける等の措置をとっている。 

 

6. ロジ関係の打合せ 

 

7. 受領資料 

・パンフレット 2 種類 

・組織図後日送付 

 

8. 面談後、Alexander Parra 開発部専門家の案内で、公社敷地内の民芸品ショップを見学。 
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コロンビア地域開発期間全国ネットワーク（Red ADELCO） 
日時 2012 年 7 月 26 日 13：30～15：00 

場所 ADELCO 会議室 

出席者 

Red ADELCO
Hugo Rodríguez エクゼクティブ・ダイレクター 

Diego Orostegui コンサルタント 

DNP Beatriz Gómez 持続的地域開発局 顧問 

JICA 光岡企画調査員 

調査団 田中、樋口通訳 

 

1. 調査団より訪問の目的の説明 

 

2. Red ADEL のコンセプト、概要の説明 

・Red ADELCO（Agencias de Desarrollo Local de Colombia：コロンビア地域開発機関全国ネットワ

ーク）は、地域開発関係のエージェンシーが集まって形成している組合のような組織。現在コ

ロンビア国内に 11 のエージェンシー（ADEL と呼ばれる）があり、さらに 3 つ形成しようとし

ている。EU のほか、ECOPETROL（コロンビア石油公社）が支援しており、公共機関が介入し

ている地域がある。 

・ADEL には、１）地域におけるプロジェクトの提案と運営、２）地域の政策が公共政策に取り

入れられるようはたらきかける活動、がある。 

（ADEL でいう地域は、必ずしも行政区ではなく、経済・社会・歴史等の関係で結びついた地域

をさす。ADEL の対象が全県となっているところもあれば、市町村レベル、2 県にまたがるも

のもあり、国境近くではコロンビアとエクアドルの両方が入っているプログラムもある） 

・ADEL は OVOP と類似点のあるプログラムで、それぞれの地域で地域に応じた活動を行い、エ

ージェンシーはそれを促進するツールとなる。開発は地元レベルの戦略を当事者たちが共有し

ながら行うものである。県・市の公共部門、企業・組合等民間セクター、大学・NGO 等の社会

セクターの 3 部門が地域の政策をつくるために協働で作業を行う。OVOP と同様、地域で必要

な 3 部門の組織で、組合をつくることが重要なテーマになっている。地域の潜在能力を見極め、

ローカルリソースを活用し、地域によって地域の戦略をつくることが重要。ADELCO では、外

からの支援のモデルを否定するものではないが、その場合でも、地域は受益者でなく戦略的パ

ートナーとなる。発展は下から上に流れるものと考えている。 

・地域の内発的潜在能力を引き出すことが重要で、その意味では、ADEL と OVOP は共通してお

り、補完関係にある。地域の可能性が明確になったところで、「価値の連鎖（value chain）」

を見出だしていく（例えば、ベレスでは、キーポイントになる「チェーン」が 7 つあることが

わかり、そのうちの 3 つを優先することになった）。そのうえで、どのようなサービスができ

るか診断を行い、商工会議所のアドバイザーなど外部の支援を得る。国のサービスモジュール

を提供することもある。地域の需要にあったサービス提供を行うため、ADEL の活動は地域に

よって異なるが、いずれにしても、公共・民間・社会の各セクターを結びつける役割を担って

いる。 

・ADEL では、3 年間の計画で地域活動を行う。ADEL は法人格をもった組織となっており、3 年

の期間中、ADEL にかかわる者は組合員となり、公共・民間・社会各セクターから 3 名ずつの



－142－ 

メンバーで理事会を組織する。これらローカルアクターは活動資金を拠出しているが、拠出金

に関係なく同等の発言権をもつ。組合では、（汚職を含む）政治的介入がないよう配慮してい

る。各 ADEL はオフィスがあり、スタッフがいる。 

・ADEL の役割は、それぞれ利害関係をもつ団体を結びつけること。協力する側から提案をもっ

ていくのは、好ましくない。提案されたメニューを活用する能力を開発することが必要。 

 

3. ADEL の進捗、成果 

・ADEL の事業は、90 年代に開始されたが、2004 年頃から成果がみられるようになり、ADEL の

計画が、県・市の計画に組込まれるようになった。現行国家開発計画では、ADEL のほか、OVOP

と Desarrollo de Bases のプログラムが言及されている。ひとつの地域で成果が出てくると、他

の地域でも同様の活動を行いたいという要望が出てくる。 

・ADEL が開始されてから、自治体の選挙が 3 回あったが、政権が変わっても、ADEL のプロセ

スは維持されてきた。 

・ADEL は、CONPES にも参加している。また、観光次官室管轄のコミュニティツーリズムにも

参加しており、ここでは、年間 400 億ペソの観光ファンドを扱っている。ADEL では、ADEL

以外でも、コミュニティツーリズムに参入している団体には、このファンドを活用できるよう

提案しており、そのために必要な政策整備の作業を行っている。労働省とも協働している。 

・国際的な ADEL ネットワークにも参加している。コロンビア国のイニシアティブで始めたイベ

ロアメリカネットワークはスペインも参加している。来年は、ブラジルで第 2 回 ADEL フォー

ラムを開催し、世界的ネットワークの構築を進める。また、UNASUR（Union de Naciones 

Suramericanas）に対し、政策的なはたらきかけを行っている。南南協力も手がけていきたい。 

 

4. OVOP との関係 

・OVOP はよい活動と考えている。OVOP と ADEL は補完関係にある。29 県でイニシアティブの

要請があった際には、ADEL も検討に参加した。 

・12 イニシアティブのうち、赤砂糖の活動をしているソコロ自治体の隣のべレスでは、3 つの事

業を選定して進めている。これには、果物のグアヤバを使ったお菓子と「お菓子の道（Ruta 

Dulce）」と銘打った観光が含まれる。ベレスには 1,276 の製菓工場があり、そのうちの 300 が

ADEL の対象となっている。ベレスはソコロと異なった状況にあり（マフィアが市場を支配し

ている）、中間業者を排除し販路を整備するなどの支援をしている。この事業は市の開発計画

に入っており、EU、市役所も資金援助している。グアヤバ菓子には赤砂糖を使うので、砂糖の

ビジネスが生まれることから、ソコロでは、ADEL に参加しようとする動きがある。 

 

5. 関連情報 

・EU がコロンビア国で平和構築関連のプログラムを検討している。 

 

6. 受領資料 

・プロジェクト紹介パンフレット 2 点 
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労働省（MinTrabajo） 

日時 2012 年 7 月 26 日 15:30～17:30 

場所 労働省会議室 

出席者 

労働省 

Natalia Ramírez 雇用創出雇用保護局 局長 

Mario Rodríguez 雇用創出雇用保護局 顧問 

Sebastián Rojas 雇用創出雇用保護局 アシスタント  

Raúl Ballén 雇用保護雇用フォーマル化部 専門職員 

José Bornachea スペイン労働省 協力専門家 

連帯組織 
Ricardo Ramírez 連帯組織ソリダリアス 開発部 部長 

Fernando Matallana 連帯組織ソリダリアス 国際関係専門職員 

JICA 光岡企画調査員 

調査団 田中、樋口通訳 

 

1. 調査団より訪問の目的の説明 

 

2. 地域開発に関する概要 

・労働省は、雇用政策の実施・規制を行う主管省。地域レベルの活動、地域の競争力強化を重視

しており、その点から地域開発を重視している。雇用・労働市場の向上により市民生活の向上

が可能になるものであり、労働省では、雇用・労働市場を通じて地域に発展するプログラムを

作るのが役割。 

 

3. 労働省・ソリダリアスの地域開発における役割 

・ 地域の発展に必要なことを特定し、雇用を促進し雇用を創出するような産業の開発を支援す

る。地域レベルでは、地域の人々が生産活動にかかわれるような活動ができるよう、技術支援

を行っており、労働省がメソドロジーを開発して地域で適用できるようにしている。 

・ 労働省では、30 カ所の地方事務所を設置している（28 県に 1 カ所ずつと 2 つの事務所は複数

の県を管轄）。地方事務所は、労働監督が主な業務で、そのため、地方事務所も政策策定に参

加できることになっているのだが、労働省の地方事務所職員はそのような権限があることを知

らない者が多かった。労働省では、最近組織改編があり雇用担当副大臣が就任し、地方の能力

を強化しようとしている。雇用創出雇用保護局に 10 名からなるワーキンググループを設置し、

数カ月後にはメンバーがそろう予定。 

・ソリダリアスは、労働省に属する国レベルの機関で、組合の振興・強化・保護を行っている。

組合に関する政策は労働省で策定し、ソリダリアスは現場でプログラムを実行する組織。地域

開発に関しては、市を訪問して、組合をつくることの利点を説明し、組合で収入創出活動が持

続可能になるよう技術支援を行う。32 県を対象としており、300 の自治体と協定を結んでいる。

セクターレベルの作業では各省庁と協調して活動する。 

 

4. OVOP との関係 

・労働省は OVOP 委員会に参加している。 

・ソリダリアスの組合支援は、12 イニシアティブでも行っている。 

・労働省では、パイロットとして 16 の自治体で雇用計画を策定した。これは 12 イニシアティブ
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の地域とは重なっていないが、2012/13 年度の県レベル計画を策定しており、このなかで OVOP

について言及することになるであろう。ひとつの自治体で雇用計画を立てるのはあまり十分と

はいえず、経済活動が似た地域が合同で策定する方が効果的。例えば、パイパでは観光がさか

んであるが、ボヤカ県として近隣の自治体で観光クラスターを形成するのが効果的ではないか。 

・労働省が地域開発において行っている技術支援は、人材の開発や土地の特性の活用、地元の自

立的活動の実施という点が OVOP と共通しており、労働省として OVOP に貢献できる。また自

治体で雇用計画をつくっていることも貢献できるポイント。労働省は県レベルで活動しており、

12 イニシアティブは県に対して働きかけることができ、県の雇用計画を策定する際に配慮して

もらえるのではないか。 

・ソリダリアスでは、組合という点から OVOP が重要と考えている。グループで作業することで

自立が可能になる。ソリダリアスには県の事務所がなく、16 名の担当者が１つのグループを結

成し、県のコミュニティを訪問する。組織化の状況を診断し研修を行って組合形態の企業を育

成する（モンポックス、トゥチンでも実施）。また、民芸品公社と協定を結んでおり、コミュ

ニティの住民を対象にワークショップを開き、組合のメソッドを紹介する。例えば、どのよう

な法人格が必要か助言を行うなど、組合に関する啓発を行う。SENA が研修を行うこともある。

ソリダリアスでは、組合を組織する支援にあたり、資金提供は行わないが、資金提供を行う機

関をさがす支援は行う。県が資金を出せる場合もある。組合では組織したあとの資金がないこ

とがあるが、民芸品公社や商工業観光省と提携するとよい場合がある。 

・ソリダリアスでは、組合を強化する役割があり、結成後強化計画を策定する。ただし、ソリダ

リアスが支援するプロジェクトの期間は１年間なので、１年以上にわたりモニタリングするこ

とはできない。組織はできているが実際に機能していないこともあり、新しい組織をつくるか

改善策をとるか検討する。 

 

5. プロジェクトでの取り組み 

・ 労働省では、直接個人や生産プロジェクトに介入する活動は行っていない。このため OVOP に

ついては、詳細には把握していない。政策的影響力はもっているので、パイパのチーズについ

ては、県・市の商工会議所に雇用政策で優先するように働きかける、フィケ工芸品のプロジェ

クトでは、雇用に貢献しているかを生産チェーンのなかで調査する、などができる。国際機関

では、県と関係なく独立したプロジェクトを直接実施することがあるが、これは持続可能性が

ない。 

・労働省で可能な支援は、例えば、インフォーマルな活動をフォーマルにする活動。フォーマル

になると社会保険庁に登録する義務が出てくるが、労災関係、年金などに関する支援を提供す

る。現在商工業観光省と実施しているプロジェクトでは、“Rueda de Formalizacion（フォーマ

ル化のサイクル）、Buy Colombia”というプロジェクトで、帽子の製作をしている人々がサイ

クルのなかに入って大規模な民芸品業者に製品を買い上げてもらえるように支援している。大

規模業者に販売するには、生産者が合法でなくてはならない。また、社会保険、組合活動など

労働面での合法化の支援を行っており、合法化に伴うコストを優遇したり監督官が指導したり

している。SENA、社会保険庁と協力し労働省でメソドロジーをつくって活用してもらってい

る。 

・ソリダリアスとしても、OVOP には参加したい。既に、ラ・チャンバ、モンポックス、トゥチ
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ンなどで、組合の組織化や商標の使用方法について研修を行っている。ラ・チャンバでは、組

合組織が１件しかなかったが、5 件になった。ただし、組織の帰属意識が不足している。プロ

ジェクトでは、機関間の連携を重視し、組合活動について普及し、継続性のある活動をしたい。

専門家には、当該地域に住んでほしい。 

・民芸品公社では、組合活動は継続性が必要。同じ組織を 2 度支援することはできない。 

・労働省としては、これまでいろいろなプロジェクトが失敗しているので、継続性と成果のある

プロジェクトとしてほしい。この国に適した方法を使い、フォローアップを行うことが必要。

モニタリングシステムがあるとよい。独立したプロジェクトでなく、地域の多様性を取り込む

ことが必要。（JICA 支所より）公式文書に署名して自分たちのプロジェクトとして実施してほ

しい。コロンビアの OVOP は大分モデルに近い。 

・労働省では、フォーマル化のための研修のほか、労働の基本的権利に関する啓発などが可能。

例えば、OVOP ラベルの付与は労働法を遵守している場合にのみ可能とするなど、地元の自治

体と協力する。 

 

6. 他援助機関の支援 

・労働省にスペインが技術アドバイザー（面談出席者）を派遣。USAID 支援の団体が雇用関係に

関する地域開発案件を提案している。UNDP との間で、暴力被害により人口が減少している地

域で地域情報の分析を行う協力に合意文書の署名手続きを進めている。70 億ペソを拠出予定。 

・ソリダリアスでは、UNDP と協定を結び、inclusive business として大規模企業に資材の提供を

行う活動と、県のボランティア組織を強化して地元の経済組織に参加させる活動を行っている。 

 

7. 関連情報 

・コロンビア国には、組合関連として、association と cooperative がある。association は代表制で

運営され、加入していない人に代わって活動することが可能。cooperative は、生産者が活動を

行って質を向上させるものである。 

 

8. 受領資料・依頼資料 

・労働省会議資料一式（出席者リスト、事業紹介、組織図、質問票回答等） 

・Solidaridas 事業紹介パンフレット 

・Solidaridas 組織図データで後日送付 
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EU 

日時 2012 年 7 月 27 日 12：30～13：30 

場所 EU 会議室 

出席者 

EU 
Frank Porte 協力課長 

Johny Porte DEL プロジェクト タスクマネジャー 

JICA 光岡企画調査員 

調査団 田中、樋口通訳 

 

1. 調査団より訪問の目的の説明 

 

2. EU より案件の説明 

・EU では、地域開発に関連した案件として、平和構築と地域経済開発（Desarrollo Económico 

Local：DEL）プロジェクトを支援している。 

 

2-1 平和構築支援案件 

・平和構築支援では、Peace Labo というプロジェクトを実施している。6 地域で 3 件の Peace Labo

があり、さらに、もう 1 件の Peace Labo ができ、4 地域をカバーしている。これら 10 地域の生

産プロジェクトを支援している。同じ地域で Peace Labo と DEL の両方が活動しているケース

もある。 

・Peace Labo は、人権、ガバナンスなどを含む総合的なプロジェクトで、紛争により経済開発が

遅れている地域を支援している。合計 8,500 万ユーロを拠出し、10 の地域で 1,000 の契約を行

っている。アンデス共同体など広域案件もある。 

 

2-2 DEL（=ADELCO） 

(1) 概要 

・商工業観光省を C/P として実施。窓口は企業開発次官室。農村の中小零細企業をテリトリー化

して実施している。 

・EU の独自のメソドロジーを用い、地域（テリトリー）を特定して、所定の農村活動を支援す

る。支援にあたっては、経済・社会・政治的な内発的可能性を確認し、地域の特徴的なアイデ

ンティティのある場所で地域のアクターとともに地域のビジネスプランをつくる。地域でプロ

ジェクトに対するイニシアティブを引き出しネットワークを構築する。事業の中心は市場と連

携した活動で、生産チェーンを識別し、その地域の組織により事業を実施する。 

・これまで、商工業観光省の計画に基づき、6 テリトリーを選定している。中央との連携は必要。

商工業観光省の地方競争委員会と協力して事業を行っている。6 地域の事業は国家開発計画に

基づいている。 

・ADEL ネットワークでは、UNDP も協力している。EU では、600 万ユーロ、コロンビア側が 150

万ユーロを拠出している。 

・コロンビアの組織の INCODER では、DEL のプロジェクトを基に地域戦略を策定しており、こ

の連略を実施する活動を行っている。 
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(2) 成果とその貢献・阻害要因 

・DEL により、これまでに 4,000 件の雇用を創出し、１万人の研修を実施した。６地域で生産的

チェーンをもったプロジェクトが 50 件生まれ、支援した零細企業の売上げが 70％伸びている。

56 件の「環境にやさしい」バイオコマースイニシアティブを実施しているほか、40 件程度の観

光パッケージを実施している。 

・この活動のなかで、中小・零細企業局を通じてコロンビア企業開発貿易銀行（Banco de desarrollo 

empresarial y comercio exterior de Colombia：BANCOLDEX）という金融機関が生まれた。これは、

EU の手続きにのっとり事業を支援している。 

・50 件のプロジェクトの成功率は 20%程度。 

・ADEL の成功の要因は、公共・民間部門とも現場にあったことを行い、ネットワークを構築し

たこと。女性と作業するとうまくいくことが多い。 

・課題は、ローカルアクターの能力不足で、公的・民間部門を含め、ローカルの能力を向上させ

たい。農業では、ビジネスプランをつくっても市場の現状と合致していないことが多い。市場

との連携が難しい。農道や電気などが整備されていないことが多く、基礎インフラは必要。 

・ADEL では、行政区分でなく、住民の歴史・文化・特性を考慮した地域分けを行っているため、

いくつかの自治体が協働で実施するとうまくいかないことがある。 

・若者の参加が課題。農村では老人が多く、若者は農村にいることを好まないが、世代交代は必

要であるため、若者を対象とした新しい技術の導入が必要。 

 

(3) OVOP プロジェクトとの関連 

・商工業観光省と事業を行うのであれば、競争力局（Direccion Productividad y Competitividad）と

協力するとよい。 

・OVOP については、詳細に把握しているわけではないが、DNP から聞いたところでは、OVOP

は 1 つの自治体、1 つの産品に特化しているということである。ADEL では、1 つの自治体だけ

で取り組むことには困難があると考え、テリトリーとして複数の自治体を活動を行っている。

また、コロンビア国の生産は多様化しており、農村では、カカオ、ゴムなどの産品はあるが、

価格が不安定であるため、1 つの作物に特化したがらない。 

・ADEL では、1 件のプロジェクト期間は 3 年で、うち実施にかけるのは 2 年。プロジェクトで

は地元が 20％の費用を負担する。（JICA 支所より）JICA では、資金提供は行わない。プロジ

ェクトは長期にわたり総合的に取り組むべきもので、一緒に支援し地元を活性化するというこ

とが重要。 

 

3. 受領資料 

・DEL プロジェクトの紹介資料 2 セット（1 セットは JICA 支所で保管） 
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５．収集資料リスト

No. 入手先 著者 タイトル 内容 発行年 言語 形態
1 DNP DNP 国家開発計画 国家開発計画全文 2010 西 CD
2 DNP DNP 国家開発計画和訳 上記抜粋和訳 和 CD
3 DNP DNP/JICA Informes OVOP Colombia OVOP関連報告書 2012 西 CD
4 DNP 12イニシアティブ Taller Territorial OVOP 地方委員会プレゼン資

料
西 CD

5 ボリバル県イ
ニシアティブ

DNP/JICA/SENA/
ボリバル県

Elaboración de Joyas en Técnica de la
Filigrana

OVOP活動紹介 2012 西 CD

6 農業農村開
発省

農業農村開発省 Cartilla Política Agropecuaria 2010-2014 農水産業に係る支援
政策の紹介

2012 西 冊子

7 文化省 文化省 Patrimonio de la Humanidad en Colombia 文化遺産紹介 2010 西・英 冊子
8 文化省 文化省 Paisaje Cultural Cafetero コーヒーに係る文化紹 2010 西 冊子
9 文化省 文化省 Lineamientos de Política para la Recuperaci

ón de los Centros Históricos de Colombia
歴史地区回復に係る
ガイドライン

2010 西 冊子

10 文化省 文化省 Formulación e Implementación de Planes
Especiales de Manejo y Protección

文化財保護に係るガイ
ドライン

2011 西 冊子

11 文化省 文化省 Patrimonio Cultural para Todos 文化遺産に係るガイド
ライン

2011 西 冊子

12 文化省 文化省 Legislación y Normas Generales para le
Gestión, Protección y Salvaguardia del
Patrimonio Cultural en Colombia

文化遺産に係る規則 2011 西 冊子

13 文化省 文化省 Convención y Política de Salvaguardia del
PCI

無形文化遺産に係る
政策

2011 西 冊子

14 文化省 文化省 Guías para el Conocimiento y la Gestión del
Patrimonio Cultural Inmaterial

無形文化遺産に係る
ガイドライン

2011 西 冊子

15 労働省 労働省 会議用配布資料一式 事業紹介等 西 ファイル
16 DPS DPS 事業紹介パンフレット 事業紹介 西 冊子
17 SENA SENA Plan Estratégico SENA戦略計画 2011 西 ＣＤ
18 SENA SENA REUNION SENA-JICA 事業紹介プレゼン資料 西 ＣＤ
19 SENA SENA SENA プレゼン和 事業紹介プレゼン資料

（上記和訳）
和 ＣＤ

20 SENA SENA SENA Organigrama 組織図 西 ＣＤ
21 民芸品公社 民芸品公社 Proyecto Sensibilizaeión 事業紹介パンフレット 西 冊子
22 民芸品公社 民芸品公社 Implementación de los Derechos de

Propiedad Intelectural
事業紹介パンフレット 西 冊子

23 ソリダリアス ソリダリアス Revista Organizaciones Solidearias 活動紹介ニュースレ 2012 西 冊子
24 ソリダリアス ソリダリアス Organizaciones Solidarias ホームページ等による

組織紹介（和訳）
和 ＣＤ

25 ADELCO事
務局

ADELCO, UNDP Un Camino al Desarrollo Humano Local en
Colombia

事業紹介 2011 西 冊子

26 ADELCO事
務局

ADELCO, UNDP Red ADELCO 事業紹介 2012 西 冊子

27 EU EU, ADELCO, 商
工業観光省

Proyecto DEL 事業紹介 2012 西 ファイル

収集資料リスト
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